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　デジタルハリウッド大学の研究紀要『DHU JOURNAL Vol.12（2025）』の刊行にあたり、刊行のご挨拶を申し上げます。本号

の編集にあたっては、これまでの刊行方針を継承しつつも、研究成果の位置づけや発表形式をより明確にし、学術的な発展性を

高めることを意図しました。

　Vol.12より、これまで「報告」としていた種別を「研究報告」に改めました。これは、単なる活動報告としてではなく、研究と

しての性格を持ち、今後の学術的発展へとつながる可能性を秘めたものとして位置づけるためです。投稿された原稿は、この

新たな基準に基づいて採録を判断いたしました。その結果、掲載された研究報告は、授業実践や教育活動の成果をデータや

裏付け資料に基づいて論理的に検証した内容となっております。

　Vol.12には、教員、職員、大学院生のみならず修了生の研究成果も掲載されています。教員と職員による共著の報告が見ら

れたことも付記いたします。このような協働的研究の形は、本学における知的共創の文化とその実践のあり方を示すものと考え

ます。本号では、論文として採録された原稿の掲載はありません。これは、論文として投稿された原稿が論文基準にはあと一歩

及ばず、「研究ノート」として採録されたためです。DHU JOURNALは、デジタルコンテンツおよび関連領域を専門とする高等教育

機関の学術誌として、一定の学術的基準を維持し、論文の質の維持と向上を重視しています。その一方で、投稿された研究は

新たな課題意識と研究領域への挑戦を示すものであり、今後の発展に大きな期待が寄せられます。

　デジタルハリウッド大学研究紀要は、知の創造と共有を通じて、新たな研究の可能性を切り拓くことを目指しています。本研究

紀要に集う多様な視点と実践が、次代の学びと研究を形づくる原動力となることを願っております。皆さまの積極的なご寄稿を

お待ちするとともに、本学の教育研究活動にさらなるご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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1. はじめに

1.1 基幹産業となったアニメ産業と課題
　日本政府は2024年6月に発表した「新たなクールジャパン戦略」

の中で、アニメ産業を日本経済の新たな成長のための「基幹産業」の

一つと定め、デジタル化や人材育成の強化を謳った [1]。この方針の

下、産業政策を担う経済産業省は 2025 年に「エンタメ・クリエイ

ティブ産業戦略」を策定した。その中で、海外展開など産業拡大の

実現に加えて、就業環境改善（賃上げ、処遇改善、人材育成、デジ

タル化等）が周辺産業との人材獲得競争という観点から必須である

と指摘している [2]。

　

1.2 エコシステムとしてのアニメ産業
　クールジャパン戦略など一連の政策におけるアニメ産業というと

き、アニメ制作会社を主に指していることが多いと見受けられるが、

アニメ制作会社は零細から上場大企業まで多様であることに加え、

多くの場合、制作会社はその産業バリューチェーン全体の一部しか

担っていない。そのため、需要管理が独立してできないため、就業

環境改善に対応することは困難な場合が多く、デジタル化などの遅れ

につながっている。

　このような現実に即して、森 [3] はアニメ産業とは、制作会社だけ

ではなく、関連商品やサービスを扱う企業などから構成される製作

委員会、メディアなどが有機的につながる「作品づくりと事業展開

のエコシステム（コンテンツ＋5C（Capital、Creator、Channel、

Commerce、Community）モデル）」で形成されると考えるのが妥

当であるとした。

2. 課題の認識

2.1 進化のエコシステム
　アニメ産業における前述のエコシステムは、パーソンズの社会シ

ステム理論における「状態維持」に相当する通常事業（＝作品制作）

に長けた体制であり、同「外部適応」に当たる変化＝就業環境改善

など産業構造の変革を推し進めることは不得意である [4]。そこで、

アニメ制作会社が置かれた状況を変更＝進化させるためには、「作品

づくりと事業展開のエコシステム」とは異なる「進化のエコシステム」

の形成が必要不可欠である。

　実際、アニメ産業、特にアニメ制作会社における就業環境改善、

特に「デジタル化」は、主に紙とセルからペンタブレットへといった、

制作工程はそのままにデジタル化を行うことで生じる効率化や自動

化にとどまっており[5]、デジタルテクノロジーの本質的な効能を享受

する「進化」にはほど遠いのが現実である。

　このような状況の背景には、（特に零細や中小の）制作会社単独

では変化に必要な「ヒト・モノ・カネ」に加えて時間の欠如という

通常業務のみに最適化した組織という構造的障壁に加えて、高度な

技能を持つ現場クリエーターの心理的・技術的抵抗といった内容的障

壁も、現場への新技術導入を遅らせる要因となっている [6]。

2.2 生成AIの登場による変化
　昨今の生成AIの登場によって、これまで以上にマシンと人間

によ る 分 業と協 業 の 可 能 性（Human-AI Interaction/Human-AI 

Collaborationと呼ばれる領域）に注目が集まっている [7]。結果、多

様な産業において業務工程間の関連やそれに携わる人員の技能など

の解析が進行し、AIと人間の役割分化とそれを前提とした工程全体

の見直し（AI Business Process Management: AI BPM）の勃興

が著しい [8]。アニメ産業へこの役割分化を前提としたBPMを導入す

ることで、従来工程のままのデジタル化では困難だった制作現場の

柔軟性実現や、多様な人材の育成・登用を促進する契機となるだろう。

　ただし、生成AIを活用したものであっても、単なるツールとして

の導入だけでは現状のデジタル化と大差なく、AIと人間の役割分化

など制作工程全体の進化には至らない可能性が高い。加えて、すで

に指摘したとおり、構造的あるいは内容的な障壁も存在する。その

ため、先端的な技術の適用には外部の介入が不可欠であろう。その

際、複雑な工程や技能の解析といった基礎レベルから着手する必要

があり、そのためには産学の関与が妥当だと思われる。

2.3 デジタルゲームとコンピュータグラフィックス産業における

進化のエコシステム
　アニメ産業に隣接し、人材の獲得では競合となっているデジタル

ゲームやCGなどの産業領域では、共にコンピュータテクノロジーに

依拠した応用領域ということもあり、制作の現場と学術、そしてソ

フト開発などの企業が密接に連携し、学会という場を通じて現場の

ワークフロー改善や新たな表現のための研究開発、技能育成プロ

研究ノート

生成AI時代のアニメ産業における進化的エコシステムの不在と
デジタルゲーム産業との比較

Structural Absence of an Evolutionary Ecosystem in the Anime Industry in the Generative AI Era 
and Its Contrast with the Digital Game Industry

　日本政府はアニメ産業をクールジャパン戦略の基幹産業と位置付けているが、優れた作品を生み出し続けている一方で、就業

環境の改善やデジタル化の遅れといった課題が依然として多い。手描き表現を強みに持つこともあり、従来の制作工程のまま

デジタル基盤への移行を試みているものの、さまざまな業界構造的な障壁に直面しているのが現状だ。生成AIなど先端技術の

導入でもデジタルゲーム産業との差が拡大している。デジタルゲーム産業は、学術やテクノロジー企業と連携する「進化のエコシ

ステム」ともいえる場を学会という形式で有しており、その場が業界全体の進化のドライバーとなっている。一方アニメ産業には

この仕組みが欠如しており、ゲームとアニメに関する学会での異業種参加や発表内容を比較することで、アニメ産業への同様の

仕組みの導入の必要性を示唆する。

デジタルハリウッド大学大学院 教授
Digital Hollywood University, Graduate School, Professor

森 祐治   MORI Yuji
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グラムの構築などが進展している。特に世界的な組織であるDiGRA

（Digital Games Research Association）やSIGGRAPHでは、企業

と研究者が共同で新たな表現手法や人材育成の高度化を実現して

いる。

　このように、デジタルゲームやCGなどの産業領域では、現場

が事業収益を得るための企画と制作と販売といった通常業務のバ

リューチェーンを構成するエコシステムとは別に、コンピュータテク

ノロジーの進化を基盤とした現場・学術・企業から「進化のための

エコシステム」が形成されてしており、制作工程そのものを対象とし

た学術研究や企業との共同開発を軸に、制作の効率化と表現の高度

化が同時進行している。

2.4 デジタルゲーム開発工程におけるAIの活用
　デジタルゲームの開発工程には、積極的にAIが導入されている[9]。

初期はAIが生成したものを作品に組み込むといったAIというテクノ

ロジーの目新しさを話題とするレベルであったが、現在では学術機

関が中心となってAIと人間のそれぞれが得意とする領域をAIで特

定・分担し、これまで以上に効率よく高い表現力を獲得するように

なっている [10]。これらの学術における研究結果や産学での連携の

成果は、もうすでに製品へ投入され始めているという [11]。

3. 学会における現場と学術および開発企業との交流

3.1 国際デジタルゲーム学会と日本のアニメーション学会
　では、現状のアニメ産業における産学や近隣領域との交流状況は

どうであろうか。直感的には乏しいのではないかと思われるが、改

めてゲーム領域のグローバル学会である DiGRAと日本アニメー

ション学会（JSAS）の2024年の大会発表において、制作会社（現場）

と学術、ツール提供などを行う企業がどの程度参加しているか、そし

てどのような内容の発表を行っているかをみることで、交流状況

を明らかにしてみたい。

3.1.1 DiGRA
　DiGRAは2003年にフィンランドを拠点として設立されたネット

ワーク型組織で、通常は各国支部毎に独立運営しているが、国際

大会（DiGRA International Conference）はDiGRA本部が直接運

営している [12]。そこでの発表資格としてはDiGRA支部所属などの

条件はなく、ゲーム研究に関心を持つ者であれば誰でも申込が

可能いう非常にオープンなものとなっている。2024年の大会は、

メキシコのグアダラハラ市にあるグアダラハラ大学（University of 

Guadalajara）が会場となり、開催期間は2024年7月1日から5

日までであった。同大会には39ヵ国から253名が参加し[13]、今回

対象となる研究発表は140本であった [14]。

3.1.2 日本アニメーション学会
　一方、日本アニメーション学会（以下、JSAS）は1998年の設

立で、「アニメーションに関する学術的研究の促進と、研究者・制

作者・教育者の交流」を目的に掲げている [15]。国際学会（Society 

for Animation Studies）との関係はあるものの、主に国内での活

動が中心となっている。現在の会員数は未公表だが250人ほどとい

われる。年に 1 回、学会大会が開催され、そこで研究発表が行わ

れる。2024年は第26回大会が佐賀大学本庄キャンパスで8月24

日と25日に開催された。参加者数は公表されていないが、公開さ

れている概要集によると研究発表は一般発表とパネル発表の計22

本であった [16]。

3.2　比較の方法
　両学会の大会発表から、発表者の所属とテーマの分類によって、

ゲームとアニメの両産業における現場と学術および企業間での交流

度合いを比較する。学会誌に掲載された論文の著者やそのテーマな

どを分類することも検討したが、現場に近い研究や商品化を想定し

た内容の場合、学術要素の強い論文としてよりも、大会での発表の

方が参加者にとってハードルが低く、より実践への近接性をみると

いう目的には即していると考えられたため、大会発表に注目するこ

とにした。

　両学会のサイトに掲載された2024年度大会のProceedings／

概要集から発表者の所属区分（学術、企業（現場と開発の両社の合

計）、共同、その他）、そして発表タイトルから発表内容の分類（理論・

概念、文化・社会、実証・事例、デザイン・開発、応用・実践）を行った。

発表内容の分類は、MicrosoftのCopilot（ChatGPT-5版）を用い、

両学会の発表内容を5つ程度に分類するとした際に提示された分類

区分であり、それに従って分類を行った。分類結果の妥当性確認は

著者が行った。

3.3 発表者所属区分と発表内容の分類の集計
　DiGRAとJSASの2024年 大 会 で の 発 表 数 は、149と22と

DiGRAとJSASで6.8倍もの開きがあるが、全体数の違いは国際大

会と国内大会の差異ということで致し方ないであろう。そこで本比

較では構成比率に着目する。

　最初に、発表者の所属区分についての集計結果をみると、DiGRA

では学術112（75.2％）、企業9（6.0％）、共同21（14.1％）、そ

の他7（4.7％）であった。JSASは学術16（72.7％）、企業2（9.1％）、

共同0（0.0％）、その他（個人）4（18.2％）となっている（図1）。

DiGRA（全149件：％）

学術
75.2

学術
72.7

企業
6.0 企業

9.1

共同
14.1

共同
0.0

その他
4.7

その他
18.2

日本アニメーション学会
（全22件：％）

図1：両学会大会発表者の所属区分

　次に発表内容の分類では、DiGRAが理論・概念37（24.8％）、

文化・社会52（34.9％）、実証・事例28（18.8％）、デザイン・

開 発17（11.4 ％）、 応 用・ 実 践15（10.1 ％）であっ た。 一 方、

JSASは理論・概念5（22.7％）、文化・社会12（54.5％）、実証・

事例3（13.6％）、デザイン・開発1（4.5％）、応用・実践1（4.5％）

であった（図2）。

24.8%

34.9%

18.8%

11.4% 10.1%

22.7%

54.5%

13.6%

4.5% 4.5%

理論・概念 文化・社会 実証・事例 デザイン・開発 応用・実践

DiGRA（全149件）

日本アニメーション学会（全22件）

図2：両学会大会発表内容の分類

4. 比較の結果

　両学会とも学術機関の所属者のみでの発表数の全体に対する比率

は 70％台と共通していた。しかし、企業および産学共同による
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発表比率はDiGRAが30本（20.1％）で、JSASの2本（9.1％）を

大きく上回っている。

　発表内容については、DiGRAでの発表が「理論・概念」と「文

化・社会」以外の「実証・事例」「デザイン・開発」「応用・実践」な

ど進化エコシステムの形成に関与する分類の合計は40.3％と高く、

JSASは22.6％にとどまっている。

　さらに、進化エコシステムの形成に関連する分類に区分された発

表内容を確認すると、DiGRAの場合、発表者の所属区分にかかわらず、

ほぼすべてが表現技術や制作技法の分析、育成手法、ツール開発な

ど現場に直結＝進化のエコシステムに貢献する内容であった。JSAS

では、進化のエコシステムに関連するであろうものは、学術機関所

属者による「デザイン・開発」と「デザイン・開発」で各1本の計2本

（9.1％）のみであった。他の「実証・事例」は過去作品の作品論や

アニメーターの就労意識調査、「応用・実践」は企業所属者による視

聴者心理に関するものであり、本稿の課題意識に直結する内容では

ないものであった。

　これらの発表内容の詳細分析を考慮すると、DiGRAは発表者の

構成から、学術・企業（現場・開発）の交流が活発であり、発表内

容でも進化のエコシステム形成・強化に貢献する発表分類に当たる

ものが 40.3％を占め、DiGRAという場がデジタルゲーム産業の

進化のエコシステム形成に貢献していることが推測される。

　一方、JSASでは、企業発表者は2名（共同はゼロ）であり、うち

1名は視聴者調査などを行う企業所属で発表内容も心理分析であり、

もう1名は制作会社（現場）に所属しているが、作品で描写される

社会問題などについての考察を発表するなど、アニメーション産業

の技術的な進化という点では、直接的な貢献につながらない内容で

あった。また、発表内容についても学術所属者の進化のエコシステ

ム形成への貢献可能性のある発表は、前述のとおり、「実証・事例」「デ

ザイン・開発」「応用・実践」に分類された5本のうち2本（9.1％）に

とどまるなど、学術・企業の交流と技法の分析や育成、開発といった

進化貢献のいずれもDiGRAと比べてJSASは少ないことが分かった。

5.考察

　学会という組織は、デジタルゲーム、アニメ共に作品という存在

がすでにあり、それに関わる多様な側面から対象である作品を捉え

るという点では共通している。しかしながら、DiGRAが対象である

デジタルゲームのコンピュータ工学やソフトウェア工学など、ゲーム

の成り立ちやその進化の方向性に積極的に関わる性格の強い工学的

な背景が濃いコミュニティから生まれたこと、前述のとおり、AIを

積極的に活用した研究が行われ、その成果が企業や現場ですでに活

用されているという先行性を考慮すると、今回の比較結果は当然の

帰結のように思われる。一方、JSASが学際的なアニメーションの

学問的研究の促進と、現場など産業との交流を目して設立されては

いるものの、現在は人文科学系の学術機関所属の会員が主となって

いることからも、進化のエコシステムを主に駆動する工学的な観点

からのアプローチが主流ではないことは妥当な状況であろう。

6.まとめと提言

　OpenAI社の生成AI ChatGPTの初版が2022年11月30日にリ

リース [17] されてから2年9ヶ月程度が経過した現在（2025年9月

1日）、最新版のGPT-5とそのMicrosoft版Copilotや競合である

GoogleのGemini、あるいは中国発のDeepSeekなどを含め、LLM

（大規模言語モデル）を基盤とした生成AIは極めて短期間で全世界

的に普及したといってよい。このスピード感からも今後、生成AIを

中心とするAIテクノロジーは社会全体、もちろん全産業領域にその

影響を及ぼすことが確実であり、人類にとって重要な価値を提供する

技術＝GPT（汎用目的技術）としてみなされるようになってきている。

　この最新の GPTである生成 AI を、これまで手描きであるがゆえ

に優れた表現力を有したアニメ産業へ適切に取り込むためには、紙

からタブレットへの置き換えといった従来のデジタル化とは異なる

アプローチが不可欠であろう。そのためには、これまでのように、

用いるツールを徐々にアナログからデジタルへ置き換えていくと

いった発想ではなく、構造的な障壁という制約はあるものの、抜本

的な導入戦略が必須であろう。

　改めて参考にすべきは、工学との関係性という点で背景が全く異

なるものの、社会的位置付けが近いデジタルゲーム領域で良好な貢献

をなしている進化のエコシステムの導入ではないか。先行するデジ

タルゲーム産業同様、交流の場としての学会を介して学術や開発、

そして現場など、それぞれは異なる便益を目指しながらも、共通の

目標ともなる進化のエコシステムを通じた変化（例えばAI BPRの最

も労働集約的なアニメ作画工程への導入で、生産性を高めるだけで

はなく、多面的なスキルの習得が必須であった上級アニメーターの

技能を分解し、人間のみが担える領域の特定とそれに特化した訓練

を通じて、習熟度の低いアニメーターの活躍機会を増やすなど）を追

求することを促す。既存のアニメ産業の強みを残しながらも、結果

としてさまざまな課題を超克した「シン」アニメ産業への進化を具体

的に目指すべきであろう。

　もちろん、学会などでの交流を基にした進化のエコシステムは整

備したものの、資本的に十分な規模を持つ企業以外にとって致命的

な構造的障壁が横たわる限り、「シン」アニメ産業は現れない。そも

そも進化のエコシステムを機能させる＝交流の実現のためにも、現

場に「余剰」を作ることは必須である。だが、現在、アニメ制作会社

にとって、余剰とは未来の収益を生み出す現在の資産そのものであ

り、それを別の用途に用いるのは、将来収益を諦めることになる。こ

れを実質的に補てんし、学術や企業との関わりを作るためのインセン

ティブを戦略的に設計することが、アニメなどコンテンツ産業を基

幹と位置付けた政策側にとっての責任になるのではないだろうか。
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1. はじめに

　近年、空間を利用した体験型デジタルコンテンツやインスタレー

ションは、芸術やエンターテインメントのみならず、観光や広告や

社会啓発といった幅広い分野に応用されつつある[1][2][3]。特に大阪・

関西万博2025[4] を代表するような国際博覧会（万博）などの大規模

イベントでは、未来社会を提示する手段として、空間全体を用いた

体験型展示が多用され、来場者が身体的に没入しながら参加できる

仕組みが強調されている。こうした潮流は単なる視覚的装飾ではな

く、空間演出やインタラクションが「体験の基盤」として位置づけら

れる点に特徴がある。

　教育への応用という観点から重要なのは、これらの没入型体験を

単に享受することではなく、それらを自ら設計し、試作するプロセ

スそのものである。とりわけSTEM教育やデザイン試作においては

「実体験を伴う学び」の重要性が指摘されており [5]、体験型コン

テンツのプロトタイピングはこのニーズに適合する実践的手段であ

る。しかし、体験型空間展示を構成する過程では、プログラミング

電子工作といった技術的要素に加え、ストーリー設計やデザインや

空間演出など複数領域の知識を統合することが不可欠である。この

複合的な学習過程は、抽象的な概念を具体的な形へと落とし込む力

を養うと同時に、創造性や制作技術や問題解決能力を高める効果を

期待できる。

　こうした学際的な教育的価値は既存のカリキュラム設計にも反映

されつつある。例えば、デジタルハリウッド大学大学院では「SEAD

（Science／Engineering／Art／Design）」の 教 育 課 程 を 通 じ

て、科学技術と創造性を架橋する学際的実践を推進している [6]。こ

れはSTEM教育 [7] やメイカーズムーブメント[8]とも関連性を有して

おり、領域横断型のプロトタイピング活動を通じた新たな学習の枠

組みを提示するものである。また、経済産業省が提唱する「高度デ

ザイン人材」や、ビジネスとテクノロジーとクリエイティブを横断する

「BTCモデル」とも親和性が高く、社会的人材育成の文脈にも接続

している [9][10][11]。

　しかし教育現場における体験型空間コンテンツの試作は容易で

はない。高度なプログラミングやハードウェア統合に加え、学習効

果を最大化する設計的配慮、さらには時間や予算、人材といった

運営的課題が複合的に存在する。先行研究が示すように、創造的

な活動を行う現場では、学習者の年齢や所属する教育環境を問わず、

木工や 3D プリンタなどの造形活動に比べ、電子工作やプログラ

ミングは心理的障壁を感じさせやすく、先行研究により負担が報

告されている [12][13]。したがって、教育現場でのプロトタイピング

実践は、学習者と教育者双方にとって大きな挑戦を伴う。以上を踏

まえると、教育現場における体験型空間コンテンツの試作は、万博

をはじめとする社会的文脈における体験デザインの価値需要と、教育

に期待される学際的で創造的な人材育成とを結びつける重要なプロ

セスと位置づけられる。そのため本研究では、プログラミング実

装に依存しない教材システムを開発し、初学者を含む幅広い学習

者が短期間で体験型空間コンテンツを構想や試作できる環境を提

案する。これにより、デザインとエンジニアリングの領域横断型の

実践に寄与しながら、Design Education の実践可能性を拓くこ

とで、体験型空間コンテンツのプロトタイピングによる教育的価値

の検証と考察を述べる。

2. 関連研究と要件定義

2.1 関連研究
　関連研究としては、プロジェクタ等の機材やソフトウェアを用いた

空間的インタラクションが円滑に実施される試みが報告されている。

これらの研究では、体験型空間コンテンツの設計と実装に必要な機

材構成や運用上のオペレーション、導入事例が明示されている。機

材構成としては、プロジェクタやPCソフトウェアや表示用アセットを

基盤とし、インタラクティブの仕組みとしてはカメラ認識などによる

操作方法を選定しており、投影対象を床面や壁面に定位させること

でインタラクティブな投影面に対して多様なコンテンツ制作を行う

学習環境を実現している [14][15][16]。しかしこれらのコンテンツ制作を

運用する際には、実施時にエンジニアリングの技術的スキルセット

の必要性を求められる。

2.2 要件定義
　これらの関連研究や先行事例を踏まえつつ、教材設計における要

件を以下のように定義した。第一に、学習者がプログラミング作業

そのものに多大な時間を割くことなく、表現内容の創出や空間的な

デザイン検討に集中し試作を持続的に繰り返せること。第二に、教

育現場において即時に活用可能な形で提供され、限られた授業時間

内でも成果物を試作し体験できることと定義した。

研究ノート

　大学環境における体験型空間コンテンツの試作システムを開発し、その教育的効果を検証した。大学教育においては、座学

に加えユーザが探求的で創造的に学ぶための体験的学習の場が求められている。そのため、体験型空間コンテンツを試作する

ためのシステムの開発と利用フローを設計し、抽出した経験要素とユーザ像（ペルソナ）のニーズを踏まえて教育環境で試行的に

運用した。ユーザテストの結果、制作行為を通じてユーザの学習目標への内容理解が深化するとともに、企画表現や制作過程

の拡張性や柔軟性が高まることが確認された。本研究は、教材としてのシステムや利用フローを基盤に、プロトタイピング行為

を通して機能する教育的価値について考察し、デザイン教育における実践的可能性を示唆する。

デジタルハリウッド大学大学院 特任准教授
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Project Associate Professor

川名 宏和   KAWANA Hirokazu

デジタルハリウッド株式会社 大学事業部 大学院運営グループ チーフ
Digital Hollywood Co., Ltd., Chief of Graduate School 

Administration Group, University Business Division
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大学環境における体験型空間コンテンツの
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　そのために本研究で開発したシステムは、利用者が画像や映像

コンテンツの差し替えと投影位置の調整を行うだけで、インタラク

ティブな表現を即座に実現できるように設計した。本システムは「プ

ログラミングによる機能試作を学ぶ教材」ではなく、「コンテンツデ

ザインを行うための試作体験を経験する教材」と位置づけられる。

この構成により、学習者は創作内容の構想や編集や空間利用の工夫

に集中でき、実践的な創造活動を通じてインタラクティブメディアの

試作を学習することが可能となる。

2.3 ユーザシナリオ設計
　これらの要件をもとに、以下のような利用者像を想定しペルソナ

を定義した。ペルソナ法は、ユーザの行動から動機とニーズを具体

的な人物像として表現する手法であり、ユーザ中心デザイン（UCD）

の意思決定を支援する [16]。

A.試作作業の初学者

プロトタイピング行為をあまりしたことがなく、企画や論述が多い。

B.表現活動に関心を持つ学生

インタラクティブな作品制作や空間演出に挑戦したいが、開発環境

の構築や複雑なコーディングは負担となる。

C.制作行為のフィードバック経験が浅い学生

発表や体験型制作におけるフィードバック経験が浅く、部分的な機

能実装など、他者からの感想の機会を求めている。

　各ペルソナが現実的な環境下でシステムとどのように関わるかを

明確にするために、典型的な行動や目標に基づいた仮想的な利用フ

ローを構築した。この内容から、ユーザが「自己表現の拡張」「試作

経験の獲得」「インタラクション設計への気づき」といった経験的目

標を設定した。ペルソナに基づき、本システムを通してコンテンツ

制作の企画設計と試作を行い、制作したコンテンツが、制作者以外

のユーザからフィードバックを得られる状態を実現できることを

目指す。

3. 実装

3.1 システム構成
　本システムは「プログラミングによる機能試作を学ぶ教材」ではな

く、「コンテンツデザインを行うための試作体験を経験する教材」と

して実装を進めた。機材システムの構成図を記す(図1)。運用構成

内容には、本研究のために独自に開発したソフトウェアやハードウェア

のシステムと、コンテンツ制作を行うための個別に用意した運用オペ

レーションの整理を行った。各要素は以下の2つで構成されている。

図1：システム構成図

3.1.1 ハードウェア

　ハードウェア構成は、プロジェクタとNFCリーダーとマイコンと

PCと投影対象（壁面・床面など）からなる基本構成とした。ユーザ

のインタラクションは、NFCリーダーと複数のNFCタグ（シール）を

切り替えることで実現され、利用者は任意のタイミングで表示コン

テンツを変更できる(図2)。複雑なカメラトラッキングや多様なセ

ンサーを導入すると、機材調整や機材ごとの機種依存に伴うトラブ

ル対応など、運用面や学習面での負担が大きくなる。本研究ではこ

うした負荷を回避するため、簡易な構成で安定的な利用を行えるよ

うに検討した。ユーザは、インタラクション対象の物体にNFCタグ

を貼付し、それをNFCリーダーにかざすだけで、容易にコンテンツ

を切り替えることができる。NFCリーダー部分やNFCタグの切り替

えの部分はマイコンを利用した機材を開発し(図2.(1))、読み取り

時のID情報がNFCリーダーのシリアル通信を通じて、ソフトウェア

側に送信される(図2.(2))。
図2：開発したハードウェアシステム
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3.1.2 ソフトウェア

　コンテンツを表示させるソフトウェアは、設定画面とコンテンツ

投影表示画面の２つの機能をもたせた(図3)。ソフトウェア開発は、

Unity(C#)で行った。ユーザは、複数のNFCタグのIDに対応した

表示コンテンツの切り替えが可能で、PC内のローカルパスを通じ

て呼び出される。各設定ファイルは、csvファイルを通じて編集でき

る状態にした。設定画面では、初回起動時に NFCリーダーのマイ

コンシステム機材とのシリアル接続を設定させる ( 図 3.(1))。コン

テンツ投影表示画面では、NFC タグの ID に応じた投影コンテン

ツが、NFCリーダー読み取り時に瞬時に切り替えて表示される(図

3.(2))。ユーザは、NFCタグの読み取りを行っていない待機時の表

示コンテンツとNFCタグの読み取り時の表示コンテンツをそれぞれ

用意することで、プロジェクタから投影された表示空間に対して動的

な行為によってコンテンツの切り替えを実現させている。

3.2 利用フローの策定
　本システムを実際に利用する前に、具体的な導入や機材説明など

のユーザへのインプット情報を整理し、制作に取り組めるように利

用フローを策定しオペレーションの運用手順を整備した(図4)。

4. ユーザテストとケーススタディ

4.1 ユーザテスト
　開発したシステムと策定した利用フローからユーザテストを実施

した（図5）。本テストはデジタルハリウッド大学大学院における「デ

ザインエンジニアリング」授業において教材として導入し、2021年

から2024年までの4年間にわたり、各年度の1Q（全8回）で継続

的に実施した。授業の冒頭では、体験型空間コンテンツの産業応用

や企画方法に関する事例を紹介し、本システムの利用や機材構成の

理解を促し、初学者でも制作の全体像を具体的にイメージできる状

態で取り組んだ（図5.(1)）。続くアイディエーションの段階では、個

人や共同作業のいずれも可能な形式にし、協働による創造性の発揮

や自己表現の拡張ができる条件で実施した。また、企画時では高度

な機能実装や技術的実現性（フィージビリティ）の検討に重点を置かず、

あくまで体験としてのプロトタイピングを優先する姿勢を促した（図

5.(2)）。制作作業では、ユーザが画像編集や映像編集ツールや生

成AIを用いて投影素材（アセット）を準備し、投影位置の調整を行い

ながら体験型空間コンテンツの試作を行った。加えて、NFCタグを

対象物に貼付する作業を取り入れることで、PC作業のみならず実空

間での物理的対象や環境を活用したストーリー設計へと発展させる

ことを意識させた（図5.(3)）。制作物の発表に際しては、体験者が

ポストイットで感想を共有する形式と教員による講評を組み合わせ、

相互的かつ多角的なフィードバックを行った（図5.(4)）。開発した

システムと策定した利用フローを活用することで、学生は着想から

制作と発表に至る一連のプロセスを経験した。

図5：システムと利用フローを活用したユーザテストの様子

図3：ソフトウェアシステム

図4：策定した利用フローの構成
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4.2 ケーススタディ
　ケーススタディとして、ユーザテストの期間で実施した代表的な制

作事例には下記のようなものが確認された（図6）。

4.2.1 ケーススタディA

　ケーススタディAでは、恐怖体験をテーマにしたインタラクティブ

空間を試作した（図6.(1)）。展示空間は蔵をリノベーションしたギャ

ラリーで実施した。NFCタグは手書きの御札に貼り付け、御札を台

の上に置くことで蔵に住み着いた怨霊を退治するというストーリー

で制作した。試作時には、体験の流れの動線設計や映像の演出のタ

イミング調整が繰り返され、インタラクションの際に壁一面に怨霊の

眼が敷き詰められる演出を行った。プロジェクタの映像は壁面全体

に投影されるように調整が行われた。和紙や手書き文字の御札など

の素材を活用し、体験に影響する空間的演出や造作も行われた。

4.2.2 ケーススタディB

　ケーススタディBでは、体験者の趣向にあわせて図書館内の書籍

を提案する体験型のサイネージを試作した（図6.(2)）。学生証を模

したカードにNFCタグを取り付け、書籍を紹介するコンテンツを構

築し、ユーザの個人情報から書籍の提案をするというストーリーで

制作した。制作時は高度な技術実装は行わず仮想的に体験として重

点が置かれる部分を優先的に整理し、概念的な提案ではなく、試作

から体験者への経験や理解を促すための制作物の実現に取り組ん

だ。書籍が開かれたような筐体を制作しその中に小さいディスプレ

イを内包させ、読書行為に関心をもたせることを意識してサイネー

ジデバイスを試作した。

4.2.3 ケーススタディC

　ケーススタディCでは、自然環境を取り入れた体験型の公共空

間に機能性や意味性の変化を与えるような試作が行われた（図

6.(3)）。人工樹木がすでに設置され自然環境を模倣した公共空間

に、水面や波紋といった映像コンテンツを表示させることで、空間

拡張の試作に取り組んだ。天井にプロジェクタを吊り下げ床面にコ

ンテンツを投影し、個別の葉にNFCタグを設置することで葉の種類

によって表示されるコンテンツに拡張性をもたせた。空間拡張の試

作を行うことで、すでにある公共空間に対して機能性や意味性の変

化する表現として取り組みを行った。

4.2.4 ケーススタディD

　ケーススタディDでは、映画作品を一方向性の宣伝手法ではなく、

体験コンテンツを通じて紹介できるパッケージの試作を行った（図

6.(4)）。すでに設置された球体型の照明を利用しコンテンツを表示

させた。NFCタグはそれぞれの映画作品のパッケージに貼り付け、

技術的な違和感をなくすように制作した。体験者がパッケージをか

ざすと映画作品に関連する登場人物や文言が表示される。映画作品

の要素と関連性のある提案として、体験者に向けた映像と空間を用

いた試作を行った。

図6：ケーススタディ事例

5. 評価と考察

5.1 評価
　ケーススタディのレポートから、本システムの体験に対しての評

価を行った。参加者はペルソナ（A～C：初心者から課題を抱えて

いるユーザまで）に基づいて分析。記述内容からBraun & Clarke

（2006）に基づくテーマ分析 [17] を適用してコンテンツの試作から

本システムの操作性、プロトタイピングの必要性、試作提案のフィー

ドバックと気づきの3テーマを抽出した。

・本システムの操作性

「企画をすぐに形にできた」「初期段階で体験できた」などの記述を確

認した。

・プロトタイピングの必要性

「作業の途中でギャップに気づいた」「詳細を詰める必要を感じた」と

いった記述を確認した。

・試作提案のフィードバックと気づき

「他者からの意見で新たな視点を得た」といった記述を確認した。

5.2 考察
　本システムを通した内容から、システムが初学者にとって即時性

の高い学習体験を可能にし、学習意欲の喚起につながったと結論づ

けられる。これは、「作業の途中でギャップに気づいた」等の記述

から試作行為を通じた作業へのリフレクションが生じたことを示し、

従来の座学では得にくい学習プロセスである。また、講評のプロセ

スを通じることで生じる「他者からの意見で新たな視点を得た」とい

う結果では協働学習やアクティブラーニングなどの実践に接続され、

学習者の相互理解を促し、新たな発見につながる。これらの結果か

ら、体験型空間コンテンツにおけるプロトタイピングの実践が教育

的価値を持つ可能性が示唆された。

6. 結論

　本研究では、体験型空間コンテンツのプロトタイピングを支援す

るシステムを提案し、制作物を通じたフィードバックや試行錯誤が創

造的学習に有効であることを示した。システムの操作性による初学

者参入障壁低減やプロトタイピングを通したリフレクションの促進

の効果とともに、成果物のフィードバックからは協働学習やアクティ

ブラーニングの教育的価値の記述が見られた。これらは、UCDや

Design Educationといった理論的枠組みに基づく教材設計指針と

して位置づけられる。今後は、機能拡張や他の教育現場での適用を

通じて、定量的な学習成果の比較などの実践を行い、汎用性と設計

指針としての教材モデルの妥当性を検証していく。
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1. はじめに

1.1 研究の背景
　社会の高齢化が進むなかで、日本をはじめとする多くの国におい

て、医療資源の不足や介護負担の増加が深刻な問題となっている。

特に、高齢者をどのように見守るのかは、社会的課題である。

　これらの課題に対処するためには、スマートホーム技術を活用する

ことが有効であると考えた。高齢者は、慣れ親しんだ自宅で質の高

い独立した生活を送りたいと考えるが、年齢とともに身体能力や健康

状態が衰えることが懸念される。このようなニーズに対応するため、

健康管理機能や遠隔操作機能を備えたスマートシステムを開発する

ことが求められている。これにより、高齢者にとって便利で安全な

生活環境を提供し、外部の介護サービスへの依存を減らすことがで

きると考えた。

1.2 研究の目的
　本研究は、スマートホーム技術の１つであるミリ波センサーを

基盤にしたシステムを設計・検証し、高齢者の生活の質と安全性の

向上を目指す。健康管理、転倒検知、呼吸状態モニタリングなどの

機能を統合し、高齢者の健康問題を迅速に発見することを実現する

だけでなく、スマートホームデバイスを活用して、より便利で安全な

生活環境を提供する。

2. ミリ波センサー技術について

2.1 ミリ波とは
　レーダーを使ったセンシングは、たとえば自動車の衝突被害軽減

ブレーキでの障害物検知に使われており、さらに最近は側方や後方な

どのセンシングにも使われている。レーダーは明暗や気温に左右さ

れないという性質のほかに、物質によっては透過するため、目立た

ないようにバンパーの内部に組み込むことも可能となる。

図1：ミリ波について

　 図1にミリ 波 の 周 波 数 を 示 す が、 自 動 車 に は24GHz帯 と

76GHz/79GHz帯が使われている。産業用およびコンスーマ用とし

ては、24GHz 帯向けおよび 60GHz 帯向けのレーダーソリュー

ションがあり、そのなかでもアプリケーションとして大きな可能性

を秘めているのが60GHz帯といえる。24GHz帯は帯域が0.2GHz

に限定されたナローバンドだが、60GHz帯は7GHzもの広い帯域

が使えるため、きわめて精度の高い検知が可能となる。

　60GHzミリ波レーダーの特性としては、「透過性」や「環境性能」

が挙げられる。通常のカメラに使われるイメージセンサーと異なり、

電波を使用するレーダーは木やプラスチックや衣類を透過するほか、

強い光や暗闇や周囲の温度にも影響を受けにくい特性がある。ミリ

波のなかでも、60GHzミリ波レーダーは、従来のレーダーより感知

精度が高い。60GHz帯は76/79GHz帯に比べて、最小感知距離

が短く、距離分解能力がよい。そのため、60GHzミリ波レーダーは、

用途が幅広い。それを利した「センシング提案」が可能である。

2.2 ミリ波センサー技術の概要
　ミリ波センサーは、高周波の電磁波を利用して対象物の動きや状

態を検知する技術である。この技術は、対象物から反射される電磁

波の変化を解析することにより、非常に精度高く物体の動きや位置

を特定することができる。従来のウェアラブルデバイスは、事前に

充電が必要で、ユーザが装着することが前提であり、身体への負担や

不便さを伴うことが多かった。しかし、ミリ波センサーは非接触型

であるため、ユーザがデバイスを身体に装着する必要がなく、データ

収集を行うことができる。これにより、ユーザは装着感や不快感を

感じることなく、自然な生活を送ることができる。また、この技術は、

呼吸数や心拍数、転倒の検知など、さまざまな生体データを高精度

研究ノート
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でモニタリングすることが可能であり、特に高齢者や身体的な制約

がある人々にとって、大きな利便性を提供することができる。ミリ波

センサーの非接触型特性は、特に高齢者の健康管理において、ユー

ザの負担を軽減し、日常生活での使用が容易であるため、非常に有

効であるといえる。

3. エーテルケア社のミリ波センサーMotionCatch 

3.1 ミリ波センサーMotionCatchの特長・検知項目
　エーテルケア社が開発したミリ波センサー「MotionCatch」は、精度

の高いミリ波技術とAI技術を組み合わせることで、業界初のモニタ

リング項目や緊急時の機器と管理端末間のリアルタイム双方向通話

を可能としている。MotionCatchで可能なことを図2に示す。

図2：エーテルケア社のMotionCatchにできること

　ミリ波センサーは直進性が高いため、照射点から距離が進むと狭

まる。そのため、広範囲かつ高精度で検知をするためには照射角が

重要になる。心拍数・呼吸数などのバイタルデータの取得は高精度

での物標検知が必要だが、MotionCatchは照射角の調整とAIのサ

ポートによって広い範囲（24㎡）での検知が可能となった。

　そのため、図3に示すように、取得した生の波形から、ノイズを

削除し、機械学習によって得られたモデルより心拍数などを推定

して再現している。周波数の低い電波では、取得できる情報が不足

となる。

図3：バイタル取得イメージ

　 図4にMot ionCatch の 可 能 検 知 範 囲 の イメ ー ジ を 示 す。

MotionCatch の照射角は、全角 150 度を実現している。超音波

センサーの検出角度は全角16～60度程度である。3.5m以内（図4）

であれば、バイタル（呼吸・心拍数と睡眠データ）が取得可能である。

転倒検知と入退室検知を両立させるため、バイタルデータの取得は

センサー近傍のみに設定してある。

図4：ミリ波センサーでの可能検知範囲のイメージ

3.2 ミリ波センサーMotionCatchのデバイス概要
　MotionCatchの外観を図5に示す。

図5：ミリ波センサーMotionCatch外観

　MotionCatchの設置概要は表1の通りである。

表1：MotionCatchデバイス設置概要

検知項目

・人体
・転倒
・呼吸数（1名のみ）
・心拍数（1名のみ）

検知範囲 ・天井設置時：前後2m×左右3m（24㎡）
・壁面設置時：正面4m×左右3m

アンテナ対象範囲 ・水平140°

最大検知人数 ・8人

サイズ ・直径70mm×厚さ28mm

重量 ・260g

稼動温度域 ・-10℃～45℃

JIS保護等級 ・IP65

　MotionCatchの検出範囲を図6に示す。

図6：MotionCatchの検出範囲
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3.3 ミリ波センサーMotionCatchの機能比較
　ミリ波センサー製品の機能比較を表2に示す [1][2][3]。エーテルケア

社のミリ波センサーが高機能であることがわかる。

表2：ミリ波センサー製品の機能比較

エーテルケア社
MotionCatch

Vayyar社
（イスラエル）

Tellus社
（米国）

人体検知 〇 〇 〇

転倒検知
〇

最大8名
〇

1名のみ
×

入退出 〇 〇 ×

呼吸・心拍数 〇 △ 〇

離・臥床 〇 〇 〇

睡眠の質 〇 △ 〇

検知範囲
4m×6m

24㎡
4m×5ｍ

20㎡
5m×5m

25㎡

4. ミリ波センサーMotionCatchでの実験

4.1 実験の概要
　高齢者の日常生活を模擬した環境でシステムの動作を検証した。

本実験では、高齢者が直面する可能性のある転倒シーンを再現し、

システムが転倒をどれほど正確に検知できるかを評価した。また、

転倒検知に関しては、システムの反応時間や検知精度を測定し、

リアルタイムでの対応能力がどの程度実用的であるかを確認した。

4.2 実験の部屋
　実験を実施した部屋の図面を図7に示す。

図7：実験を実施した部屋

　また、検出可能な範囲を図8に示す。

図8：ミリ波センサーの検出可能範囲

5. ミリ波センサーMotionCatchの評価

　本実験では、転倒を迅速に検出し、緊急時の対応を適切に行うこ

とができるかどうかを実証することができた。さらに、健康モニタ

リング機能においては、心拍数や呼吸数をリアルタイムでモニタリン

グし、そのデータ収集精度を測定したこの実験により、システムが

提供する健康データがどれほど正確で信頼できるかが確認され、健康

管理の精度を向上させるための基盤が整った。実験結果から、シス

テムが高齢者の安全を効果的にサポートできることが明らかになり、

今後の実用化に向けた重要なデータが得られた。

5.1転倒検知の評価
　ミリ波センサーMotionCatchを用い、図9に示すような転倒検

知の実験を行った。実験の結果、転倒検知機能は高い精度を持ち、

転倒を30秒以内に正確に検知することが可能であることが確認さ

れた。このシステムは、転倒が発生した際に即座に反応し、迅速に

緊急連絡を行うことができるため、高齢者の安全性を大きく向上さ

せることが期待される。特に、転倒が発生してからの対応速度が

重要であり、システムはその重要な要素を満たしていることが確認

された。

　さらに、図10に示すように転倒検知実験は100％成功し、転倒

検知機能の誤検知率は非常に低い。この低い誤検知率は、システム

が高い信頼性を持っていることを示し、実際の使用において不必要

な通知や誤報を減らすことができる。これは、ユーザにとって非常

に重要であり、システムに対する信頼感を高める要因となる。また、

誤検知が少ないことで、緊急対応のリソースを無駄にせず、必要な

場合に迅速に対応することができる。このように、転倒検知機能は

実用性が高く、現実の状況でも十分に利用可能であることが実証さ

れた。特に高齢者にとっては、転倒後の早急な対応が命に関わるこ

とがあるため、本システムの導入により、安心して自立した生活を送

ることができる可能性が高い。今後は、さらなる精度向上と応答時

間の短縮を目指して、システムの改善を進める必要があるが、現時点

でも非常に実用的であることが確認された。

図9：転倒検知実験の記録

図10：転倒検知実験データ

5.2 健康データモニタリングの精度評価
　 心 拍 数 と 呼 吸 数 の モ ニ タリン グ 機 能 は、 表3に 示 す よ う

MotionCatchによるミリ波センサーとウェアラブルデバイスの比較

テストを行った。その結果、非常に高い精度を示し、異常を検出する
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迅速性が確認された。このシステムは、図11のように、リアルタイ

ムでユーザの心拍数や呼吸数を継続的に把握し、通常の範囲から外

れた場合には即座に警告を発することができる。実験結果では、健

康状態に異常が発生した際、システムは短時間で異常を検知し、適

切な対策を講じることができることが示された。このことは、高齢

者の健康管理において、早期発見の重要性に貢献できることを証明し

ており、心拍数や呼吸数の変動を早期に察知することで、重大な健

康問題を未然に防ぐことが可能である。

表3：ミリ波センサーとウェアラブルデバイスを用いた呼吸数と心拍数
の測定データ

図11：ミリ波センサーによる睡眠時モニタリング技術

6. スマートホームシステム

6.1 スマートホームシステムの設計
　スマートホームシステムは、ミリ波センサーとデータ分析アルゴリ

ズムを組み合わせて構築される。このシステムは、高精度な非接触

型モニタリングを実現するために、ミリ波センサーを使用しており、

これにより高齢者の動きや姿勢を詳細に検出することが可能である。

転倒検知機能は、特定の動きや姿勢をリアルタイムで分析すること

によって実現されており、転倒が発生した際には迅速に検知し、必要

な対応をとることができる。このリアルタイム分析により、システム

は転倒の検知を即座に行い、緊急連絡機能も迅速に作動することが

可能である。また、システムは健康データの可視化機能を備えており、

ユーザの心拍数や呼吸数、睡眠状態などの健康情報を視覚的に表示

することができる。さらに、異常検知機能が組み込まれ、健康状態

に異常があった場合には、即座にアラートを発信する仕組みが導入

されている。

　直感的なスマートフォン向けユーザインタフェース（以下UI）のデ

ザインを図12に示す。複雑な操作を必要とせず、誰でも簡単にシス

テムを利用できるように設計した。このシステムは高齢者の安全と

健康を支援するために、高度な技術と使いやすさを兼ね備えている。

図12：設計したスマートホームシステムのスマホアプリのUI

6.2 ユーザインタフェースの有用性
　図13に示すUIは、直感的で使いやすく、リアルタイムでデータ

を可視化する機能を備えている。このUIは、視覚的にわかりやすく

整理された情報が提供され、ユーザは健康状態やシステムの稼働状

況を直感的に理解することができる。また、データがリアルタイムで

表示されるため、ユーザは自分の健康に関する最新の情報を即座に

把握することができ、必要に応じて迅速に対応することが可能であ

る。このような設計は、特に高齢者やテクノロジーに不安を感じる

ユーザにとって非常に便利で効果的であり、日常的に使用する際に

もストレスなく利用できる点が大きな特徴である。シンプルでありな

がら高機能であるため、使い勝手の良さが保証され、ユーザの生活

に自然に溶け込むことができる。

図13：ユーザインタフェース
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7. まとめ 

　本研究では、ミリ波センサーを活用したスマートホームシステムが

高齢者の健康と安全を支援する有用なツールであることを示した。

高齢者は身体能力や健康状態が衰えていることが多く、そのため、

日常生活において転倒や健康問題への対応が重要な課題となる。こ

のような状況において、スマートホームシステムは、リアルタイムで

の把握と迅速な対応を提供する手段として非常に有望であると考え

られる。具体的には、実験において転倒検知機能と健康モニタリン

グ機能の精度を検証した。転倒検知機能は、ミリ波センサーを利用

して高精度で転倒を検知することができ、検知率は100%であった。

これにより、高齢者が転倒した場合にも迅速に対応する体制が整え

られる可能性が確認された。また、転倒が検知された際には、緊急

連絡が速やかに行われる仕組みが構築されており、緊急連絡の遅延

を最小限に抑えることができると考えられる。さらに、健康モニタ

リング機能についても高い精度が確認された。心拍数や呼吸数を

モニタリングすることにより、異常を迅速に検出できるため、健康

状態の管理がより効率的に行える。特に、心拍数や呼吸数の変動は

高齢者の健康に直結した重要な指標であり、これらをリアルタイムで

検知することによって、異常の早期発見が可能となる。これにより、

医療機関に連絡する前に予兆を把握することができ、高齢者の健康

リスクを減少させることが期待される。本研究は、ミリ波センサー

技術とスマートホームシステムを組み合わせることで、高齢者の日常

生活の質を向上させる可能性があることを示唆している。今後、この

技術をさらに発展させることで、高齢者の健康と安全をサポート

する新たな手段として、より広範な社会での導入が期待される。
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1. 導入

1.1 背景
　自分の気持ちや感覚、特に他者からは見えない「痛み」のような

内的な体験を他者に適切に伝えるのは難しく、そのもどかしさは多

くの人に共通する課題である。特に知的障害や精神障害をもつ人々

にとっては、言語化そのものが大きなハードルになる。

　この課題に対し、非言語および体験的なアプローチの重要性が指

摘されている [2]。なかでも画像生成AIは、当事者自身を表現の主

体とし、感情や感覚を日常的に可視化する新たな手段として大きな

可能性が期待される一方で、自治体の活動としては未知の課題やリ

スクが存在する。特に支援を必要とする人々への応用においては、

高度な倫理的配慮が求められる。障害者施設における新技術の導

入は、利用者本人だけの判断では困難であり、支援者の関与や公的

ガイドライン、利用補助といった社会的な仕組みを伴うことが不可

欠であるが、自分の気持ちや感覚を他者に適切に伝える技術につい

ての方法論化の事例は少ない。

1.2 研究の目的
　本稿の目的は、障害者福祉事業において生成AIを導入する際に、

自治体が参照できるリスクアセスメント手法を設計し、その実施可

能性と有効性を予備的に検証することにある。具体的には、画像

生成AIを対象とし、自治体が公共事業として活用する際に必要と

なる評価基準を、「技術的リスク」と「運用上の倫理・支援体制」か

ら成る2段階の枠組みとして構築した。その妥当性を検証するため

に、本研究では神奈川県「ともいきメタバース講習会 [1]」におけるコ

ミュニケーションスタンプ制作の準備段階（第1段階）を対象として

本手法を適応し、その有効性と実践上の課題を明らかにした。本研

究の目的と位置づけを明確にするために、既存のAIリスク評価枠

組みにも簡単に触れておく。これらの枠組み（米国国立標準技術研

究所(NIST) による AI Risk Management Framework（NIST AI 

RMF）[3] や、欧州連合の Artificial Intelligence Act（AI Act）[4]

など）は、主として技術的安全性や透明性の確保を目的としており、

現場での運用や福祉現場特有の倫理的課題までは対象としていない。

本研究では、これらの考え方を踏まえつつ、技術的評価と社会的か

つ倫理的評価を組み合わせた「2段階リスクアセスメント」を設計し、

障害者福祉事業における実装可能性を検証した点に学術的独自性を

有する。

2. 先行研究

2.1 障害者の表現活動と社会参加
　障害当事者がアートの担い手として活動することは、自己肯定感

の向上や自立した生活に繋がる可能性がある [5]。一方で、従来の

美術教育の枠組みにおいては、作業工程や時間の制約が存在し、

障害当事者にとって十分に展開することが困難である点も指摘され

ている [5]。

2.2 生成AIによるアクセシビリティ
　生成AIは、専門的なスキルや複雑な手作業を必要とせず、アイデア

や感情を直接ビジュアルに変換できるため、この「表現活動における

壁」を取り払う画期的な可能性を秘めている [6]。しかし、その具体的

な支援方法論は確立されておらず、テキストプロンプトの作成支援や

生成される画像の制御性、そして参加者の多様な特性に対応する

インターフェースや支援体制の構築は、今後の検討課題として位置づ

けられる [7]。

2.3 AIガバナンスとELSI
　生成AIの社会実装では、技術的安全性に加えELSI（Ethical, 

Legal and Social Issues 倫理的および法的ならびに社会的課

題）への対応が不可欠である。国際的には、「NIST AI RMF」や「AI 

Act」が、リスクを特定し評価管理に関する包括的枠組みを提示し

ている。しかし、これらの枠組みは安全性や透明性を重視する一方

で、障害者支援の文脈に特有のアクセシビリティ要件や当事者参画
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の手法については十分に規定されていない。一方、HCI研究では

Participatory Design（PD）を通じて当事者参画の重要性が強調さ

れており[8]、福祉領域でのAI導入においてもこうした研究知見を踏

まえることが求められる。国内でも「AI事業者ガイドライン [9]」が策

定されているが、その主眼は事業者や職員の利用であり、障害当事

者を「利用者」として福祉現場に導入する際の具体的な評価指針は

提示されていない。文部科学省のガイドライン [10] も、教育現場を対

象としており、福祉に特化したものではない。現時点では、厚生労

働省から障害者の社会参加をAI活用によって支援するための指針は

公表されておらず、実践者は導入判断にあたり明確な基準を得にく

い状況である。

3. 方法

　2023年より継続的に開催されている神奈川県「ともいきメタバー

ス講習会」での実践を基盤とした。同講習会は毎年度、テーマや内

容をブラッシュアップしながら継続されており[11]、年度ごとに表現

手法を調整しつつ改良が重ねられている。同講習会の経験を踏まえ、

ワークショップ（以下、WS）を設計する著者および講師がELSIを評

価基準に組み込んだ2段階リスクアセスメント手法を予備的に設計

する。さらに、福祉現場に適用可能なガイドライン構築に向けた予

備的検討を行う。WSは参加者の同意を得て実施した。個人を特定

するデータは扱わない。また、写真は研究目的で撮影するが、手元

や背景などを対象とし、許可なく顔や氏名など個人を特定可能な情

報は記録しない。なお、本ワークショップは文部科学省「初等中等

教育段階における生成AIの利活用に関するガイドライン [10]」に準拠

して設計した。成果物は「AI が作った」のではなく「参加者が AI の

助力を受けて判断し制作した」と定義した。

3.1 2段階リスクアセスメント手法
　第1段階の事前評価では、著者および講師が事前に定義した5つ

の評価基準（表1）に基づき、主要な生成AIツール4種を比較した。

各項目を5段階で評価し、自由記述を併記する。その後、神奈川県の

職員4名（福祉子どもみらい局共生推進本部室、2025年8月時点）

（以下、参加者）の協力を得てプレWSを行い、評価基準の妥当性

を検討する。参加者はいずれも障害福祉や教育支援を担当する職員

であり、全員が同一条件（固定プロンプトおよび同一設定端末）で

評価を行った。また、すべて同一場所および同一通信環境下で実施し、

外的要因（通信遅延や操作支援など）の影響を排除した。討議を通

じて、評価基準の理解度と実用上の妥当性を確認した。実証には

iPad端末を用い、操作負荷が低く多様な利用者に適合しやすい点を

考慮する。第 1 段階では「生成 AI ツールの評価」と「プレ WS」の

結果を報告する。

（第1段階）事前評価

（1）生成AIツールの評価

　著者および講師が、事前に定義した評価基準に基づき、複数の生

成AIツールを比較し評価する。評価基準の詳細は、3.2で示す。

（2）プレワークショップ

　評価を通過した生成AIツールと固定のプロンプトを用いて、参加

者4名が画像生成を行い、妥当性と理解度を検討する。

（第2段階）現場適用

（3）福祉事業所へのヒアリング

　10か所の事業所に対し、導入可能性に関する意向調査を行う。

（4）福祉事業所での導入実施

　実際の現場での活用を通じて、持続性やELSIの検証を行う。

3.2 評価基準
　評価基準は、先行研究（2章）で指摘された「表現活動の障害」「生

成AIの制御性」「ELSI対応の必要性」を基盤として設定した。併せて、

「NIST AI RMF」や「AI Act」で示されるリスク評価の観点も参照

した。特に、障害当事者が主体的に表現できるかどうか、また自治

体がコストや制度的制約の中で持続的に運用できるかどうかを重視

した。評価項目は表1の5つである。

表1:リスクアセスメントの評価基準

評価項目 内容

表現の忠実性と制御性
(a)参加者の意図反映の精度
(b)画風や構図の調整可能性

アクセシビリティとUX
(a)多様な特性をもつ参加者に対する操作の容易さ
(b)UIの直感性

導入と運用コスト
(a)自治体における経済的負担
(b)商用利用条件

継続利用性 参加者が自発的に利用を継続できる可能性

ELSI
(a)著作権、プライバシー、社会的受容性
(b)透明性に関するリスクの低減可能性

　なお、ELSIについては数値化が困難であるため、上記の5段階

評価には含めず、定性的に検討した。具体的には、評価者間の討議

や自由記述から得られた意見をもとに、ELSI の中核となる「倫理面」

「法的面」「社会的観点」の3 側面から主要な論点を整理した。加えて、

本研究ではワークショップ運営に影響を及ぼす要因として、「運用上

の課題」と、モデル更新に伴う「技術寿命」も補助的観点として検討

対象に含めた。

（1）倫理(個人の感情表出を尊重)

（2）法的(公衆送信の制限と展示時のトーン&マナー統制)

（3）社会的(障害者の社会参加の促進)

（4）運用上の課題(時間制約下で成果を得る必要性)

（5）技術寿命(Stable Diffusion XLのサポート終了事例) 

3.3 評価対象
　2025年7月時点で国内から利用可能であり、一般利用者にもア

クセス性の高い主要な生成AIツール4種を評価対象とした。加えて、

Whiskは画像3枚によるミキシングに対応しているが、本評価では、

比較条件を揃えるため、日本語でのテキスト入力を用いた。

(1)OpenAI ChatGPT(GPT-4o) [12]

(2)Google ImageFX(Imagen 2)とWhisk(Imagen 3) [13]

(3)Midjourney(V6) [14]

(4)Stability AI Stable Diffusion(SDXL1.0) [15]

3.4 評価プロセスとシナリオ
　評価は、事前定義の5つの基準を確認した上で、各ツールを用い

て想定シナリオに基づく画像生成を行った。各項目は5段階で評価し、

「表現の忠実性と制御性」と「アクセシビリティとUX」や「導入と運

用コスト」、そして「継続利用性」の4項目を合算して20点満点の総

合スコアを算出した。ELSIは数値化が困難であるため、点数には

含めず、定性的に検討した。採点は、著者および講師が独立して実

施し、その後、得点と自由記述を照合して議論を行い、最終スコアを

合意形成した。妥当性を確認するため、参加者とのプレWSを併せ

て行った。実証にはiPad端末を用いた。タッチ操作は直感的であり、

マウスやキーボードに比べて操作負荷が低く、重度の身体的制約を

もつ利用者を含め、多様な利用スタイルに合わせやすい点を考慮し、

過去3年のWS実施において問題がなかったため採用した。評価シナ

リオでは、障害当事者が自己の感情や痛みを表現する場面を想定し、

プロンプトのテンプレートを用いた(表2)。再現性を確保するため、

「モチーフ」および「気持ち」の文言を統一して使用した。
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表5：生成AIツールの比較評価(2025年7月時点)

ツール名 バージョン 主なベンチマーク指標
表現の忠実
性と制御性

アクセシビ
リティとUX

導入と運用
コスト

継続利用性
総合スコア
(20点満点)

ChatGPT(OpenAI) GPT-4o(2025.07)
HPS v2.1 = 88.5, MS-COCO 

FID = 7.9[16] 4 5 5 5 19

Google
ImageFX/Whisk

Imagen 2/Imagen 3(2025.07)
DrawBench = 77.8, MS-COCO 

FID = 6.9[17] 5 5 5 4 19

Midjourney V6(2025.07) 公開ベンチマークなし 5 3 1 3 12

Stable Diffusion 
(Stability AI)

SDXL1.0(2023,評価2025.07)
MS-COCO FID = 9.2, Aesthetic 

Score = 6.8[18] 4 4 1 2 11

図1:各ツールによる代表的な生成画像

図2:講師が作成した最終成果物のサンプル例

（2）ImageFX（Imagen 2）とWhisk（Imagen 3）

　「表現の忠実性と制御性」「アクセシビリティとUX」「導入と運用コ

スト」の3項目で満点評価を得るなど、総合得点でChatGPTととも

に最高評価となった。Googleアカウントで利用できる手軽さや生成

画像に電子透かし（SynthID）を付与する透明性確保の取り組みも評

価された。一方で、画風の再現性については、講師作成のサンプル（図

2）とは異なるスタイルの画像が生成された。Googleは、サービス

のアップデートによる影響を受ける可能性があり、運用上の不確実

性として、Googleサービスの仕様変更による影響が懸念された。

(3) Midjourney（V6）

　「表現の忠実性と制御性」の観点では極めて評価が高く、生成画像

の品質は優れていた。しかし、有料サービスに加え、専用アプリケー

ション(Discord)の利用が必要である点が、「導入と運用コスト」な

らびに「継続利用性」の評価を下げる要因となった。また、ELSIの

観点からは、生成過程の不透明性や著作権処理の不明確さといった

課題も指摘された。

表2：検証用のプロンプトテンプレート

項目 内容例

モチーフ ショートヘアの8歳の女の子、猫、花、雨、太陽 など

気持ち うれしい、かなしい、いたい など

出力指定

私はLINEスタンプを作りたいと考えています。「【モチーフ】」を
モチーフに、「【気持ち】」という気持ちを、絵本のようなタッチ
でやさしく表現したスタンプを正方形のフォーマットで作成して
ください。イラストのみでお願いします。

　なお、講習会の効果把握のため、当日の参加者と支援者を対象に

アンケートを準備した。特に、参加者用アンケートは、小学校4年生

程度の読み書きを想定し平易な言葉で一問短文形式とし、文節ごと

に区切るなど、理解を助ける工夫を施した。最終的なアンケートは県

側でとりまとめられたが、本研究では設問例を表3および表4に示す。

表3：講習会参加者用アンケートの設問例

設問番号 設問内容

(1) きもちをスタンプにするのは　たのしかったですか？

(2) 今日つくったスタンプを　かぞくや友だちに　おしえたいですか？

(3) このどうぐは　もってかえって　つかえます。いえでも　やってみたいですか？

表4：講習会支援者用アンケートの設問例

設問番号 設問内容

(1) メタバースこうしゅうかいは　たのしかったですか？

(2) せんせいの　はなしかたは　わかりやすかったですか？ 

(3) みんなと　さんかすることは　たのしかったですか？

4. 結果

4.1 生成AIツール各評価結果
　生成AIツールの比較評価結果を表5にまとめた。代表例は、日本

語で無料かつブラウザ経由で利用でき、参加者のアクセス性に適した

ChatGPTとImageFXとWhiskの画風のみ図1に示した。ImageFX

とWhiskは生成される画風に違いが見られたものの、プロンプトの

指示に対する追従性や操作性といった観点では同等と判断し、スコア

を統合した。

　一方、Midjourneyについては公開ベンチマーク値が存在しないた

め外部レビュー論文に基づいて評価したが、V6の直接的な性能デー

タは未提示である。また、Stable Diff usion XLの報告値は論文［18］

に依拠したが、シード固定条件の記載はなかった。GPT-4oの画像

生成モデルGPT-Image-1については、現時点でOpenAIから公式

の定量的性能指標が公表されていない。そのため、本研究では同系

統の画像生成モデルであるDALL·E 3の公式レポート［16］に掲載され

た性能指標（HPS v2.1、MS-COCO FID）を参考値として採用した。

これらはOpenAIが公開している最新かつ唯一の定量データであり、

GPT-Image-1の評価を補完する目的で代替的に用いた。

（1）ChatGPT（GPT-4o）

　「アクセシビリティとUX」「導入と運用コスト」「継続利用性」の3項

目で満点の評価を得た。生成物の安全性と出力管理の透明性が高く、

ELSI面でも肯定的に評価された。画風の再現性については、評価

シナリオで指定した「絵本風」のスタイルに最も忠実であり、他ツー

ルに比べて表現の一貫性が高かった。生成画像（図1）は講師作成

のサンプル（図2）との画風が一致しており、極めて高い表現の忠実

性が確認された。
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（4）Stable Diffusion(SDXL1.0)

　「表現の忠実性と制御性」「アクセシビリティとUX」は比較的高評

価であった。しかし、利用には専門的な知識を要する環境構築(サー

バー準備等)が前提となるため、「導入と運用コスト」は極めて高い

と評価した。これに伴い、「継続利用性」の評価も低く、利用者の技

術的負担や運用リスクといったELSI上の課題も確認された。

（5）プレワークショップによる実務的検証

　参加者4名とのプレWSでは、実際の業務の視点から評価プロセス

を確認した。本調査は小規模な予備的検証であり、結果の一般化に

は限界がある。しかし、評価基準の妥当性や操作方法について初期

的な有効性を確認する上で有用であった。

　評価シナリオのプロンプトにおいて、「モチーフ」や「気持ち」の部

分を別の言葉に入れ替える実験を行った結果、ChatGPTは変更後

も「絵本のようなタッチ」という画風の一貫性を維持し、安定した出

力を示した（図3、図4）。これにより、実際のWS時の入力に対しても、

安定した運用が可能であることを確認した。今後、福祉事業所での

実施にあたっては、障害当事者に対して正式なアンケート調査を実

施する予定である。

図3：参加者による画像生成結果

図4：参加者による成果物の例

4.2 総合評価
　 各 ツ ール の 比 較 結 果 を 統 合 する と、ChatGPT（GPT-4o）と 

Google ImageFXおよび Whisk は、「アクセシビリティと UX」、「導入

と運用コスト」、「継続利用性」の評価項目において高いスコアを示し、

4種の中でも上位に位置した。

　一方、Midjourney（V6）は「表現の忠実性と制御性」で高いスコア

を示したものの、「導入と運用コスト」および「アクセシビリティ」の

項目では低いスコアとなった。Stable Diffusion（SDXL1.0）は環

境構築の負担に関連する評価項目で低いスコアを示し、他ツールと

は異なる特性がみられた。

5. 考察と結論

5.1 表現支援の有効性
　WS 設計上の大前提として、提案したプロンプトテンプレートに

よる対話的な画像生成AIの活用は、障害当事者の表現活動を支援

する手段として有効であることを確認した。平易な日本語と自己表

出語で感情を反映した作品を生成し、参加者の自己認知を促した。

本結果は、先行研究 [5][6]で指摘されてきた「表現の壁」を補完する

方法論の一つとして位置づけられる。

5.2 社会的意義と展望
　欧州「AI Act」では生成AIの教育的利用をハイリスク領域として

扱っているが、専門家と実務者が条件を限定して ELSI 評価するこ

とで、福祉の場でも新しい表現活動の可能性があることを確認した。

従来、芸術活動が難しかった障害をもつ人々にとって、本枠組みは

表現の機会を広げる。例えば、視線入力や音声入力などの支援技術が

意思伝達を助けてきたように、生成AIは他者への伝達を補助し得る。

　さらにこの枠組みは当事者だけではなく、家族が感情を理解する

契機となり、支援者にとっても新しいケア方法の発見に繋がる。した

がって、当事者の意思に制限を加えることは、社会福祉の観点から

望ましくない。加えて、神奈川県の取り組みや検討を通じて得られ

た経験や成果は、言語や文化を超えたメッセージとして国際的に共

有されるべき価値をもつ。特に、障害者支援における生成AIの倫理

的活用という観点は、Organisation for Economic Co-operation 

and Development(OECD)[19] のAI原則や国連の持続可能な開発

目標（SDGs）の目標10「不平等の是正」[20] にも整合しており、国際

的な社会包摂の推進に資する実践知として位置づけられる。

5.3 展開可能性
　今回の検討は画像生成AIによるメッセンジャーでのスタンプ画像

の作成を中心としたが、生成AIの応用は音楽や動画など他の表現領

域にも広がり得る。ALS患者による実践例 [21]も示されており、障害

の部位やレベルに応じてより多様な社会参加の形が可能であること

を認識して展開すべきである。

6. 今後の課題

　本研究の第1段階では、神奈川県職員の協力のもと、生成AI活

用に向けたリスクアセスメントを実際に運用可能であることを確認

した。これは、当初「導入は困難」と考えられていた障害福祉領域

において、生成AIを扱うための判断プロセスが、行政と支援者の合

意形成のもとで実施可能な手続きとして成立し得ることを示す重要

な成果である。一方で、8月時点での検証は自治体担当者を中心と

した少人数での試行にとどまっており、モデルの普遍性を論じるに

はさらなるデータの蓄積が必要である。今後は複数の福祉事業所で

現場検証を進め、対象者層の多様性を踏まえたリスク評価の妥当性

と適用可能性を段階的に確認していく予定である。また、ELSIにつ

いては、本稿では定性的記述を中心としたが、既存研究のチェック

リストや尺度化の取り組みを参照し、福祉領域に適合した指標整備

を進めていくことが課題である。

　こうした運用上や倫理上の検討を継続するためには、技術進化に

も対応した柔軟な評価体制が求められる。ここでは、今後利用が

予想される新しい生成AIモデルを例示として挙げる。技術的な側

面では、「2025年8月にGoogleが発表した『Gemini 2.5 Flash 

Image（通称：Nano-Banana）』[22]」や、2024年12月にOpenAI

が発表した動画生成AI「Sora」[23] など、新しいモデルが相次いで登

場している。これらは著作権や安全性、倫理的受容の議論を根底か

ら揺るがす可能性があり、継続的な評価体制の整備が必要不可欠で

ある。固定モデルの利用に依存せず、社会的要請や環境変化に対応

できる仕組みを構築する上で、本稿で提案した2段階リスクアセス
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メント（事前の実験的評価と、当事者を交えた運用評価）による柔軟

な枠組みは、今後のAIガバナンス設計において重要である。

　障害当事者の参加を前提としつつ、移動が困難な場合にはリモー

トでの参加や支援者による代理評価を組み合わせるなど、多様性に

配慮した設計が必要である。家族や支援者を含めた協働体制を整え、

一過性の取り組みではなく、長期的かつ安定した実装へと展開する

ことが望ましい。また、持続可能な導入を実現するためには、専門家・

自治体・施設が連携する仕組みを整えることが重要である。とりわ

け、単なる「機材投入型」のICT施策とは異なり、2段階アプローチ

は、（1）事前に十分な検討とリスクアセスメントを行い、（2）その上

で専門講師を派遣し、施設の受け入れ可能性や運営体制を丁寧に確

認するプロセスを伴う。したがって、ハード環境だけでなく人材や制

度、運営体制を総合的に整えることが不可欠である。このアプロー

チは福祉領域にとどまらず、教育や医療、さらには地域共生などに

も応用可能であり、生成AIを活用した包摂的な社会参加の拡張に資

する。なお、本稿の投稿後から修正期間にかけて実施された本ワー

クショップ（フィールドワーク）では、生成AIが障害者の社会参加や

意思表出を補助する具体的な場面が複数観察された。就労継続支援

B型事業所では、生成AIの導入により従来求められていた「作業の

本質」が変化しつつあり、施設側ではAI利用のガイドライン整備や

利用料金の扱いなど、新たな実務上の課題も見られた。さらに、就

労移行支援施設や放課後等デイサービス、知的・精神障害の支援現

場では、生成AIの操作スキルの習得以上に、「他者への意思表出を

どのように可能にするか」というコミュニケーション設計が主要な課

題であり、画像生成AIが支援者との橋渡しを行うアシスト技術とし

て機能し得る場面も確認された。これらの知見は、第1段階（プレ

ワークショップ）で得られた結果を補足し、生成AIを福祉現場に導

入する際には、実務的・倫理的課題が複層的に存在することを示し

ている。今後は、複数の福祉事業所での継続的な現場検証を進める

とともに、支援体制や利用者特性の差異をふまえたリスク評価枠組

みの一般化可能性を検討する必要がある。あわせて、こうした知見は、

自治体の福祉事業推進におけるDXやクリエイティビティの価値を再

検討する契機となり、デジタルコンテンツマネジメント学における新

たな実装・評価手法の検討にも資する。
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1. はじめに

　現代の高等教育機関において、デジタルトランスフォーメーション

（DX）の推進は、学生サービスの質の向上と教育研究環境の高度化

を実現するための重要な経営課題として位置づけられている。特に、

少子化の進展と学生の価値観の多様化を背景に、限られた人的資

源の中でいかに業務を効率化し、付加価値の高いサービスを創出し

ていくかが問われている。こうした中、2022年末から急速に社会

実装が進む生成AI（Generative AI）は、従来の業務プロセスを抜

本的に見直す新たな可能性を提示する技術として、大きな注目を集

めている。 筆者が所属する大学事業部では、学生の多様な学びや

課外活動を支援する一環として、多数の撮影用機材の貸出業務を担っ

ている。これらの機材は利用頻度が極めて高い一方で、品数が多く

管理が煩雑であり、従来、紙媒体を主体とした手作業による管理に

依存せざるを得ない状況にあった。過去にはGoogleスプレッドシー

ト等を用いたデジタル管理も試みられたが、手続きの複雑性や、外

部サービスとの連携を含む本格的なシステム開発に伴うコスト面の

制約から、根本的な解決には至らず、結果として職員のマンパワーに

頼った運用が続いていた。この運用は、貸出や返却の都度発生する

確認や連絡対応に1日数時間を要し、職員の業務負荷を増大させる

だけでなく、紙媒体の特性上、予約の重複や機材情報の更新漏れと

いったヒューマンエラーを誘発するリスクを常に内包していた。こ

れらの課題を解決するための、生成AI、とりわけ Google 社の開発

した「Gemini」を中核技術として活用した業務改善の取り組みにつ

いて報告する。本研究では、GeminiがGoogleスプレッドシートを

はじめとする各種Googleサービスと高い親和性を持つ点に着目し

た。専門的なプログラミングの素養を持たない担当職員が、プロン

プトエンジニアリングのみでどこまで実用的な業務改善ツールを構

築できるかを検証することも、本研究の動機の一つである。本取

り組みの目的は、第一に、機材貸出・返却に関わる一連の定型業

務を自動化し、職員の対応時間を限りなくゼロに近づけることにあ

る。第二に、紙運用に起因する管理上の抜け・漏れを撲滅すると同

時に、学生側の手続きを大幅に簡略化することで、職員・学生双方

の負担を軽減することを目指す。そして最終的には、これらの業務

効率化によって創出された時間と人的資源を、個別相談や新規企画

の立案といった、より付加価値の高い学生支援サービスの拡充に再

配分し、大学全体の教育価値向上に貢献することをゴールとする。

2. 業務改善の取り組み

2.1 従来の業務プロセスとその課題
　本取り組みに着手する以前の機材貸出業務は、Webシステムによ

る申請と、アナログな台帳管理が混在した非効率な状態にあった。

まず、学生は別途管理されている機材リストの一覧表を確認した上

で、Webの申請フォームから利用申請を送信する。その後、学生が

事務局窓口に来訪した際に、職員はWeb申請の内容を確認しなが

ら、手書きの物理的な「貸出機材管理台帳」に1件ずつ情報を転記し

て正式な貸出票を作成していた。返却時も同様に、その台帳を用い

て現物との照合を行っていた。このプロセスは、Webと紙の二重管

理に起因する転記作業に多くの時間を要するだけでなく、記入ミスや

更新漏れといったヒューマンエラーが発生しやすい構造的な脆弱性

を抱えていた。

2.2 新規貸出管理システムの設計思想
　これらの課題を抜本的に解決するため、Google社の各種サービス

と生成AI「Gemini」を連携させた、新たなWebアプリケーションベー

スの管理システムを設計した。システムの根幹となるデータベース（DB）

には、従来から一部で利用していたGoogleスプレッドシートを採用。

既存の機材リストに、新たに予約管理用の情報を格納するシートを

追加し、一元的なDBとして機能させることとした。ユーザーインター

フェースには、Google Apps Script（GAS）で構築したWebアプリ

ケーションを用意し、学生も職員もこのWebアプリを介して操作を

行う。これにより、「誰もDBであるスプレッドシート本体に直接触

れることなく、申請から貸出、返却までの全プロセスをWeb上で完

結させる」ことをシステムの基本設計とした。

2.3 Geminiを活用した実装プロセスとシステム機能
　本システムの開発は、専門的なプログラミング技術を持たない担

当職員が、全面的にGeminiとの対話を通じて行った。Geminiには、

DB管理、WebアプリケーションのUIやUX構築、両者を連携させ

るためのサーバーサイドの動作ロジックの考案、さらには追加機能

の実装に至るまで、開発プロセスのほぼ全てを担わせた。具体的には、

「スプレッドシートをDBとして利用し、機材の予約や貸出状況を管

理するWebアプリケーションをGASで作成したい」という基本要件

を提示し、「Webアプリから学生が利用申請を送信したら、GASが

起動し、スプレッドシート上の『機材リストDB』と『予約管理DB』を

突合すること。そして、申請期間中に貸出可能な機材のみを判定し、

研究ノート

生成AIによる機材貸出管理の現場型DX事例

Generative AI–Enabled DX in Equipment Lending Operations

デジタルハリウッド株式会社 大学事業部 大学院運営グループ / 産学官連携センター
Digital Hollywood Co., Ltd.,  Graduate School Operations Group of University Business Division /

Industry-Academia-Government Collaboration Center

沖 昇   OKI Noboru

　大学の学生支援部署における機材貸出業務の課題に対し、プログラミング非専門家の職員が生成 AI「Gemini」を活用して

貸出管理システムを開発した実践事例を報告する。紙媒体による煩雑な管理を、Googleサービスと連携したWebアプリケーション

で自動化し、業務効率化とヒューマンエラー削減を目指した。開発過程では、AI への指示精度を高めるためのメタ的な対話

アプローチという実践知を得た。本稿では、この取り組みを国内の先行事例と比較考察し、特に既存ツールを活用した「非専門家・
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選択肢としてWebアプリ上に表示する機能」といった核心的なロジッ

クの実装を指示した。これにより、リアルタイムでの在庫確認と予約

の自動制御が可能となった。

2.4 開発過程における課題と解決策
　プロンプトのみでの開発は、順風満帆ではなかった。開発が長期

化するにつれ、Geminiへの指示が次第に口語的かつ曖昧になって

いくという課題に直面した。その結果、Geminiがこちらの意図を正

確に汲み取れず、過去に生成したものと実質的に同じコードを、さ

も新しい機能のコードであるかのように再度提案してくる事象が頻

発した。この手戻りにより、意図した通りに動作するかを確認するた

めのテストデプロイが数十回に及ぶなど、開発効率が著しく低下し

た。この課題に対し、我々は「指示プロンプト自体を、一度Gemini

に分析と推敲をさせる」というメタ的なアプローチで解決を図った。

具体的には、「これからこういう機能を追加したい」という曖昧な自

然言語の指示文をGeminiに渡し、「この意図を正確に伝えるための、

構造的で誤解のないプロンプトに書き換えてください」と依頼するの

である。この1工程を挟むことで、AIとのコミュニケーション精度が

劇的に向上し、その後の開発を円滑に進めることができた。

3. 成果と評価

　本システムは本稿執筆時点において、一部の関係者を対象とした

βテストの段階にある。したがって本章では、テスト運用を通じて

確認された初期的な効果と、本格導入後に確実に見込まれる成果に

ついて記述する。

3.1 業務プロセスの抜本的効率化
　本システムの導入により、業務の生産性における顕著な改善が期

待される。第一に、作業時間の大幅な短縮である。職員が手書きの

台帳と現物を突き合わせながら行っていた貸出や返却の手続きは、

Webアプリケーション上で完結するようになり、1回あたりの対応

時間が数分程度へと圧縮された。特に、これまで多くの時間を割い

ていた、学生からの予約申請時に他の申請内容や在庫状況とを照合

する「突き合わせ作業」については、システムがリアルタイムで予約

可否を自動判定するため、職員が介在する必要がなくなり、この作

業に要する時間は事実上ゼロとなった。第二に、ヒューマンエラー

の撲滅である。全ての予約情報が単一のデータベース上でリアルタ

イムに更新される本システムでは、従来課題であった予約の重複、

台帳への転記ミスといった人為的なエラーが発生する余地は理論上

ない。これにより、管理業務の正確性が飛躍的に向上し、安定した

運用が可能になる見込みである。

3.2 職員・学生双方の心理的負担軽減
　本取り組みは、定量的な効果だけでなく、業務に関わる人々の心

理的な負担を軽減するという定性的な側面でも大きな意義を持つ。

職員側にとっては、ストレス要因の排除に繋がった。従来、特に経

験の浅い若手職員にとっては、多種多様な機材の名称や仕様を完全

に把握し、不正確な場合もあるアナログ台帳を頼りに管理を行うこ

とは、精神的に大きな負担であった。本システムは、こうした業務

の属人性と不確実性を排除し、職員が安心して業務を遂行できる環

境の構築に寄与すると考えられる。学生側にとっても、利便性の向

上が期待される。新しいWebアプリケーションでは、申請時点で「現

在、貸出可能な機材」のみが明確に選択肢として提示されるため、

「申請したにもかかわらず、後から在庫切れで借りられない」といった

従来発生し得た不利益がなくなり、学生はストレスなく、スムーズ

に機材利用の計画を立てることが可能になる。

3.3 今後の評価とモデルケース化
　前述の通り、本システムは現在評価の途上にある。今後は本格導

入に向け、利用者である学生および運用担当の職員を対象としたヒ

アリング調査を実施し、UIやUXの改善点や新たなニーズに関する

定性的なフィードバックを収集する計画である。寄せられた提案を

可能な限り反映し、システムの完成度をさらに高めていく方針であ

る。また、本取り組み自体を、生成AIを活用してノンプログラマー

の職員が主体的に業務課題を解決した「学内DXのモデルケース」と

して確立し、他部署へ知見を共有していくことも、重要な目標の一

つと位置づけている。

4. 先行事例との比較考察
　本取り組みの独自性と意義をより明確にするため、国内の他大学

における生成AI活用事例と比較考察を行う。

4.1 導入モデルのボトムアップ型DXの進化形としての位置づけ 
　国内大学の生成AI導入は、東北大学のような「トップダウン戦略

主導モデル」[1]、近畿大学のような「包括的プラットフォームモデル」[2]、

武蔵野大学のような「特定業務特化モデル」[3]、そして大阪経済大学

のような「職員主導のボトムアップモデル」[4] に大別される。本事例

は、この中で大阪経済大学のモデルに最も近い。大阪経済大学の事

例は、大学が契約済みのMicrosoft 365を最大限活用し、現場職

員が主体となってチャットボットや議事録作成ツールを開発した点で

画期的である [4]。本事例も同様に、特別な予算を必要とせず、既存

のGoogle Workspaceという環境を基盤としている点で共通する。 

しかし、本事例はそこからさらに一歩踏み込み、プログラミング非

専門家が、生成AIとの対話（プロンプトエンジニアリング）のみを手

段として、業務アプリケーションの核心的ロジックを構築した点に、

より際立った新規性がある。これは、大阪経済大学の事例がPower 

Automate等のローコード・ノーコードツールを活用したのに対し、

より専門性が高いとされるアプリケーション開発の領域に、非専門

家がAIを「思考のパートナー」として伴走させることで到達したこと

を意味する。したがって、本事例は単なるボトムアップ型DXではな

く、「非専門家とAI協働開発によるボトムアップ型DX」という、より

進化したモデルとして位置づけることができる。

4.2 応用分野と技術的アプローチの独自性
　応用分野としては、東北大学がRPAスクリプト生成にChatGPT

を活用した事例と同じく「システム・データ管理の効率化」に分類され

る。東北大学の事例がIT専門職の能力を拡張する「Augmentation」

の好例であるのに対し、本事例は非専門職が日常業務の延長線上

で、同様の業務自動化を低コストで実現できる可能性を示した点で、

より裾野の広いDX推進モデルとしての意義を持つ。また、技術的

アプローチにおいても、その独自性は明確である。多くの大学が情

報セキュリティを担保するために、武蔵野大学の「Azure OpenAI 

Service」[3] や東京成徳大学の「ユーザーローカル ChatAI」[5] のよ

うなセキュアな専用プラットフォームを導入している。近畿大学はさ

らに、汎用的な「Graffer AI Studio」[2]と問い合わせ対応に特化した

「SELFBOT」[6] を使い分ける高度な戦略をとる。これらのアプロー

チが、組織的なガバナンスとリスク管理を重視した「整備と運用」[7]

を前提としているのに対し、本事例は、GASという標準的な環境下

で、担当職員個人の創意工夫とAIとの対話スキルによって課題解決

を図った点に特徴がある。これは、大規模なシステム導入が困難な

部署や小規模な大学においても、即時的かつ実践的なDXが可能で

あることを示す力強い証左と言える。

4.3 課題解決プロセスにおける実践知の価値
　本稿の2.4節で詳述した「指示プロンプト自体を、一度Geminiに

分析と推敲をさせる」というメタ的なアプローチは、他の公開事例
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には見られない、極めて価値の高い実践知である。生成AIの活用

において、AIが人間の意図を汲み取れず非効率なやり取りが続く「ハ

ルシネーション」や文脈の喪失は、多くの利用者が直面する共通の

課題である [7]。この課題に対し、本事例は「AIにAIへの指示を改善

させる」という独創的な解決策を見出した。 これは、九州大学の森

木銀河氏が指摘する、生成AIを効果的に利用するための「上手な利

用」、すなわち明確かつ具体的な指示を出すプロンプトエンジニアリ

ングの重要性を、現場の実践の中から体得し、さらに発展させたも

のと評価できる [8]。このノウハウは、専門家でない職員がAIとの協

働を円滑に進めるための普遍的な方法論として、他大学にも広く共

有されるべき貴重な知見である。

5. 考察と本取り組みの普遍的意義

　ここまでの本取り組みと先行事例との比較を踏まえ、その成功要

因を多角的に分析するとともに、生成AIを業務活用する上での課題

や得られた知見について論じる。

5.1 組織文化と個人の主体性の相互作用
　本取り組みが初期段階で良好な成果を上げつつある要因は、単一

ではなく、複数の要素が複合的に作用した結果と考えられる。第一

に「技術的要因」として、中核技術であるGeminiのコード生成精度

そのものの高さと、生成されたGASを即座にテストできる試行錯誤

の容易さが挙げられる。第二に「プロセスの要因」として、「曖昧な

指示をAI自身に推敲させる」という対話手法の確立が決定的な役割

を果たした。第三に「環境的要因」として、新しい技術や挑戦を積極

的に許容する組織文化の存在が大きい。そして最後に、担当者自身

の「個人的要因」として、未知の技術に対する強い知的好奇心が、粘

り強い試行錯誤を続ける上での原動力となったことも見逃せない。

これらは、先行研究で論じられているDX推進における組織変革の

要諦、すなわちトップダウンの号令だけでなく、現場の自発性を引

き出すコミュニケーションや参加の重要性 [9]とも合致する。本事例

は、組織的な「許容文化」と、個人の「主体的探求心」が相互に作用

したときに、大きなイノベーションが生まれることを示している。

5.2 生成AI活用における課題と向き合い方
　一方で、開発プロセスでは生成AI特有の課題にも直面した。特に、

機能の追加や修正を繰り返すフェーズにおいて、AIが文脈を正しく

理解できず、何ら変更のない既存のコードを「新しい機能が完成し

た」かのように提示してくる「ハルシネーション」が頻発した [7]。こ

のようなAIの非合理的な出力に対し、担当者自身が一度距離を置き、

思考を整理するといった、人間側の冷静な判断と距離感を保つこと

がプロジェクトを健全に推進する上で不可欠であった。これは、文

部科学省のガイドラインが繰り返し強調する「最終的な判断と責任は

人間が負う」[10]という原則を、開発プロセスにおいて実践したこと

に他ならない。 また、セキュリティ面においては、本格導入に向け

てアプリケーションへのアクセスを学内ドメインや特定のIPアドレス

に制限するといった対策を実装する予定であり、今後の重要な課題

として認識している。

5.3 非専門家によるDXの可能性と限界
　本取り組みは、プログラミングの専門家でない職員が、実用的な

業務改善ツールを開発できるという大きな「可能性」を実証した。特

に、システムの根幹をなす複雑な動作ロジックやデータ整合性の確

保といった領域では、AIを効率的に活用できることが示された。 し

かし、同時にその「限界」も明らかになった。Webアプリケーション

のUIデザインや配色といった、利用者の感性に訴えかける部分に

おいては、AIが生成する「一般的で無難な回答」が最適解とは限らず、

依然として人間のデザイナーが持つ専門性や感性に分があると言え

るだろう。これは、AIを万能の解決策と見なすのではなく、その得意・

不得意を理解し、人間と適切に役割分担することの重要性を示唆し

ている [7]。

5.4 生成AIとの協働による新たな業務改善モデル
　本取り組みから得られた最も重要な教訓は、「生成AIは、単なる

作業の代替ツールではなく、業務改善のサイクルそのものを加速さ

せるための思考パートナーである」という点に尽きる。九州大学の

森木氏は、生成AIの利用目的を「業務の改善」と「能力の拡張」に分

類しているが [11]、本事例はまさにこの二つを同時に実現したと言え

る。 「日々の業務に追われ、業務を改善するための時間がない」と

いうジレンマに対し、まさにその「改善のための時間を捻出するた

めにこそ、生成AIを戦略的に活用すべき」という逆転の発想を提言

したい。この好循環を生み出すことが、個人の生産性向上に留まら

ない、組織全体のサービス品質向上に繋がる道筋であろう。

6. 今後の展望と高等教育機関への提言

6.1 本システムの正式導入と継続的改善
　本稿で報告したシステムは、すでに職員からのフィードバック収集

を開始しており、実用可能なレベルに達している。今後は、これら

の意見を反映させた後、学生を対象とした短期間のβテストを実施

し、最終調整を経て速やかに本格導入へと移行する計画である。導

入後も、利用者の声を継続的に取り入れ、より利便性の高いシステ

ムへと発展させていく。

6.2 ボトムアップ型のナレッジ共有文化の醸成
　本取り組みの意義は、単一の物品管理業務を効率化したことに留

まらない。その本質は、非専門家である職員が生成AIという新た

な技術をいかにして習得し、現場の課題解決に結びつけたかという

「プロセスそのもの」にある。 今後は、各職員がそれぞれの業務で

試みたAI活用の知見や成功・失敗事例を持ち寄り、学び合う「事例

共有会」のような場を創設することを提言したい。大学行政管理学

会（JUAM）のような専門職能団体でも生成AIに関する議論が活発

化しているように [8]、このようなボトムアップのナレッジマネジメン

トこそが、個々の実践知を組織の形式知へと昇華させ、組織全体の

DXを真に推進する原動力となると確信している。

6.3 「AIネイティブな大学事務組織」への示唆
　本事例は、未来の大学事務組織のあり方に対する重要な示唆を

含んでいる。それは、高価なシステムや専門人材に依存せずとも、

職員一人ひとりがAIを「思考のパートナー」として使いこなし、自律

的に業務を改善していく組織像である。 東北大学が「コネクテッドユニ

バーシティ戦略」[1] を掲げ、武蔵野大学が「AI-Ready-University」[3]

を目指す中、本事例のような現場からの自発的な変革は、それらの

壮大なビジョンを足下から支える、現実的かつ強力な駆動力となり

得る。全ての職員が AI を当たり前に使いこなす「AIネイティブ」な

組織文化を醸成することこそ、これからの大学経営に求められる最も

重要な変革の一つであろう。

7. おわりに

　大学の学生支援部署における機材貸出業務を対象に、非専門家

が生成AIを活用して業務改善システムを構築した一連の取り組みに

ついて報告した。紙媒体と手作業に依存していた非効率なプロセス

を自動化し、職員の負担軽減と学生の利便性向上という成果が得ら

れる見通しを示した。その成功要因を分析し、先行事例と比較する

中で、AIとの効果的な対話手法や、それを許容する組織文化の重要

性、そしてAIの可能性と限界についても明らかにした。 本稿を通

じて最も伝えたいのは、「業務改善や自己研鑽のための時間を創出



26©︎2025 Digital Hollywood University DHU JOURNAL Vol.12  2025

するためにこそ、生成AIを戦略的に活用すべきである」という発想

の転換の重要性である。効率化は決して手抜きではなく、むしろAI

によって代替可能な定型業務は、もはや人間が固執すべき本質的な

業務ではない。この認識の先にこそ、我々が真に価値を発揮すべき

領域が広がっている。 AI研究の第一人者であるマーヴィン・ミンス

キーは、かつて「AIとロボットが発達した世界で、人がやることは

生まれてから死ぬまでエンタテインメント以外に無い」と述べた。本

学の教育理念の根幹ともなっているこの言葉は、単純作業が AI に

代替された未来において、人間はより創造的で、他者に喜びや感動

を与えるような、真に面白く（Entertaining）付加価値の高い活動

にこそ専念すべきであるという、来るべき社会の姿を鋭く予見して

いる。本稿で報告したささやかな一歩も、その未来へ向けた試み

の一つである。
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1. 本研究の目的とリサーチクエスチョン

1.1 目的と意義
　本研究の目的は、オンライン英会話サービスを通じて得られた実

地的な観察と講師との対話を基に、グローバルサウス諸国における

英語教育の実態を類型化し、その背景にある歴史的あるいは社会的

文脈を明らかにすることである。また、日本の英語教育が国際的潮

流から取り残される構造的リスクを、比較文化的視点から捉え直し、

今後の教育政策に対する提言を試みる。

1.2 リサーチクエスチョン設定
　この目的を達成するために、以下のようなリサーチクエスチョン

（以下、RQ）を設定する。

(a)RQ1：グローバルサウス諸国における英語教育は、どのような

制度的・文化的背景のもとに多様化しているのか。

(b)RQ2：英語教育の発展度合いや導入形態の違いは、現地の社会

階層や教育格差にどのように影響しているのか。

(c)RQ3：オンライン英会話サービスという新たな教育インフラは、

これらの国々における言語教育の機会と格差にどのような影響を

与えているのか。

(d)RQ4：グローバルサウスの実践と比較したとき、日本の英語教

育にはどのような構造的な遅れや課題が見出されるのか。

1.3 データと手法
　なお、オンライン英会話サービスを通じて得たヒアリングや観察

に基づく質的研究であり、統計的代表性を持つ量的調査ではない。

使用したデータは、公的統計資料、国際教育指標、各国教育省の

公開情報、ならびにオンライン英会話サービス講師との個別会話に

よって得られた現場感覚的情報を補完的に組み合わせたものである。

2. 方法

　2021年から2024年にかけて筆者がオンライン英会話サービス

を通じて行ったフィールドワークに基づく質的研究である。対象は

アジアやアフリカ、中南米や東欧を含む50か国以上の講師で累計

200名以上との継続的な対話記録をデータとした。

　聞き取り項目は以下の通りである.

(a)英語教育の制度（導入年齢、教育言語、教員の資質）

(b)家庭での言語使用と教育との乖離

(c)英語教育が与える文化的・社会的影響

(d)固有言語や地域文化の保護に対する意識

　ヒアリングはオンライン授業中に自然会話として行い、発言内容

は逐語的なメモまたは要約形式で記録された。量的調査ではないた

め統計的代表性はないが、各講師の語りに基づく文化的コンテクス

トの深掘りを重視している。

　ヒアリング対象とした講師は、アジアやアフリカ、中南米や東欧

を中心とする計42か国・地域出身の42名である。年齢層は20代

から40代で構成されており、性別は男性21名、女性21名と均衡

している。年齢層別では、20代が18名、30代が8名、40代が

16名であった。第一言語はチュニジア語やフィリピン語、スワヒリ

語、さらにはアルバニア語やタガログ語など、各国の公用語または

民族語が主であり、複数言語話者も多い。これらの属性は、英語教

育への姿勢や制度への評価に影響を与えており、比較文化的分析

の基礎データとして重要な役割を果たしている。また、EF English 

Proficiency Index、UNESCO統計、各国教育省の公開資料も補

助的に参照し、制度的文脈の理解を補完した [1][2]。

　なお、2021年から2023年前半にかけて実施された第一期ヒア

リング（通称：基礎調査）と、2023年12月から2024年にかけて

実施された第二期ヒアリング（通称：追跡調査）の二段階構成となっ

ている。前者は制度的特徴の把握と初期傾向の整理を目的とし、後

者では個別事例の深掘りや最新動向の追跡に重点を置いた。両調査

における語りの傾向を比較検討することで、定性的データの信頼性

と妥当性を補完している。データはオンライン英会話サービスを通

じて得た個人的なフィールドワークに基づくものであり、当該企業と

の間に特定の利害関係は一切存在しない。

研究報告

グローバルサウスにおける英語教育の現状と日本のリスク

The Current State of English Education in the Global South and Japan's Risks

デジタルハリウッド大学 教授 / デジタルハリウッド大学大学院 教授
Digital Hollywood University, Professor / Digital Hollywood University, Graduate School, Professor

吉村 毅   YOSHIMURA Takeshi

　2021年から2024年にオンライン英会話サービスを通じて実施したフィールドワークに基づき、アジア・アフリカ・中南米

などグローバルサウス諸国の英語教育とその社会文化的影響を比較文化的に考察する。50か国以上の講師への継続的ヒアリング

を通じ、制度比較にとどまらず、教育格差や言語意識といった深層的側面を分析した。植民地支配や多言語構造、経済グローバル

化が複雑に作用する教育現場を対象に、言語帝国主義やポストコロニアル論、言語生態学的視点を参照しつつ、オンライン英会話

サービスという新たな教育インフラを通じて得られた質的データから、英語教育の多様性と含意を明らかにする。
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3. RQ1対応分析 調査対象地域の英語教育三類型

3.1 グローバルサウス諸国における英語教育の三類型

表1: 英語教育の三類型と比較表

類型 主な国 教育言語 社会的意味 備考

公用語・  
第一言語型

フィリピン、レソト 
ナイジェリア、 ガイアナ、
ジンバブエ

英語
行政・教育の
主要言語

植民地支配
の影響

重要外国語型

インド、パキスタン 
モロッコ、エジプト 
ブータン、チュニジア 
バングラデシュ

英語
※第2言語

進学・雇用・
社会的地位・
収入向上の
手段

教育格差が
顕著

発展途上型
アルゼンチン、ギニア 
エクアドル、ボリビア 
ニカラグア、マダガスカル

限定的に 
英語使用

話者は少数
（一部のエリー
ト層）

教材未整備、
教員不足

表2: 英語教育環境比較表

国名 家庭での言語
英語が
教育言語か

英語教育
開始時期

英語話者率 
（感覚値）

ナイジェリア 英語＋民族語 ○ 幼児期 高い

パキスタン
民族語
＋ウルドゥー語
＋英語

○ 幼稚園
30歳以下で80%
以上

インド 民族語＋英語 多くが英語 幼稚園 都市部で多数

ブータン 民族語中心 ○ 5歳
教育現場80%
家庭は地域差あり

バングラデシュ ベンガル語中心 ○ 幼児期
都市部の若者の
大半

レソト ソト語＋英語 ○ 幼児期 ほぼ100%

フィリピン
タガログ語
＋英語

学校により
異なる

小学校 多数

アルゼンチン スペイン語中心 一部あり 小学校1年 一部

エジプト アラビア語中心 一部あり
3.5歳〜
6歳

30歳以下で多数

モーリシャス
モーリシャス・
クレオール語

学校により
選択

幼稚園 72%

　家庭と教育の乖離や開始時期、教育言語や話者率、但し、ヒアリ

ングに基づく感覚的把握。統計的代表性は持たない。

　本稿における三類型の構築は、次のような基準によって整理された。

(a)公用語・第一言語型：英語が国家の行政・教育において法的に

主要言語とされている（例：フィリピン、ナイジェリア）

(b)重要外国語型：英語が制度的には外国語扱いであるが、社会的

上昇の手段として広く活用され、事実上のエリート言語化している

（例：インド、パキスタン）。

(c)発展途上型：英語教育の制度化が遅れ、教育現場での導入・浸

透が限定的である（例：エクアドル、ニカラグア）

　補足として、ブータンでは、英語が教育現場では広く使用される

が、家庭内の使用率には地域差があるようであること、また、エジ

プトでは私立学校・都市部では3.5歳から英語教育が導入される例

もあるが、公教育では6歳前後からが主流であるようであることを

付記する。こうした分類はあくまで便宜的なものであり、各国の内部

には都市・農村、私立・公立の学校といった多層的な格差が存在する。

3.2 英語が第一言語または公用語として機能する国
　この類型に該当する国では、英語は単なる教育言語を超え、行政

やメディア、さらにはビジネスや司法など広範な分野で公用語として

活用されている。ナイジェリアやフィリピンでは、複数の民族言語が

存在するゆえに、英語が「中立的な共通語」として社会の接着剤の役

割を果たしている。こうした国では、幼児期・幼稚園段階から英語

で授業が行われ、生徒の英語習得は自然言語習得に近い形で進む。

マラウイでは、公用語としての英語が教育の全課程で使用されており、

家庭内でも英語と国語であるチェワ語を併用する例が多い。特に都市

部の若年層では、英語が第一言語的に使用される傾向があり、英語

話者率は全体で約90%に達すると報告されている。

3.3 英語を教育上で重要な外国語として学ぶ国
　英語が母語ではないが、教育政策上重視されている国々では、

英語が社会的上昇や高等教育への道を拓く「ツール」として認識され

ている。インドやパキスタンやバングラデシュなどでは、初等教育

から三言語教育（母語＋国語＋英語）が導入されており、上流層の

子弟は英語による思考と表現に長けた「エリート層」を形成している。

バングラデシュでは、英語を話す人の割合は全体で約70%、若年

層ではほぼ100%に達するとされる（2024年ヒアリング）。こう

した実態は、日常的なバイリンガルやトライリンガルの言語環境と、

それを背景とした国際流動性の高さを示している。

　英語は一方で教育格差を可視化する鏡でもある。インドでは「英

語で数学を教える」ことが、CBSEやICSEなどの英語メディウム校

では一般的となっている。

　パキスタンでは、初等教育段階から英語で主要科目を指導する政

策がとられ、義務教育段階から英語環境に慣れる仕組みが構築され

ている。年少層を中心に英語能力は高く、30歳以下の英語話者率

は80%以上とされる一方で、年配層では40〜50%程度にとどま

るとされている。

　モーリシャスでは、英語とフランス語が教育と行政の双方で使用さ

れており、母語としてモーリシャス・クレオール語が話される三言

語環境が一般的である。英語の話者率は約72%、そのうち流暢に

話せる人は50%程度とされており、学校教育においても英語を使

用する比率は高い。

　アルゼンチンでは、英語は小学校 1 年から導入されているが、

国民全体の英語能力は比較的低く、日本と同程度との自己評価が見

られた。英語は上流層に限られた言語とされる傾向もあり、制度上

の導入と実効性との間に乖離が存在する。

　ロシアでは、一部の地域では、英語教育が政治的な意思決定によっ

て制限される動きも見られる。例えばロシアでは、近年の地政学的

緊張や人材流出への懸念から、義務教育課程における英語授業の

比重が縮小される傾向があるという報告もある（2024 年ヒアリン

グ）。これは、英語習得による人材の国外流出を抑制する意図とされ、

他国とは異なる政治的文脈に基づく例外的事象といえる。

　特殊な地域として、マカオのような中華圏の特別行政区では、広東

語と英語の両方を教育言語として選択できる制度が整備されている。

実際、家庭の選択により小学校から英語で教育を受けることも可能

であり、英語学習環境は香港と同様に整っている。こうした地域では、

制度よりも家庭の選択によって英語習得環境が左右される点が特徴

である。

　台湾においても、近年の教育政策改革により小学校段階から英語

教育が本格化しつつある。多くの家庭では8～10歳頃に英語塾（クラ

ムスクール）に通い始め、ネイティブ講師による指導を受けることが

一般化している。公式カリキュラム外での英語学習が主流であるこ

とから、制度外教育の影響力が強い事例といえる。

3.4 英語教育が制度的に発展途上の国
　一方、南米諸国や東南アジアの一部においては、英語教育の整備

が依然として課題であり、教員の質や教材の確保や授業時間の確保

などが障壁となっている。エクアドルでは、英語は中等教育以降で

導入されるが、家庭環境や居住地域によって英語力に大きな格差が

生まれている。また、教員の英語力が十分でない場合も多く、文法

重視の教育から脱却できていない。

　エジプトでは、私立学校や都市部の一部では早期の英語教育（3.5

歳頃から）が進められているものの、一般的な英語能力は高くない。
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全体での英語話者率は約10%、ビジネスレベルに達するのは2%

程度との証言もあり、都市と地方、私立と公立の学校の間で教育格差

が大きい。

3.5 補足説明
　なお、本稿で示した英語教育の三類型（公用語・第一言語型、重

要外国語型、発展途上型）は、筆者自身がオンライン英会話サービ

スを通じて行ったヒアリングと、各国の教育制度に関する観察をも

とに、実践的な視点から独自に整理したものである。専門的な学術

研究における厳密な分類とは異なり、あくまで現場感覚や講師たち

の語りを手がかりに構成している点をご理解いただきたい。特に中

南米やアフリカなど、一般には情報の多くない地域についても紹介

しており、今後の議論の一助となれば幸いである。

4. RQ2対応分析 英語教育の多様性と共通課題

4.1 地理的・歴史的文脈と英語教育の形態
　英語教育の展開には、旧宗主国の言語影響や宗教、さらには民族

構成といった地理的・歴史的要因が色濃く影響している。モロッコ

ではフランス語に代わって英語が重視され始め、トリリンガル環境

（アラビア語＋フランス語＋英語）を形成している。チュニジアでは

「英語で考える力」を重視する教育が試行され、インドでは「英語で

数学を教える」ことが標準化されている地域もある。

4.2 機会格差の固定化と私教育の役割
　公教育における制度整備が進んでも、実際に高水準の英語教育を

受けられるのは中産階級以上に限られることが多い。都市部の私立

学校ではネイティブ講師やICTを用いた高度な授業が行われる一方、

地方や公立学校で機会格差の固定化と私教育では教師不足や教材

の不備が常態化している。オンライン英会話サービスなどの私教育

がこの格差をさらに広げる一因となっている。

5. RQ3対応分析　固有言語の消滅と文化の揺らぎ

5.1 教育格差と固有言語の消滅
　消えゆく言語と失われる記憶公教育における制度整備が進んでも、

実際に高水準の英語教育を受けられるのは中産階級以上に限られる

ことが多い。都市部の私立学校ではネイティブ講師やICTを用いた

高度な授業が行われる一方、地方や公立学校で機会格差の固定化と

教師不足や教材の不備が常態化している。オンライン英会話サービス

などの私教育がこの格差をさらに広げる一因となっている。

　英語の拡大がもたらす最も重大な影響の一つは、地域固有言語

の消滅である。ジンバブエでは若年層が英語を家庭内でも使用し、

ショナ語やンデベレ語の使用機会が激減している。マラウイでも、

チェワ語より英語を優先する家庭が増加している。言語が消えるこ

とは、単なる「ことばの消失」ではなく、語りの文化、祭礼、物語、

叙事詩といった口承文化の断絶を意味する。

5.2 統一言語の利点と民族アイデンティティの喪失
　英語が共通言語として果たす機能は大きい。特に内戦後の国々では、

部族間の中立的共通語としての英語が統合の象徴となることもある。

しかし同時に、言語を失った民族は、自らの歴史と世界観を失い、

文化的自己認識の基盤が揺らぐ。言語とは単なるツールではなく、

文化記憶と価値観のコンテナなのである。

5.3 英語偏重がもたらすリスクと文化資本の再評価
　英語が国際語として重視される中で、教育現場での過度な英語偏

重は、母語や地域語を学ぶ機会を奪い、文化的自己理解の喪失を招

く恐れがある。ポストコロニアル批判的視座では、英語教育は単な

る言語教育ではなく、言語的ヒエラルキーの再生産を含む制度的な

権力構造と捉えられる（Canagarajah, 1999[3]）。また、Bourdieu

（1991）の理論に従えば、英語は「象徴資本」として機能し、教育

制度内での文化資本の格差を拡大させる手段ともなりうる。

　こうした視点を日本に当てはめると、英語教育と日本語や地域文化

の価値をどう両立させるかが、今後の教育設計の重要な課題となる。

6. RQ4対応分析 日本が直面する構造的リスク

6.1 世界標準からの取り残される
　こうした視点を日本に当てはめると、英語教育と日本語や地域

文化の価値をどう両立させるかが、今後の教育設計の重要な課題と

なる。グローバルサウスの英語人材は、すでに国際市場で積極的に

活躍している。日本企業は、英語での高度な交渉や技術共有、そして

研究協働の場において、しばしば言語的ハンデを抱えており、交渉

力や情報発信力で後れを取っている。今や競合相手は欧米ではなく、

南の新興国である。

6.2 国内市場における競争構造の変化
　国内労働市場でも、英語力とICTスキルを兼ね備えた外国人材が

重宝される状況が顕在化している。観光業やスタートアップや教育

分野では、英語を共通語とした職場が定着しつつあり、語学力に

乏しい日本人が実質的に機会を失う場面も少なくない。

7. 総括と提言

7.1 多様なモデルからの学び
　本稿で示した英語教育の三類型は、あくまで便宜的分類に過ぎな

いが、各国が置かれた社会的かつ歴史的文脈に応じた英語教育の

形を示している。日本は、これらのモデルを一面的に模倣するのでは

なく、自国の文化的土壌と照らし合わせながら「日本型の国際言語

教育」を構想する必要がある。

　また、日本が自国の文化的土壌に根ざした「日本型の国際言語

教育」を構想するにあたっては、デジタル技術の積極的活用が鍵と

なる。例えば、地方の学校でも質の高い英語授業を受けられるよう、

AI教材やクラウドベースのスピーキング支援、そして国際オンライン

交流などを取り入れることで、教育格差の是正と文化的自己理解の

両立が期待できる。オンライン英会話サービスのようなオンライン

サービスは、従来の「教室中心型英語教育」に代わる選択肢として、

今後ますます重要性を増すであろう。

7.2 英語教育と文化的自己理解の両立
　英語は必要だが、それと引き換えに日本語や日本文化の理解が

浅くなるのでは本末転倒である。真の国際人とは、自国の文化と

他者の文化のあいだに橋をかける者である。そのためには、英語教

育の質を上げると同時に、言語教育を文化教育と不可分のものとし

て位置付ける視座が求められる。

8. 今後の展望と課題

8.1 持続可能な言語教育への提言
　本稿では、グローバルサウス諸国における英語教育の多様な実態

を類型化し、日本の英語教育が直面する構造的課題を明らかにした。

その上で、以下に今後の展望と課題を整理し、持続可能な言語教育

の実現に向けた方向性を提言する。

8.2 グローバルな視野を持った教師育成の必要性
　英語教育の実践において、単に言語スキルの伝達にとどまらず、

異文化間理解や歴史的文脈を踏まえた教育が求められる。特にグロー

バルサウスの事例に学ぶことで、複数言語や複数文化の中で葛藤し

ながらも英語教育を進める力動が、日本の教育現場にも示唆を与える。
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今後は、国際的な教育課題に関心を持ち、異文化理解力を備えた

英語教員の育成が喫緊の課題である。

8.3 デジタル教育インフラと地域格差の是正
　地方や教育資源の乏しい地域においても、質の高い英語教育を受け

られる環境を整備するためには、デジタル教材やオンライン英会話

サービス、AI支援ツールの活用が不可欠である。オンライン英会話

サービスのようなサービスの活用は、その一例である。今後は、こ

うした技術の導入を単なる効率化手段としてではなく、教育機会の

平準化と文化的多様性の尊重を両立させる枠組みとして制度化して

いくことが求められる。

8.4 持続可能な比較教育研究の推進
　本稿で取り上げたようなフィールドワークを伴う比較文化的調査

は、実態に即した教育政策の立案に不可欠である。しかし、現状で

はグローバルサウスを対象とした継続的な教育研究は日本国内では

限定的である。今後は、教育現場とアカデミアならびに民間教育事

業者が連携し、持続的かつ多面的な国際教育研究ネットワークの

構築が必要である。
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1. はじめに

　電動車いすを利用する人々にとって、長時間の使用における姿勢

保持と快適性は重要な課題である。特に頭部を支えるヘッドレスト

は、身体状態の変化に伴って適切な支持が求められる部位であり、

個別のニーズに合致しない場合、疲労や痛みを引き起こす要因と

なる。さらに、電動車いすをヘルパーによって移動する際、頭部が

思わぬ方向へ倒れてしまうことがあり、この是正も設計課題の一つ

であった。

　本研究の主要な利用対象者は、ALSをはじめとする重度の身体

機能障害を有する人々である。これらの利用者は、病状の進行に伴

い変化する姿勢や支持のニーズを持つため、柔軟な設計対応が特に

重要となる。本プロジェクトは、ALS患者であり重度障害者でもあ

るデジタルハリウッド大学学長の杉山知之を対象として進められた。

本人の実際の利用状況と要望に基づいた調整と検討を通じ、電動車

いす用ヘッドレストのプロトタイピングを行い、利用者起点の設計を

実証的に追求した。

　本稿の骨子は、デジタルファブリケーションを活用した製造手法、

パーソナライズ設計の意義、今後の展望とともに、使用者の状態と

要望に基づいて形状を模索し開発した経緯を示す点にある。

2. 調査の概要

　電動車いす用ヘッドレストの開発にあたり、既存製品および関連

領域の調査を行った。先行研究では、ヘッドサポートは単なる姿勢

保持にとどまらず、呼吸・嚥下・発話などの生活機能に深く関わる

ことが指摘されている [1]。

　Permobil社製電動車いすの標準ヘッドレストは、汎用的な設計に

よって最大公約数的な要望には応えているものの、個々の身体条件

や生活環境に応じた最適化には限界がある。

　また、サードパーティ製のBodiLinkシリーズに代表されるヘッド

レスト群は高価であり、調整項目が多岐にわたるため、利用者や介

助者が最適な設定を得るには大きな負担を伴う。

　さらに、職人によるカスタムヘッドレストは手作業による精緻な

対応が可能である一方、制作に時間とコストを要し、汎用的な解決

策としての展開は困難である。

3. 設計方針

　調査による課題を踏まえ、「利用者の状態と要望に基づく形状設計」

を基本方針とした。

　その核心は、ALSなど重度障害者に最適なヘッドレスト形状を導

くために、プロトタイピングとフィードバックを重ねながら、姿勢保

持と快適性を両立する形状を探索する点にある。従来のように調整

機構を利用者や介助者に委ねるのではなく、開発側が繰り返しのプ

ロトタイピングを行い使用者の状態に合わせ、また要望を反映させ

ながら形状を進化させる点に特徴がある。

図1：Permobil社製電動車いすの使用場面（杉山知之学長）

研究報告

　ALS（筋萎縮性側索硬化症）をはじめとする重度障害者の利用を想定した電動車いす用ヘッドレストのプロトタイピングについて

報告する。既存製品や職人によるカスタムは一定の対応力を有するものの、高コストや調整負担の大きさから普及的解決策とは

なり得ていない。本プロジェクトでは、利用者の状態と要望に応じた設計方針のもと、臥位移動時に頭部が予期せず倒れる課題

や快適性の確保に対応する形状を模索した。CADと3Dプリントを用いたデジタルファブリケーションによる反復的プロトタイ

ピングを通じ、姿勢保持と快適性を両立する形状を導き出した。考察では、ユーザー起点設計の有効性を確認し、インクルーシブ

デザインおよび人間中心設計の観点からその意義を明示した。さらに展望として、可変構造、パラメトリックデザイン、オープン

ソース化、教育的応用といった方向性を通じて、産業界における実装事例との接続可能性を示した。
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4. デジタルファブリケーションによるヘッドレストプロト
タイピング

　本プロジェクトの開発は、デジタルファブリケーションを活用し

たCADと3Dプリントによるプロトタイピングを中心に進められた。

先行研究でも、3Dプリントによるカスタムヘッドサポートは市販製

品に匹敵する強度を持ち得ることが報告されている [2]。プロトタイ

ピングの各段階では、利用者からの具体的な要望や使用状況の観察

をもとに、形状改善を積み重ねた。

4.1 初期検証段階
　初期段階（Ver.1～3）では、頭部支持に必要な基本寸法の把握を

行い、3Dプリントによる造形精度や強度が実用に耐え得るかを確認

した。これにより、実際の使用者に適合するヘッドレストを設計する

ための基盤を整えた。

4.2 素材リサーチ
　快適性と耐久性を両立させるため、表面素材と内部クッション素

材について複数の選択肢を試した。表面素材では皮革、合成皮革、

メッシュを比較し、内部素材ではスポンジやウレタンフォームを使用

した。これらの検討を通じて、長時間使用において快適性と支持力

のバランスを確保できる組み合わせを模索した。

4.3 改良プロトタイピング段階
　利用者の要望を反映しながら形状を調整し、以下の改善を行った。

・Ver.4：横方向の支持性を強化しながら、耳の開放性を保ち、音や

声の聞き取りを妨げない基本形状の設計。

・Ver.5：頚椎に沿うカップ形状を導入し、皮革素材を採用すること

で快適性とデザイン性を両立。

・Ver.6：耳周囲への不要な接触を回避しつつ頚椎の保持力を強化

し、左右幅を最適化。

　これらの段階を経て、利用者が安心して使用できる形状へと最適

化することができた。

図2_1：標準ヘッドレスト使用時

図2_2：Ver.4, 聞き取りを妨げない形状のプロトタイプ（座位時）

図2_3：Ver.4, 聞き取りを妨げない形状のプロトタイプ（臥位時）

図2_4：Ver.5, 快適性とデザイン性を両立した頚椎保持形状の
プロトタイプ

図2_5：Ver.5, Ver.4, 標準ヘッドレストの形状比較
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図2_6：Ver.5とVer.6の頚椎保持の形状比較

図2_7：Ver.6プロトタイプ使用時

5. 考察

　本プロジェクトを通じて、既存製品や職人によるカスタムヘッド

レストが抱えていた課題を克服するために、CADと3Dプリントを

用いたデジタルファブリケーションによるプロトタイピングが有効で

あることが示された。利用者の具体的要望を反映しながら複数回の

プロトタイピングとフィードバックを重ねることで、最適化された形状

を導き出すプロセスが成立した点は、本研究の大きな成果である。

6. 展望

　本研究の成果を踏まえ、今後は以下の方向性が考えられる。

・可変構造の導入

　利用者の姿勢や身体状態の変化に応じて、ヘッドレスト形状を動

的に調整できる仕組みを実装することで、快適性と安全性の両立を

目指す。

・デジタルファブリケーション技術の高度化

　パラメトリックデザインやジェネラティブデザインなどの手法を統

合し、設計から製造までの一連のプロセスを効率的に結びつける。

これにより、多様な個別ニーズに柔軟に対応できる製造環境の実現

が期待される。

・オープンソース化による社会的展開

　設計データや製造ノウハウを広く共有することで、開発者・教育

機関・医療現場が連携し、インクルーシブデザインの社会的普及を

加速させることが可能となる。

・教育的応用の拡張

　産業界で注目されるアディティブ・マニュファクチャリング（AM）

を教育に取り入れることで、学生が社会課題に即した設計・開発プ

ロセスを体験できる。これは理論と実践を結ぶ教育モデルの形成に

も寄与する。

・産業界への実装と連携

　既にHP社やReplique社による電動車いす用パーツの3Dプリン

ト事例が報告されており、コスト削減と短納期化を実現している [3]。

こうした動向は、本研究成果の社会実装に向けた実現可能性を裏付

けるものである。

　本プロジェクトは個別的な事例にとどまらず、社会実装と学術研究

を架橋する実践的な枠組みとして位置づけられる。

　利用者・医療従事者・教育現場・開発者が協働することで、イン

クルーシブデザインの体系化と社会的波及をさらに推進していくこ

とが期待される。

7. まとめ

　ALSをはじめとする重度障害者に必要とされる電動車いす用ヘッ

ドレストの開発に取り組み、利用者の要望に基づいた形状設計を

プロトタイピングを通じて検証した。従来製品や職人によるカスタム

では対応が難しかった課題に対し、デジタルファブリケーションに

よる反復的なプロトタイピングが有効であることを示すとともに、

インクルーシブデザインおよび人間中心設計の観点から有用な知見

を提供した。また、利用者の状態と要望に基づいた改良が現実的に

可能であることを実証した点は、本研究の重要な成果である。

　今後は、可変構造の導入、パラメトリックデザインの活用、オー

プンソース化、そして教育的応用といった方向性を通じて、さらな

る発展が期待される。
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1. はじめに

1.1背景と目的
　一般的にメディアを活用した音楽のコンテンツ化は、1877年に

トーマス・エジソンが開発した蓄音機から始まるとされている。そ

の後メディアは様々な変貌を遂げ、1982年にCDが登場し現代で

も活用されており、所謂パッケージメディアとして世界に音楽を普及

させた。2000年代に入ると、インターネットの高速化や大容量化、

コンピュータの高性能化、スマートフォンの登場等により、音楽コン

テンツはパッケージメディアから配信メディアへと変貌を遂げた。

日本では、2015年からApple Musicが、2016年にはSpotifyが

サービスを開始している。パッケージから配信になることで得られ

るメリットのひとつがフォーマットや容量等の多様化である。これま

でパッケージであることで制限となっていたものが解放され、音楽

表現自体の自由度が向上したことになる。この恩恵を受けたフォー

マットに立体音響がある。従前よりDVDやSACDといったパッケー

ジメディアによる立体音響コンテンツもあったが、結果的に制作や

販売される数は少なく、また聴くためのサラウンドシステムも高価で

あり、機材の設置や設定等にも制限があったことから、特に個人ユー

スという市場では大きな普及とはならなかった。しかし、2016年

YouTubeが360度音響技術に対応し、2021年にApple Musicが

空間オーディオサービスを開始したことから、立体音響の音楽コン

テンツ数は増加しており、聴き方や再生環境等も個人が扱えるもの

となった。立体音響という言葉自体も広義であり、サラウンドやイ

マーシブオーディオ、空間音響や空間オーディオ、360度音響やVR

音響等数多くの呼称が存在する。このように、立体音響には様々な形

式や技術が存在し、音楽コンテンツと親和性が高いにもかかわらず、

コンテンツの増加状況は劇的な市場拡大レベルとは言えない。その

背景のひとつに作り手の数が少ないことが挙げられる。プロユース

のスタジオまたはエンジニアにおいてもこれらコンテンツに対応し

た人材はまだまだ少なく、立体音響を生み出す環境が限定的である。

　技術に目を向けると、モノラル（1ch）やステレオ（2ch）を超える

フォーマットやスピーカー等アウトプットの数を持つシステムを立体

音響と定義すると、歴史的には1933年のベル研究所で試験導入さ

れた3chサラウンド実験に遡ることができ、商業的には1940年の

ディズニー作品である『ファンタジア』が始まりとされている。1960

年代にはホームシアターという言葉が生まれ、自宅で5.1ch サラ

ウンドシステム等を組める商品が販売され、世界的に一般普及がな

された。現代では、YouTubeがAmbisonicsフォーマットに対応し

たり、Apple MusicがDolby Atmosフォーマットの配信を開始する

など、身近なプラットフォームにも技術が導入されている。また、イ

マーシブコンテンツといったコンテンツ自体やプラットフォームにも

導入され、より音響空間の再現が多彩になった。また、ステレオ環

境でも音源をバイノーラル化することで立体音響を楽しむことができ

る技術が活用されている。それに合わせ制作ツールもオープンソー

スのものが登場するなど、制作のハードルも低くなっている。一方、

制作現場では、本技術を扱える人材が限られている。その要因の

ひとつとして、立体音響のための教育プログラムがまだ確立されて

いないことが挙げられる。そこで、本稿では立体音響のための制作

教育カリキュラムの提言を行う。これにより、音を始めコンテンツ全

般に携わる人々の立体音響に対する意識が向上し、結果として人材

や環境、サービス等が増えていくことを期待する。

1.2 仮説
　立体音響技術は多様であるが、基礎や応用とレベル分けるするこ

とは可能であると考えられる。また、各技術に共通する部分も見受

けられるため、これらを基盤領域として捉え教育に落とし込む。また、

従来のモノラルやステレオ（以下、2次元音源）フォーマットのため

の音楽制作ワークフローおよび教育カリキュラムは豊富にあるため、

これらのプログラムを活用しつつ、立体音響（以下、3次元音源）の

ための教育内容や要素を追加またはアレンジすることで、学生等の

理解を促進し、且つ、カリキュラム策定の効率化にも寄与すると考

える。このことから、2次元音源のための教育プログラムを3次元

音源のための教育プログラム内容に適宜取り入れ、実用的な結果と

課題を明らかにしていく。

2. 先行研究と前提条件

2.1 音楽制作ワークフロー
　従来の音楽制作ワークフローは主に、作詞と作曲と編曲と録音と

ミックスダウンとマスタリングというプロセスから成る。特に、技術

的な制作の中心は録音とミックスダウンであり、この工程を中心に検

証や考察を進める。

研究報告

立体音響技術を用いた音楽制作のための基盤教育カリキュラムの
考察と提言

Consideration and Proposals for a Basic Education Curriculum for Music Production 
Using 3D Sound Technology

　近年、注目されている音響技術のひとつに立体音響がある。特に音楽やエンタテインメント業界においては、新しい表現手法

として有益な音響技術になるが、現状の技術開発または活用のノウハウが属人的あるいはローカルグループ内に留まっており、

従来のステレオサウンド制作技術と比べると、手軽さや実用的な技術選択肢と言えるまでの普及には至っていない。そのため、

立体音響制作のための技術教育を強化する必要がある。立体音響技術には異なる多くの技術的種類が存在し、それぞれ独自の

技術研磨をする必要がある一方で、それらに共通するベースメントの知識や技術も存在する。そこで、これらを基盤教育対象とし

カリキュラムを開発する。音での空間コントロールは元より、マイク等インプットからモニタリングシステムとなるアウトプットまで

連動した理解と合わせ、目的と制作実態を測りながら考えることのできる企画や発想まで含め、技術教育としていく必要がある。

デジタルハリウッド大学 准教授
Digital Hollywood University, Associate Professor

坂本 昭人   SAKAMOTO Akihito
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2.2 立体音響の表現手法
　立体音響の表現方法には、大きく3つの手法があることが坂本昭人

（2019）の研究ノートでまとめられている [1]。

・チャンネルベース: スピーカーの数に合わせ制作される手法。映

画館やホームシアター等で用いられる。

・シーンベース: 視聴者を中心とした360度空間での音変化を表現

する手法。YouTubeの360度動画コンテンツ等で用いられる。

・オブジェクトベース: 音源自体に位置情報を持たせ、音の変化を

表現する手法。Dolby Atmosまたは仮想空間等で用いられる。

　本来は表現の手法により必要とされる技術等が異なるため、個々

に特化したカリキュラムである方がより詳細な教育を成せるが、本

研究では立体音響そのものへの意識や実用性を向上させることを狙

いとし、概念や共通する知識、技術活用と企画または発想の3つの

視点を基盤としながら進めていく。また、現代においてはコンテンツ

やプラットフォーム等に応じ、先述の3つの表現手法の使い分けや

融合をシームレスに用いる場面も多く、今後より多くのコンテンツ

形態が増えることを鑑みると、立体音響全体としての視野を広める

ことが教育のファーストステップとして必要であることが考えられる。

3. 検証

3.1 概念と共通する知識教育
　そもそも立体音響とは何を示すか、何を背景に誕生し現代まで活

用されているか等、存在意義から理解をスタートし、活用のための

特徴把握、制作環境やモニタリングシステムに関わる技術や環境

構築等を含む具体的実現性までの全容を認識していった。2022年

11月には、ヤマハ社との共同特別セミナー【ヤマハ×DHU 特別セ

ミナー】「立体音響制作の最先端事情と体験」を実施し、実務レベル

での事情を把握した [2]。音を立体的に表現する考え方や仕組みを始

め、現状の最新技術の進捗や既存実績、課題等までを網羅し、まず

は立体音響を身近に捉えると共に、実装のため意識強化を図った。

3.2 技術教育
　技術およびその活用については近年目覚ましい発展を遂げている

が、単に仕組みやオペレーションに特化するのではなく、目的や実

現性、規模や難易度、環境や予算やスケジュール等に対応した技術

であることが実導入には望ましい。また音作りが音の入口とするな

らばモニタリング環境が出口となり、両面の事情を合わせ考えられ

た技術の活用であることが必要となる。また、実際に教育を受ける

対象を学生または初級者層と定めると、制作される成果物は、SNS

等身近なプラットフォームや簡易に組めるサラウンドシステムに対応

したものであり、且つ、低予算で構築できる制作環境やイヤホンま

たはヘッドホンや比較的少ない数のスピーカーで構築したサラウンド

システムに対応した仕様であることが求められるため、これらを条

件とし次の条件を前提に検証を行った。

・再生環境: ローカルおよびYouTube等のSNSサービス

・制作環境 : パソコンとイヤホンまたはヘッドホン等、安価に入手

可能なDAWやプラグイン

・モニタリング環境: 小規模なサラウンドシステムまたはイヤホンや

ヘッドホン等のステレオ環境

　音楽制作ワークフローにおいて手法の選択が発生するもののひと

つに録音（レコーディング）がある。マイクロフォン等を用いて実際

の音を録音する方法（以下、録音）とMIDI音源を打ち込んだりオー

ディオ音源を組み合わせたりするコンピュータ内部で音を再現する

方法（以下、打ち込み）と、音の調達は2種類に大別できる。

3.2.1 従来の方法で調達した音の立体音響化

　2021年6月から8月にかけて、ソニーミュージック協力のもと

実施した「VR音響制作演習」では、実際のアーティスト楽曲制作に

おいて、立体音響コンテンツ制作を実施した [3]。本楽曲の音源は予

め全て従来の録音や打ち込みで制作したものであり、これを編集で

立体化するというワークフローで実施している。立体化にはDAW

用プラグインとしてMeta社の提供するFacebook 360 Spatial 

Workstationおよびatmoky社の提供するIEM Plug-in Suiteを使っ

た。DAWにおいては、Cockos社が提供するReaperとAvid社が

提供するProToolsを用いた。それ以外の実作業においては使い慣

れた従来の技法や環境等を用いて制作している。ここではYouTube

へのアップロードおよび360度の動画に連動させた形を想定した

ため、シーンベースの技術を用いた制作となり、モニタリング環境

はバイノーラルステレオ（2ch）方式となっている。この方法の場合、

レコーディングや打ち込みといった音の調達は従来の技術がそのま

ま使えるため、音の表現や品質等のコントロールがしやすく作業も

スムーズになった。編集においても定位や音像等細かい調整が可能

なため、多様な表現が可能となる。一方で、あくまでコンピュー

タにてシミュレートした立体音響であるため、用途によっては立体再

現度に物足りなさを覚える可能性も考えられる。本科目では履修者

5名のうち、単位修得が4名となり、理解や習得が進んだことが窺

える。

3.2.2 録音で調達した音の立体音響化

　2023年7月にはヤマハ社との立体音響レコーディング授業「PJT

科目 立体音響レコーディングの実践と考察」を実施した [4]。ここで

は録音時より立体音響の形式で音を扱うことから、専用の立体音響

マイクを用いた。入手しやすさや音の精度、操作性が比較的容易な

ZOOM 社の H3-VR マイク(4ch マイク)と、入手難易度と音の精

度共に高く、本格的操作を要するヤマハ社の ViReal Mic(64ch マ

イク) を使い、音質や音像等の比較をしながら実コンテンツ制作を

行った [4]。この場合、録音時よりアウトプットを意識した音録りを

する必要があるため、楽器等音源の立ち位置（鳴り位置）や音の被

り具合、縦横高さの音像調整、マイク指向性を考慮した音量調整と

4chまたは64chを一度に扱うDAWシステムとの連携等、従来の

音楽録音とは異なる立体音響ならではの視点や技術、システム等が

欠かせない。また、音の品質もマイク性能に準じるため細かい調整

には限りがあり、録音時間も多くなる可能性がある。ただし、空間

をそのまま録音するため立体精度は高く、シミュレートではない本物

の立体音響を収録することができる。一方、編集においては、立体

情報が定着された音源で記録できるため、実工数は少なくなり作業

時間の縮小にはなるが、後で音源情報を変更したり、新たな演出を

加えることには限りがあり、音質等の作り込みの幅も狭くなる。尚、

本成果物はYouTubeへのアップロードも見越していることから、シー

ンベースでのバイノーラルモニタリングと教室内でのチャンネルベー

スでのサラウンドモニタリングを行っている。本科目では、履修者

20名のうち、17名が単位修得となり、こちらも理解や技術習得の

状況が窺える。

図1：ViReal Micを使ったレコーディング
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3.3 企画・発想教育
　アウトプットとなるモニタリングシステムから立体音響技術の活用

を思案することで、技術理解およびその活用や発展のための実践的

な企画力や発想力の向上を図った。2024年10月から11月にか

け、先進的な音楽制作を手掛けるMoonbow Music社と共に、「PJT

科目【株式会社Moonbow Music×DHU】サウンド空間デザインの

ための立体音響モニタリングシステム研究」を実施した[5]。ここでは、

最大 8ch のスピーカーシステムを構築しつつ、他にも4ch や 2ch

ステレオ、イヤホンまたはヘッドホンを用いたバイノーラル等を用

いた。さらに、これらスピーカーの設置位置や角度、スピーカー

数の増減やアレンジを施すことで、より多彩なアウトプット形式で

特徴を捉えた。そもそも音楽をメッセージングのためのコンテンツ

と捉えるならば、音楽を聴いてもらったことで相手方に情報が伝わ

ることが目的達成となる。高音質な音が望ましいのか、手軽に聴け

る環境が望ましいのか、分かりやすい音であることが望ましいのか

は、その時々で変わってくる。つまり、企画や発想の段階でこれを

明確にする必要があり、その青写真の精度を上げるために多様な

アウトプット形式を先に明らかにしたものである。最終的には、シーン

ベースやオブジェクトベース等複数のフォーマットを融合したサウンド

デザインや、スイートスポットやデッドスポットを考慮したサウンド構

築等の新しい企画を創出することとなり、目的を持った企画と技術

活用が連動した、広い発想力強化の教育へと展開を図った。本科目

では、履修者28名のうち、18名が単位修得となり、こちらも理解

や新規発想の状況が窺える。

4. 考察
　従来の技術基盤教育では、前提知識を理解した後、制作ツールの

オペレーションに時間をかけ、その後に応用や発展をしていく形が

多い。この手法は実行力を身につける上では実用性があり有効であ

る一方で、将来的な時代性や技術的機能拡張性、柔軟な汎用性等を

鑑みる必要がある。そこで、基盤的な技術習得と共に、その周辺で

必要となる要素も合わせて習得する広いカリキュラム範囲が必要で

あると考える。

表1：各科目の履修者数や単位修得者数等

科目名 回数
履修
者数

単位修得
者数

最終課題
提出物

単位習得
者割合

【ヤマハ×DHU 特
別セミナー】「立体音
響制作の最先端事情
と体験」

1回 24名
-

（単位外科
目のため）

-
（セミナー

形式の
ため）

-
（単位外科
目のため）

PJT科目 VR音響制
作演習

8回 5名 4名 コンテンツ 80%

PJT科目 立体音響
レコーディングの実
践と考察

8回 20名 17名 コンテンツ 85%

PJT科目 【株式会社
Moonbow Music
×DHU】サウンド空
間デザインのための
立体音響モニタリン
グシステム研究

8回 28名 18名 企画書 64%

　各科目における履修者数と単位修得者数を並べると、理解が進ん

だことが窺える。特に最終課題をコンテンツとした技術特化科目に

おいてその傾向が顕著である。本学ではこれとは別に、従来の2次

元音響技術教育となる「サウンドデザイン」を実施しており参考比較

すると、2025年度第2クォーターでは全8回実施の授業において、

履修者105名中89名（85%）が単位修得しており、これと比べて

も近い状況となっている。

　立体音響教育においては、従来の2次元音源制作技術教育のプロ

セスが3次元音源制作技術教育のための前提知識として活用できる

面が多く、ワークフロー全体の大枠を理解することや、部分的に技

術流用することは有効であることが分かった。録音であれ、打ち込

みであれ、制作の大きな流れは変わらず、部分的な知識や技術を追

加またはアレンジすることで体系的に教育をすることができる。立

体音響教育においては、多様な技術フォーマットが存在するため、

個々の技術に焦点を当てるよりも、どのフォーマットにも共通する広

い技術知見を身につけることが重要である。さらに、技術そのもの

が発展途上であることから、将来的に現状とは違った形や考え方も

増えるであろうことが考えられる。そのため、今の技術だけを習得

するよりも、立体音響の仕組みそもそもの原理・原則や普遍的な技

術を知ることが大事である。

　同時に、その技術特性を活かした企画や発想も合わせて向上さ

せることで、音楽自体に求められる目的を果たすことになりうるし、

実用的な立体音響技術活用をすることができると考える。こういっ

た企画や発想系内容では、時に映像やゲーム、アニメやデザイン等

音楽以外の要素に対する知見も必要になり、最終的にそれらを立体

音響と調和させ新しい企画や発想をアウトプットするわけである。従

来の技術教育よりも広い視野や教育領域が求められる分、学生の考

察する範囲は拡大し、場合によっては得手・不得手等も出てくる可

能性がある。そのためそれらのサポートにも配慮し教育カリキュラ

ムを構築する必要があり、単一技術習得だけに留まらない次代の技

術教育の特徴とも言える。

5. 課題と展望
　本稿はあくまで技術の初期段階に絞ったものであり、教育範囲も

広さ・深さ共にファンダメンタルな範疇に留まったが、それでも学生に

より理解度の差が出た。本来は、この後に繋がる深い専門性や汎用性、

そして新規性を持った目的達成や技術活用が合わさり初めて実用的

な教育として成立する。そのため、より深くそして日々変化する技術

に対応するための柔軟性ある技術やテクノロジーへの理解を進める

と共に、企画立案やビジネスマネジメント、他分野コンテンツ等へ

の意識や知見をも併せ持つ必要があり、立体音響教育全体もしくは

コンテンツ制作全体を見据えたカリキュラム開発が求められる。
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1. はじめに

1.1 研究の背景
　2025年現在、AI技術の進化は人間とコンピュータのインタラク

ションに革命的な変化をもたらしている。コンパニオン型AIアバター

は、単なる情報提供ツールを超えて、人間との感情的な繋がりを

築く存在として注目を集めている。AIアバター市場は、AI動画生成

プラットフォームとバーチャルヒューマンとリアルタイム対話可能な

デジタルヒューマン AI エージェントの 3 つのセグメントに分化し、

急速な成長を遂げている [1]。

　日本においては、急速な高齢化と労働人口の減少という社会課題

に対し[2]、AIアバターが公共サービスの維持向上のための実用的な

解決策として期待されている [3]。経済産業省が2025年6月に発表

したエンタメ・クリエイティブ産業戦略では、コンテンツ産業を基幹

産業として位置づけ、2033年の海外売上高目標を20兆円に設定

した [4]。

1.2 日本のキャラクター文化とAI
　日本のポップカルチャーは、独自のキャラクター文化を発展させ

てきた[5]。アニメとマンガとゲームといったコンテンツ産業において、

キャラクターは単なる物語の登場人物を超えて、ファンとの感情的

な結びつきを生み出す存在として機能してきた [6][7]。

　この文化的土壌は、AIアバターの受容と発展において独特の優位

性をもたらす可能性がある。

1.3 研究の目的
　本研究の目的は、日本のキャラクター文化とAI技術を融合させた

コンパニオン型AIアバターの開発を通じて、人間とAIの新たな関係

性構築の可能性を探求することである。特に日本のキャラクター論

を基盤としたAIアバターへのキャラクター性付与の方法論確立、マル

チモーダルコミュニケーションによるプレゼンスの実現、KAWAII

文化の実装による親密性と適切な距離感の両立に焦点を当てる。

図1：猫耳アバターのビジュアルデザイン

2. 理論的背景

2.1 伊藤剛のキャラクター論
　伊藤剛は『テヅカイズデッド ひらかれたマンガ表現論へ』におい

て、マンガ表現における「キャラ」と「キャラクター」の概念的分離を

提唱した [6]。伊藤によれば、キャラクターとは物語内で一貫した人

格を持つ存在であり、固有名と結びついた図像と内面の複合体である。

一方、キャラは、簡単に言えばキャラクターの図像的側面が前景化

し、その属性の記号的集積として機能する存在である。

　この理論をAIアバターに適用すると、重要な示唆が得られる。AI

アバターが人間との関係性を構築するためには、単なる図像的な

キャラとしてだけでなく、一貫した人格と内面を持つキャラクターと

して認識される必要がある。同時に、キャラとしての記号的明快さも、

初期の認知と受容において重要な役割を果たす。

2.2 東浩紀のデータベース消費論
　東浩紀は『動物化するポストモダン オタクから見た日本社会』に

おいて、現代のオタク文化における消費形態をデータベース消費と

して概念化した [7]。東によれば、ポストモダンにおいては大きな

研究報告

コンパニオン型AIアバターにおけるキャラクター性と
マルチモーダルコミュニケーションの設計と評価

Design and Evaluation of Character and Multimodal Communication in Companion-Type AI Avatars

デジタルハリウッド大学 准教授
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　日本のポップカルチャーにおけるキャラクター文化とAI 技術の融合を目指してコンパニオン型 AIアバター日向ナナを開発。

イラストレーターのまよぎい氏がビジュアルデザインを手がけたこの猫耳アバターには、カメラからの視覚情報認識と音声対話

を組み合わせたマルチモーダルコミュニケーション機能が実装されている。伊藤剛のキャラクター論、東浩紀のデータベース

消費論、森政弘の不気味の谷現象を理論的基盤とし、KAWAII 文化の実装により親和性の高いデザインを実現した。2025 年

6 月 28 日にデジタルハリウッド大学ホームカミングデー 2025で実施した実証実験では 9 名から体験アンケートを収集した。

会話の自然さや動きの表現について肯定的評価を得た一方で、会話テンポや音声認識精度に改善の余地があることが明らかに

なった。経済産業省の2025年エンタメ・クリエイティブ産業戦略が示すコンテンツ産業の海外売上高20兆円目標（2033年

目標）に向けた技術基盤構築への貢献が期待される。



38©︎2025 Digital Hollywood University DHU JOURNAL Vol.12  2025

物語が失効し、代わりにデータベースから要素を抽出し組み合わせ

ることで個々の作品やキャラクターが生成される。

　この視点は、AIアバターの設計において重要な指針を提供する。

現代のユーザーは、キャラクターを構成する要素（属性や性格や外

見的特徴など）のデータベースに慣れ親しんでおり、これらの要素の

組み合わせからキャラクターの全体像を構築することに長けている。

2.3 森政弘の不気味の谷現象
　森政弘が1970年に提唱した不気味の谷現象は、ロボットやCG

キャラクターが人間に似れば似るほど好感度が上昇するが、ある程

度まで似ると急激に不快感や嫌悪感を引き起こし、完全に人間と区

別がつかなくなると再び好感度が上昇するという現象である [8]。

　この理論は、AIアバターのビジュアルデザインにおいて重要な指

針となる。フォトリアリスティックな人間の再現を目指すと、技術的

な限界により不気味の谷に陥りやすい。一方、日本のアニメ調のキャ

ラクターデザインは、意図的に様式化と記号化された表現であるた

め、この問題を回避しやすい。

2.4 KAWAII文化の理論的考察
　KAWAIIは、日本語の「かわいい」をローマ字表記したものである

が、単純な翻訳では表現しきれない日本独自の美意識と文化的概念

として国際的に認知されている。1974年のハローキティ誕生以降、

日本のポップカルチャーを象徴する概念として発展し、2009年に

は外務省が「カワイイ大使」を任命するなど、日本の文化と外交に

おいても重要な位置を占めるようになった [9]。

　Sharon Kinsellaは、現代的な「かわいい」が1970年代に日本

のティーンエイジャーの間で出現したと分析している [10]。KAWAII

の特徴は、幼児的特徴、丸みを帯びた形状、パステルカラー、不完

全性の表現にあり、威圧感を軽減し親近感を醸成する。入戸野宏の

二層モデルによれば、KAWAIIは西洋の「cute」と異なり、対象への

感情的関与と保護欲求を含む複雑な概念である [11]。

　入戸野宏は、かわいいを対象に接した人の内部で生まれる感情と

して捉え、それが養護動機を引き起こし、親しみやすさを演出する

効果があることを実験的に示している [12][13]。

　AIアバターにおけるKAWAII文化の実装は、人間とAIの心理的距

離を縮め、親密なコミュニケーションを促進する重要な戦略となる。

特に日本市場においては、この文化的要素の適切な実装がAIアバ

ターの受容性を大きく左右する。

3. デジタルハリウッド大学における先行実践

3.1 授業実践における観察
　筆者は、デジタルハリウッド大学において、2020年から2024

年にかけ、アバターを介したコミュニケーション実践を授業に取り入

れてきた。COVID-19パンデミックによるオンライン授業への移行

を契機として、学生たちがVRChatやclusterなどのバーチャル空間

で、アバターを通じて交流する機会が増加した。

　この実践を通じて、自己開示の促進、創造性の向上、関係性構築

の変化という興味深い現象が観察された [14]。特に、バーチャル美

少女ねむが『メタバース進化論』で指摘する「バーチャル・エンボディ

メント」現象、すなわちアバターを自己の延長として認識し、仮想的

な身体感覚を獲得する現象が確認され、これはAIアバターが単なる

対話インターフェースを超えて、ユーザーとの感情的結びつきを生み

出す可能性を示唆している [15]。

　一方で、実在感の欠如、感情表現の制限、信頼関係構築の困難と

いう課題も明らかになった。

図2：デジタルハリウッド大学でのゼミ授業風景

図3：自身をアバターとして卒業制作展のガイドを行う学生

4. コンパニオン型AIアバターの設計と実装

4.1 キャラクター設計思想
　コンパニオン型AIアバターの設計にあたっては、理論的背景と実

践から得られた知見を統合した。基本設定として、名前は日向ナナ、

外見は猫耳を持つアニメ調の少女でメイド服着用、年齢設定は見た

目18〜20歳程度、性格は明るく親しみやすく献身的だが適度な距

離感を保つため、カフェで働くメイドという役割を演じているという

二重構造とした。

　まよぎい氏によるビジュアルデザインは、親しみやすさと非日常性

の融合、記号的明快さ、文化的親和性、パステルピンクとホワイトを

基調とした攻撃性を感じさせない色彩構成というコンセプトに基づ

いている。

図4：メイドとしてデザインされた日向ナナとUI
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4.2 マルチモーダルコミュニケーション
　技術的制約により、実装できた機能は視覚情報処理の部分的実装、

音声対話機能、表情制御の限定的実装、インタラクション機能に留

まった。メラビアンの研究によれば、感情や態度の伝達において視

覚情報が 55%と声のトーンや話の速さなどの聴覚情報が 38%、

言語情報が 7% を占めるとされ [16]、ノンバーバル表現の重要性が

示されている。

4.3 動作制御とアニメーション
　人間らしい動きの追求のため、階層的な動作制御、動作の連続性、

アイドルモーションに注力した。VTuberの配信を分析し、誇張され

た感情表現と視聴者を意識した動きという特徴的な動作パターンを

抽出し実装した。

4.4 KAWAII要素の実装
　視覚的要素として、頭身比率6.5頭身、大きな目と小さな鼻と口、

パステルピンクの背景、動く猫耳などを実装した。行動的要素と

して、やや高めの声音設定、照れた時の頬を赤らめる表現、時折見

せる言い間違いなどの不完全性の演出を組み込んだ。

5. 実証実験

5.1 実験概要
　2025年6月28日、デジタルハリウッド大学ホームカミングデー

2025 において、開発したコンパニオン型 AIアバター日向ナナの

実証実験を実施した。このイベントには 347 名の卒業生と在校生、

講師や教員が参加した。

図5：ホームカミングデーでの配置の様子

5.2 実験環境
　カフェテリアの一角を使用し実際のカフェ環境を模倣した展示

スペースを構築した。大型ディスプレイによるアバター表示、指向

性マイクによる音声入力、1 人あたり5 〜 10 分の体験時間という

環境で実施した。

5.3 実験結果
　体験者に対して実施したアンケート（回答者数：9名）の結果、こ

のアバターは人間らしいと感じたかという質問の平均スコア（すべて

5点満点）は2.6、このアバターに好感を持てたは3.6、このアバター

は賢いと感じたは3.0、アバターの外見デザインは魅力的だったは

4.1、声の質と話し方はキャラクターに合っていたは4.0、会話内

容は理解しやすく適切だったは3.6、アバターのジェスチャーや動き

は自然だったは3.4、アバターの表情は豊かで自然だったは3.4と

いう結果を得た。

　自由記述では「ちょっとしたイントネーションくらいかなと思いま

すが、本当にここまでの技術かとびっくりしました」（50 代男性）、

「テンポ？」（20代女性）などのフィードバックと、「対話している感

じがあまりしないかも。話すスピードが速いとより良いなと思いまし

た」（20代女性）、「少し話すスピードが遅いと感じました」（20代女

性）、「もう少し短い会話だと自然な感じがする気がしました」（30

代女性）などの要改善点が指摘された。

5.4 実験から得られた知見
　ビジュアルデザインの成功（アニメ調のデザインが日本のユーザー

に親和性が高いことと、猫耳という明確な記号がキャラクターと

しての認識を促進、KAWAII要素が威圧感を軽減し親しみやすさを

演出）とキャラクター設定の有効性（メイドを演じているという二重

構造が適切な距離感を創出したことと、カフェという具体的な場面

設定が対話の文脈を明確化したことで、一貫したキャラクター性が

没入感を向上）、基本的な対話能力（LLMによる自然言語処理が基本

的な会話を可能にしたこととキャラクター設定に基づく応答が一貫

性を保証）が高い評価を得たことが明らかになった。

　一方で、会話のリアルタイム性の改善（応答生成の遅延が会話の

テンポを損なうことから処理時間の短縮が急務）と音声認識の精度

不足（特定のキーワードの誤認識と環境音への対処が不十分）、ノン

バーバル表現の限界（表情変化のパターンが少ないとジェスチャー

が固定的になり文脈に応じた変化が不足）と対話の深度不足（長い

会話になると不自然さが顕著になることと文脈の保持や活用が不十

分）という課題が明確になった。

図6：体験者の様子

6. AIアバター市場の動向

6.1 グローバル市場
　2025年現在、世界のAIアバター市場は急速な成長を遂げている。

Synthesiaは140以上の言語に対応しFortune 100企業の60%

以上が利用する業界リーダーであり[17]、HeyGenは急成長を遂げ

ている [18]。Soul Machines は生物学的 AIという独自技術により、

感情を表現する完全自律型アニメーションのデジタルヒューマンを

提供している [19]。

6.2 日本市場
　株式会社ティファナ・ドットコムの AI さくらさんは 2016 年から

運用され、国内導入実績No.1のアバター接客システムとして、駅や

商業施設、官公庁など物理的な公共空間で幅広く利用されている [3]。

　AVITA株式会社のAVACOMやTOPPAN株式会社のNARiKiRUは、

人間が遠隔でCGアバターを操作する人間参加型モデルを採用して

いる [20][21]。
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6.3 社会的影響と倫理的課題
　Common Senseの2025年調査では、米国の13〜18歳の若者

の31%がAIとの会話が人間並みかそれ以上に満足だと回答し、33%

が深刻な相談をAIに行った経験があると報告している [22]。一方で、

AIアバターへの過度な感情的依存のリスクや、未成年者保護の観点か

らの規制の必要性が指摘されている[23]。

　主要なAI開発企業は、恋愛関係の育成を専門とするGPTを禁止

するなど、AIアバターと人間の関係性において適切な境界線を維持す

ることの重要性を認識している[24][25][26][27]。

7. 考察と今後の展望

7.1 成果と意義
　研究で開発したコンパニオン型AIアバター日向ナナは、日本の

キャラクター文化とAI技術の融合という観点から、伊藤剛のキャラ

とキャラクターの概念をAIアバター設計に応用する方法論を提示

した。また、KAWAII文化を具体的に実装し、メイドを演じていると

いう二重構造の設定により適切な距離感を保ちつつ親密なコミュニ

ケーションを可能にする枠組みを提供した。

7.2 限界と課題
　技術的限界として、リアルタイム処理の課題、ノンバーバル表現の

制約、感情認識の精度不足がある。倫理的課題として、感情的依存

への対処、プライバシーとデータ管理、未成年者保護の問題がある。

7.3 今後の研究方向
　短期的には処理速度の向上によるリアルタイム性の改善と表情パ

ターンの拡充が必要である。中期的には医療介護分野や教育現場で

の活用のために、倫理ガイドラインの策定が求められる。長期的に

はAGI（汎用人工知能）の実現により、AIアバターと人間の関係性に

根本的な変革がもたらされる可能性がある [28]。

　経済産業省のエンタメ・クリエイティブ産業戦略が示す2033年の

海外売上高 20 兆円目標の達成に向けて、AIアバター技術はコン

テンツの高付加価値化と海外展開の促進において重要な役割を果た

すことが期待される [4]。

8. 結論
　日本のキャラクター文化とAI技術を融合させたコンパニオン型AI

アバター日向ナナの開発を通じて、人間とAIの新たな関係性構築の

可能性を探求した。デジタルハリウッド大学ホームカミングデー

2025 での実証実験では、ビジュアルデザインとキャラクター設定

について肯定的な評価を得た一方で、技術的な改善の余地があること

が明らかになった。

　技術的な進歩だけでなく、文化的文脈と倫理的配慮を統合したAI

アバター開発の重要性を示した。日向ナナの開発を通じて得られた

知見は、今後のAIアバター研究の基盤となり、人間とAIが共生する

未来社会の実現に貢献することが期待される。
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1. はじめに

　電気街としての秋葉原は、戦後復興期に組み立てラジオや工業用

の電子部品を扱う闇市が現在のJR秋葉原駅周辺に移転したことを

起点として形成された。その後、高度経済成長期には家電量販店

やオーディオなどの趣味家電専門店が集積し、日本最大の電気街と

して広く知られるようになった。1970年代には、後に日本のパー

ソナルコンピューター発祥の地とされる開発ショールームが誕生し、

1990年代から2000年代にかけては、美少女ゲームや同人文化を

源とするポップカルチャーの中心地として国際的な認知を獲得した。

さらに2010年代以降は、日本におけるインバウンド観光の主要拠

点としても機能している。このように秋葉原の都市的変容は、商業

空間の景観変化にとどまらず、地域の文化的特徴や経済基盤の積層

とも深く結びついてきた。

　秋葉原の変容と不変的な地域特性について、2025年8月1日に

NPO法人秋葉原観光推進協会（千代田区協賛）が開催した「AKIBA

サブカルサミット@神田明神2025」のオープニングセレモニーにお

いて、特別講演 [1]およびパネルディスカッションを行った。そこでは、

秋葉原の地域固有の文化的特徴と秋葉原に継続的に関与する人々で

ある「秋葉原クラスタ」の行動様式が、時代に伴う秋葉原の都市的

変容の中で、いかに不変的かをまとめた。

　文化経済学の議論では、都市空間における文化資本の形成と消

費は単なる商業活動を超え、社会的および経済的価値を生み出すと

されている [2][3]。秋葉原研究においても、電気街から「おたく」文化

拠点への変容を「ブランド化」として捉える視点 [4] やコンテンツを媒

介にした情報空間に基づく「観光資源化」の進展を重視する視点 [5]

が提示されてきた。さらに、秋葉原の文化資本形成において重要

な役割を果たす人々を「秋葉原クラスタ」として概念化した [6]。秋葉

原クラスタとは、居住者や事業者に限定されず、秋葉原の文化や経

済に強い関心を持ち、積極的に訪れ関与する人々を含む広義の関係

人口を指す。彼らは単なる消費者ではなく、しばしば「プロシューマー

（生産と消費を横断する存在）」として機能し、創造的活動やその評

価と批評を通じて新しい文化資本を生み出す主体とされる。以上の

先行研究を踏まえ、秋葉原を経済基盤の変化と文化的個性の継続性

が併存する都市空間として位置づけ、その地域固有の特性と役割を

明らかにする。

2. 秋葉原の変容と不変的特徴

2.1 秋葉原クラスタの行動様式
　「AKIBAサブカルサミット@神田明神2025」の特別講演では、

2000 年代の再開発以降に生じた景観の大きな変化がまず指摘さ

れた。石丸電気やヤマギワ電気といった家電量販店の閉店、さらに

旧神田青果市場跡にあった駅前広場の消滅である。これらの変化は、

バブル崩壊後の大型家電量販店の再編や青果市場の大田区移転に

起因し、必然的な流れであったといえる。しかし一方で、地域に深

く関わる「秋葉原クラスタ」は依然として積極的に活動していた。変

化のただ中にあっても、彼らの根底には「こだわり」と「冒険」と「DIY」

という行動様式が息づいていたのである。

　この秋葉原クラスタの行動様式は、戦後の組み立てラジオや電子

部品の闇市時代から引き継がれてきた特徴であり、秋葉原ブランド

を支える基盤である。「こだわり」は商品の徹底的な吟味を、「冒険」

は未評価の対象に情熱を注ぐ姿勢を、「DIY（Do It Yourself）」は市

場に存在しないものを自ら生み出す気質を意味する。これらの行動

様式はデジタル技術と結びつくことで深化し、秋葉原ブランドとい

う文化資本を創造した。

　文化経済学的に言い換えると、第一に「こだわり」は対象を細かく

吟味し自らの基準で評価する姿勢であり、「審美的選択性」として理

解できる。これは単なる消費を超え、批評的実践として機能する。

第二に「冒険」は、未承認の対象や新しい文化領域に関与する態度

であり、「未承認価値への関与」と呼べる。既存の制度や市場に依存

せず、新たな価値を生み出す創造的活動である。第三に「DIY」は「自

律的な生産実践」を表し、プロシューマーの特性を示す。これらはい

ずれも文化資本を新たに創出し、循環させる基盤となっている。

2.2 秋葉原クラスタと文化資本の循環
　秋葉原クラスタの創造的活動は、地域固有の文化資本を蓄積し、

それが観光や経済活動で消費され、さらに新たな活動を誘発すると

いう循環を形成している。すなわち秋葉原の文化資本は、蓄積から

消費、そして再生産というプロセスを繰り返し展開しており、その

ため、多種多様な趣味文化が秋葉原ブランドという文化資本として

集積されている。

　文化資本とは、経済的価値とは異なる文化的価値を持ち、経済活

動を支える生産要素として機能するものである。個人レベルでは知

識や技能がこれにあたり、自作PCの技術や趣味文化に関する深い

知識は、秋葉原クラスタ固有の文化資本とみなせる。それが地域に

集積することで「ブランド」として認知され、世界に発信される。秋

葉原ブランドは、戦後の電気街から始まり、1990年代の電脳街、

2000年代のポップカルチャーの中心地を経て、現在ではホビー、

アイドル、メイドカフェなどの拠点として国際的に認知されている。

つまり、秋葉原ブランドとは長期的に蓄積された文化資本が可視化

および象徴化されたものである。

研究報告

秋葉原の寛容性と文化資本の循環

Tolerance of Akihabara and the Circulation of Cultural Capital

デジタルハリウッド大学 客員教授
Digital Hollywood University, Visiting Professor

梅本 克   UMEMOTO Masaru

　2025年8月開催の「AKIBAサブカルサミット@神田明神2025」を資料に、秋葉原における文化資本の循環とその基盤となる

寛容性を検討する。秋葉原は電気街からポップカルチャー拠点や観光地へと変容したが、その背景には地域の関係人口である

「秋葉原クラスタ」の行動様式が存在する。彼らの創造的活動は文化資本を生み、集積と消費を経て再生産する循環を形成して

きた。その循環を支えるのが秋葉原特有の寛容性であり、多様な人々を受け入れ、変化に適応してきた。秋葉原を創造都市空間の

典型として捉え、寛容性を活かした住民と事業者と秋葉原クラスタの協働による街づくりを提案する。
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　文化資本の消費は、秋葉原ブランドが持つ雰囲気や体験を人々が

享受する行為を指す。観光や買い物による秋葉原らしい体験の享受

は、文化資本の消費そのものである。この消費は、観光資源化や経

済的利益をもたらす一方で、オーバーツーリズムによる過剰な観光

利用によってコアな文化的基盤を希薄化させ、ブランドの消耗につ

ながる危険性もある。これまで秋葉原クラスタと地元住民や事業者

が協働し、イベントや清掃活動、歩行者天国の実施などを通じて文

化資本の枯渇という「コモンズの悲劇」を回避してきた。その結果、

秋葉原に新たな関心を持つ人々が参加し、新たな秋葉原クラスタの

形成へとつながっている。

　このように、秋葉原における文化資本は、個人の創造的活動によっ

て生産されて集積し、秋葉原ブランドとして、観光客や国内外ファ

ンの訪問およびSNSでの拡散を通じて消費される。その結果、新

たな秋葉原クラスタが参入し創造的活動が行われるという段階を経

て展開してきた。このプロセスが、秋葉原における文化資本の循環

である。

2.3 秋葉原クラスタと秋葉原の寛容性
　秋葉原が秋葉原クラスタを惹きつける理由は、この地域が寛容性

と多様性と適応性を備えている点にある。とりわけ寛容性は、人々

の多様性を高め、結果として変化への適応力を生み出してきた。こ

の特質は、リチャード・フロリダが提唱した創造都市の条件「3T」の

一つ、Tolerance（寛容性）とも重なり[7]、秋葉原の創造都市として

の可能性を示す。

　秋葉原の寛容性は、車椅子利用者を自然に支援する人々や他店の

情報を惜しみなく共有する事業者や趣味を媒介に仲間意識でつなが

る「趣味縁」の場の存在といった事例に表れている。また、1990年

代に「おたく族」や「ねくら族」と揶揄された人々にとっても、秋葉原

は安心して交流できる居場所であった。

　秋葉原クラスタは単なる観光客や消費者ではなく、継続的に地域

に関与し創造的活動を行う主体である。彼らは、組み立てラジオや

電子工作に始まり、自作PCや同人活動、アキバ系音楽やメイドカフェ

といった文化的成果を生み出してきた。そして、それを可能にして

きたのが、異なる趣味嗜好を許容する秋葉原の寛容性である。この

環境があるからこそ、秋葉原は社会の変化に適応し、多様で新しい

文化を継続的に生み出すことができた。

　総じて、秋葉原における文化資本の循環は、秋葉原クラスタの創

造的活動による文化資本の生成から、地域への集積とブランド化を

経て消費され、新たな創造的活動の誘発というサイクルから構成さ

れる。この循環を可能にしているのが秋葉原の寛容性であり、これ

こそが秋葉原が新しい文化を発信し続ける根拠となっている。

2.4 秋葉原の可変性と不変性の象徴
　講演ではさらに、秋葉原の経済社会の変容と文化的不変性が、キャ

ラクターを通じて示された。秋葉原の不変性を体現する存在として

提示されたのが「手ノ原ころね」、変化への適応を象徴する存在と

して紹介されたのが「秋津みつば」である。両者は2011年、NPO

法人秋葉原観光推進協会が経済産業省の支援を受けて立ち上げた

「秋葉原おもてなしプロジェクト」から誕生したキャラクターである。

筆者もその普及に携わり、コスプレ衣装制作やライトノベル化の

プロデュースを担当した。

　ころねは、オーディオマニアの祖父と自作PC愛好家の父を持ち、

自らも電子工作を趣味とする設定で、秋葉原クラスタの行動様式を

継承する存在である。同時に「誰とでも仲良くなれる」という寛容性

を体現している。一方のみつばは、2008年の秋葉原無差別殺傷事

件を契機に中止されていた歩行者天国が2011年に復活した際、「安

心と安全」を象徴する存在として誕生した。その後、2016年には

インバウンド消費を背景に「人工知能キャラクター、秋津ミツバ」と

して再設定され、観光客を案内する役割を担った。

　こうして、ころねとみつばは、それぞれ秋葉原の可変性と不変性

を体現する存在となり、その併存こそが秋葉原の二面性を象徴して

いる。また、両者の名前を合わせると「秋葉原」となる点もまた象徴

的である。

3. 世代横断的証言と現状の課題

　「AKIBAサブカルサミット@神田明神2025」後半のパネルディス

カッション「アキバDNA：時代を超える秋葉原らしさ」では、異なる

世代に属する4名の登壇者が、それぞれの視点から変化する秋葉原

と不変の秋葉原らしさについて語り、筆者はファシリテーターとして

論点を整理した。

　まず、昭和期から秋葉原に関わる泉登美雄氏（元ソニーマーケティ

ング株式会社勤務で、現在は秋葉原観光推進協会理事長）は、電気

街から観光地への転換を体験し、サブカルチャーを観光資源として

活用する取り組みに関与してきた経緯を紹介した。続いて、2000

年代に秋葉原を拠点に活動したアーティストの桃井はるこ氏と永野

希氏は、音楽活動や路上ライブを通じて秋葉原を創造的実践の場と

して活用した経験を語った。さらに、2000年以降に育った若い世

代のぽぽたん氏は、小学生時代からメイドカフェやアイドル文化に親

しみ、デジタルハリウッド大学への進学や秋葉原のエンタテインメン

ト企業への就職を経て、現在はアイドルとして活動しながら日常的

に秋葉原を拠点とする生活を送っていることを述べた。

　議論では、泉氏が2000年6月に秋葉原電気街振興会によって初

めて発行された「秋葉原マップ」を提示し、桃井氏も2000年のメ

ジャーデビュー時の秋葉原での写真を示しながら、都市景観の変化

と秋葉原クラスタの活動を説明した。特に桃井氏は、2000年代前

半に秋葉原で生まれた音楽を「アキバ系」と命名し、現在も「元祖ア

キバ系女王」として認知されている。永野氏は、路上ライブを行う

際も寛容で応援してくれる秋葉原の住民や事業者への感謝から、ラ

イブ後にファンたちと自主的にゴミを収拾していた経験を語り、地域

との関わりを説明した。これらの証言は、秋葉原が単なる消費空間

ではなく、世代ごとに異なる関わり方を可能にする文化的活動拠点

であることを示すとともに、秋葉原の不変的な特徴として寛容性を

再確認する機会となった。

　さらに議論では、現状の秋葉原が直面する課題として、（a）夜間

営業する飲食店の不足、（b）観光客増加に伴う混雑やゴミ問題、（c）

路上ライブやコスプレ活動を安全に行える公共空間の不足、（d）「秋

葉原ブランド」の国際的保証や文化資産の認証の必要性、（e）事業

者と町内会の連携不足、が提示された。これらは、都市観光化の進

展に伴い、地域社会における文化資本の創造と蓄積の基盤が脆弱化

する可能性を示している。

4. おわりに

　秋葉原クラスタの行動様式である審美的選択性と未承認価値への

関与、そして自律的な生産実践は、単なる趣味的消費を超え創造的

活動として機能し、地域固有の文化資本を築き上げてきた。秋葉原

の文化資本の一形態である「秋葉原ブランド」の価値は、秋葉原クラ

スタによる創造的活動とその成果として蓄積されてきた文化資本の

循環によって形成されてきたのである。

　秋葉原クラスタによる戦後から続く創造的活動は、秋葉原特有の

寛容性に支えられてきた。寛容性を基盤とした創造的活動は、経済

社会的な多様性と変化への適応性を生み出し、秋葉原地域の文化と

経済の持続的発展を可能にしている。この点で秋葉原は、文化資本

の生産と消費が循環する創造都市空間の典型例といえる。

　ただし、この循環を持続させ文化経済的価値を維持するためには、

行政や制度に依存するだけでは不十分である。今後は、住民や事業

者といった地域の定住人口に加え、秋葉原クラスタも協働に参画で

きる仕組みを整え、持続可能な街づくりを推進する必要がある。
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　秋葉原は単なる商業空間ではなく、創造的活動と文化資本の循環

が交錯する重要な都市的実験場である。今後の再開発や観光戦略に

おいては、秋葉原の文化経済的特徴を活かし、寛容性を基盤に世代

を超えた秋葉原クラスタの参加を継承しつつ、協働参画者による主

体的な街づくりを進めることが求められる。秋葉原の事例は、文化

経済学的地域研究においても重要な示唆を与えるものである。
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1. はじめに

　2024年10月に開催された「DESIGNART TOKYO 2024」にお

ける富士フイルムデザインセンターの展示企画「富士をあじわう旅」

の一環として制作されたインスタレーション作品「浮き富士」の制作

過程および技術構成の概要について報告する。

　毎年秋に東京全体を舞台に開催されるフェスティバル「DESIGNART 

TOKYO」では、アート、建築、インテリア、ファッション、テクノロジー

など、多様な分野の展示が展開されている [1]。

　本展示では、オリジナル日本酒「富士王」の紹介を主とした、体験

型の要素が取り入れられており、本作品はその中核を担う映像インス

タレーションとして構成された[2]。図1に展示会場の様子を示す。会場

は東京・南青山に位置する富士フイルム デザインセンター CLAY

スタジオ内の展示空間で、2フロアにまたがる吹き抜けを活用し、

円錐形スクリーンはその中間層の高さに設置された。鑑賞者は下階

から見上げることも、上階から見下ろすことも可能であり、複数の

視点から富士山の変化を鑑賞できる構成となっている。

図1：展示風景（撮影：Sayukio Inoue）

　本作品では、視覚芸術と情報処理技術の接続可能性を探究するた

めに、富士山を主題としたデジタル映像表現を試み、円錐形スクリー

ンに点群映像を投影する表現を用いた。なお、本作品の企画意図と

して、富士フイルムデザインセンターより提示された要件は、「お酒

を嗜みながら風景を眺める」という風習に着目し、富士山を長時間

にわたって見守るような体験を創出することであった。本作品では、

その要件をもとに、鑑賞者がゆったりと景色の移ろいを楽しめるよ

うな映像体験の設計を試みた。

2. 表現形式の背景と本作品の主題

　本作品は、時間と空間の中で変化し続ける富士山の姿を、粒子の

変化として視覚化することを試みたインスタレーションである。この

発想は、「風景を眺める」という身体感覚を起点に、日本画の表現

技法や視覚文化への参照を通じて、現代的なデジタル表現として再

解釈されたものである。

2.1 富士山の象徴性とその視覚的活用
　本稿における「象徴」という語は、富士山という自然地形を単な

る風景描写としてではなく、その形態を視覚的な表現へと置き換え

る行為を意味する。本作品においては、富士山の文化的・歴史的な

意味作用を独自に深掘りすることは行わず、代わって、葛飾北斎や

横山大観をはじめとする日本画に描かれた富士山の表象を参照し、

すでに構築された文化的象徴性を受け継ぐかたちで、視覚構成と

変化する映像によって、富士山の印象に新たな解釈を加えることを

試みた。

2.2 富士山表現における時間性と空間性
　富士山は古来より、日本美術において多様な視点と時間軸で描か

れてきた象徴的な自然モチーフである。葛飾北斎の『冨嶽三十六景』

においても、異なる季節・天候・時間帯の変化を通じて「移ろい」

の視覚化が試みられている [3]。本作品では、そうした「静的構図の

多視点連作」に代えて、変化の「過程」そのものをリアルタイムで提

示することで、恒常性と移ろいを同時に感じられる映像体験を目指

した。ここでいう恒常性は、空間に据えられた円錐形スクリーンと

いう物理的かつ象徴的な構造体が担っており、常にその場に存在し

続ける富士山のイメージと重ね合わせられている。

2.3 粒状構造による空間の知覚と日本画の影響
　本作品では、粒状構造を通じて空間を知覚させる映像を表現する

にあたり、日本画における輪郭を用いない描法から示唆を得ている。

特に横山大観らが用いた朦朧体の技法は、滲みやぼかしによって空

気や光の移ろいを描き出すものであり、輪郭線に依存せずに奥行き

や形態を感じさせる視覚効果に着目した。このような描法を参照し、

粒子の密度や動きによって奥行きや形を印象づける演出を試みた。

地形データとして使用した国土交通省の3D都市モデル「PLATEAU」

に含まれる富士山頂の高密度点群は、山肌のざらつきや岩の起伏と

いった質感の情報を写実的に保持しており、輪郭を描かずとも山岳

研究報告

点群ビジュアライゼーションによる円錐形スクリーン
プロジェクションマッピング

Point Cloud Visualization for Conical Screen Projection Mapping

デジタルハリウッド大学大学院 特任助教
Digital Hollywood University, Graduate School, Project Assistant Professor

鈴木 由信   SUZUKI Yushin

　2024年10月に東京で発表されたインスタレーション作品「浮き富士」の制作過程と技術構成の概要について述べる。本作品

では、点群データを用いた映像を円錐形スクリーンに投影し、富士山の形状がもつ象徴的なイメージを、粒状構造の動きとして

表現することを試みた。映像には、ノイズフィードバックを用いた独自の処理を点群に加えることで、粒子がゆるやかに揺らぐよ

うな変化を生み出した。こうした連続的な動きによって、映像が時間の経過とともにゆるやかに変わっていく様子が空間全体に

広がるよう設計されている。映像インスタレーションにおける「時間の流れ」と「空間の広がり」を連動させた実験的な表現として、

本作品のコンセプト、技術的工夫、展示設計について報告する。
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地形を想起させる形態として知覚される一因となっている。本作品

では、このような高解像度の写実的質感を基盤としながらも、時間

変化に応じたアルゴリズムによって粒子がゆるやかに変容し続ける

設計を導入している。写実と抽象、静と動を一つの映像空間に共存

させる映像体験を目指した。

3. 技術構成と映像構成

3.1 点群データの取得と加工
　本作品では、複数の実在環境に基づく点群データを素材として用

いている。富士山頂の地形データにはPLATEAUのデータを使用した。

さらに、富士山周辺の自然物（溶岩、倒木、苔、キノコなど）をスマー

トフォンで3Dスキャンし、色情報やスケール、位置座標を正規化し

たうえで、地形データとともに独自のアルゴリズムにインプットした。

これらの点群データは、粒子構造として空間内に再構成され、時間

とともに密度・輝度・挙動が変化する設計となっている。

3.2 スクリーンの形状と事例調査
　映像は、物理的な円錐形スクリーンの構造と、仮想空間内の粒子

構成が連動するよう設計されている。直径約740cm、高さ135cm

のスクリーンに対し、周囲4方向からプロジェクションを行うことで、

360度の視覚体験が構築される。

　半球体や立方体を組み合わせた形状などのプロジェクションマッ

ピングに関する技術資料は多数存在する一方で、円錐状スクリーン

を対象とした事例は限られており、制作時点で技術的な詳細資料は

確認できなかった。その欠如を補うため、設計段階におけるイメー

ジの精度と共有性を高めるため、事前に模型を用いた投影実験を実

施した。レーザーカッターを使用して模型を制作し、マッピング精

度や投影歪みの検証を繰り返し行った。

　円錐状スクリーンを用いた先行事例としては、以下の二つが確認

できた。

　・ネイキッドが演出を担当したプロジェクションマッピング作品

「aeru」は、東京ミッドタウンに設置された高さ約6m・幅約23m

の富士山型モニュメント「江戸富士（EDO-FUJI）」に対して投影され

たものである [4]。このプロジェクトも富士山を主題とした大規模な

映像演出であるが、主に一方向からの視認を前提としており、360°

周囲4方向からの映像体験を構成するものではない。

　・「冨嶽三六〇」モニュメントでは、円錐形模型に対して光学的な

映像投影ではなく照明演出のみを行っており、映像表現やリアルタイ

ム生成は伴わない [5]。

　これらに対して本作品は、周囲4方向からの投影とリアルタイム

生成される点群映像を融合させ、鑑賞者は任意の位置から映像と

立体形状の融合を体験できる点で異なる。なお、山元史朗氏に、

プロジェクション設営において多くの技術的助言をいただき、その

結果、映像の精度と会場での表現の完成度が大きく向上した。

3.3 映像表現の構成
　本作品は3つの主要シーンで構成される。

　・流動変形シーン　点群全体を流れるように変形させ、空間全体

に漂う感覚を演出。

　・稜線描画シーン　富士山の点群データを線で接続し、稜線を浮

かび上がらせる。粒状の点群に加え、線的要素が構造的な美を

強調する。

　・有機粒子シーン　点群を球体に置き換え、各球体に環境テクス

チャを適用。球状粒子が有機的に変化し、雲や水滴のような

柔らかさをもたせる。

図2：流動変形シーン

図3：稜線描画シーン

図4：有機粒子シーン

　これらのシーンは、インスタレーションとして、どのタイミングか

ら鑑賞を開始しても成立する構造としつつ、長時間鑑賞においても

変化や趣を引き出すために、時間軸全体に強弱と緩急をもたせた

シーケンス構成を行った。全体はタイムラインベースで制御され、

シーンの切り替えを行なっている。

3.4 円錐形スクリーンにおける映像演出と空間設計
　映像空間に奥行きと没入感を与えるために、円錐形スクリーンと

いう特殊な立体形状の投影面と、3D空間上のカメラ位置との関係

に基づいた空間構成を設計した。特に本作品では、スクリーンを

富士山に見立て、その内部から外部を見上げるような視点を活用し

ている。代表的な演出として、図5に示すように、遠方から飛来する

物体が富士山の内部を突き抜けるように移動するシーンがある。

この演出により、視覚的な遠近感とスケール感を強調し、鑑賞者に

対して高い臨場感をもたらすことを意図している。
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図5：オブジェクトがスクリーンを貫通する演出

　また、使用した点群データは立体的な地形構造を保持しており、

富士山頂部の中央がやや窪んだ地形的特徴は、カメラを三次元空間

上の山頂中心に据える視点設計との親和性が高い。この山頂部を起

点に、山肌が周囲へと連続的に広がっていく様子を映像内で再現す

ることで、スクリーン全体に広がる映像体験を目指した。

3.5 機材構成とシステム連携
　点群データの処理から映像生成、そして投影に至るまでの工程を

一貫して制御するために、以下のようなシステム構成を採用した。

まず、点群の空間的精度と視覚的な均質性を確保するために、前処

理にはCloudCompareを用い、不要点の除去、座標系の正規化、

点群密度の均一化などを実施した。次に、時間的変化をともなう

粒子表現を実現するため、前処理済みのデータをTouchDesigner

に取り込み、ノイズによって粒子の位置を継続的に変化させるアニ

メーション制御とタイムラインを実装し、映像を生成した。その後、

生成された映像を立体的に投影し、円錐形スクリーンを包み込むよ

うな没入型の視覚体験を構築するために、MadMapperを用いてマッ

ピングを行った。投影には、富士フイルム製の超短焦点プロジェク

ターFP-Z8000を4台使用し、周囲4方向からの均一な投影を実現

した。各処理工程の統合管理および安定した映像出力のため、映像

生成・マッピング・投影制御の一連のプロセスは、マウスコンピュー

ター製PC「DAIV FX-I9G90」によって一元的に運用された。図6に、

本作品におけるプロジェクターとスクリーンの設置構成の概要を示す。

図6：設置構成

4. 展示成果と鑑賞者の反応

　展示期間中には延べ約780名が来場し、そのうち197名が自由

記述式のアンケートに回答した。多くの回答では、個人的な印象や

体験に基づいた記述が中心でありつつも、本作品に対する明示的ま

たは文脈的な言及も確認できた。

　映像については、滑らかな動きや柔らかな質感が印象に残ったと

いう反応が見られ、映像の変化が鑑賞者の視覚に対して刺激的では

なく、落ち着いた印象を与えていたことがうかがえる。また、リアル

タイム生成に触れた記述もあり、時間的な構造に対する感覚的な反

応が生じていたと見られる。これらは、映像が「完成された一枚の

絵」としてではなく、「経過し続ける過程」として知覚されていた可能

性を示唆している。さらに、「富士山の形が空間に浮かんでいるよう

だった」といった記述からは、立体形状のスクリーンと映像との組み

合わせが、立体視や浮遊感といった具体的な奥行き知覚を生み出し

ていたことが読み取れる。

　「見下ろす富士山」という構図に関する反応も見られ、視覚体験

と空間との関係性が印象に残ったことが読み取れる。鑑賞者によっ

ては本作品が「動的である」ことや「新鮮な視点での富士山表現」で

あるといった点に注目していたことが読み取れる。これらの反応

は、作品が単体の映像表現にとどまらず、空間構成や視覚体験全

体を通じて鑑賞者の知覚に働きかけていたことを示す一つの手が

かりとなる。

　展示全体に対しては、会場構成や動線設計、飲食の提供、ノベ

ルティ、他の展示との調和といった多様な要素が組み合わさり、イ

ベントとしての体験が多面的に捉えられていた。実際にアンケート

では、「空間の細部までへのこだわりを感じた」「スタンプや展示など

全体が一つの体験として調和していた」といった評価が見られ、来

場者は展示空間全体を統合的な体験として受け取っていたことが

うかがえる。そうした中で本作品は、来場者がその場にとどまって

見入るきっかけとなっていた。鑑賞者がその場にとどまり、ゆった

りと時間を過ごすことを促す存在として位置づけられており、アン

ケートにも「しばらく見入ってしまった」「富士山のプロジェクショ

ンが見応えあった」といった記述が寄せられた。こうした声は、鑑

賞体験の中で本作品が一時的な視線誘導ではなく、継続的な滞溜

を促す役割を果たしていたことを示唆している。本作品は、単体の

展示物としてではなく、空間全体の構成要素として統合的に設計さ

れており、実際にその設計意図が鑑賞者の体験と一致していた点

が注目される。「空間と展示がマッチしていた」「アートと空間を同

時に楽しめた」といったコメントも見られ、視覚的要素と空間構成

の調和が来場者に肯定的に受け止められていた。本作品の制作に

あたっては、富士フイルム デザインセンターの中村佐雅仁氏、池

亀春香氏、福原聖人氏をはじめとする関係各位より、企画意図の

共有やデザイン面での多大な協力を得た。特に、円錐形スクリー

ンの特性を踏まえた映像構成や展示空間での見せ方に関する助言

が、作品単体の完成度を高めただけでなく、他の展示物との関係

性にも配慮した全体ディレクションが、空間全体としての調和を生

み出す重要な要因となった。

5. おわりに
　本作品は、富士山の象徴性をもとに、構造体と映像の統合によ

る空間体験の創出を目指したインスタレーションである。円錐形ス

クリーンと粒子映像の連動により、視点移動や滞留を促す鑑賞体

験が実現された。今後は、本作品で得られた設計手法や空間構成

の知見を活かし、より多様な環境への展開や応用の可能性を探っ

ていきたい。
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1. はじめに

1.1 研究の目的と動機
　デジタルハリウッド大学では、アドミッション・ポリシーの一つと

して、「すべてをエンタテインメントにせよ！」[1] を掲げている。先般、

筆者は病気が発覚し、一時的に終活（人生の終わりに向けて行う準

備活動）を意識する場面があった。その時、終活はエンタテインメント

化されていないことに気が付いた。具体的には、自分が他界した場合、

家族やその他の人に金銭以外の価値を残しにくい点である。預貯金

やその他資産を家族に相続して終わり、イベント性や、エンタテイン

メント的な要素は、現在のサービスでは残しにくい。

　時同じくして、位置情報や地理情報を活用したイベントへの挑戦

を決めたことや、有名な海賊王の遺産を探す漫画を読み返していた

こともあり、これを使えば終活のエンタテインメント化ができるので

はないかと考えた。

　筆者の研究は、自身の他界後を彩ることを動機とし、終活のエン

タテインメント化を目的として、どのようにすれば現実世界で実施可

能なのかを考え、またその実現に向けた取り組みの実施内容につい

て報告するものである。

1.2 実現方法
　本節では、目的達成にはどのようなことを実施すればよいかを

考え、至った結論を説明する。

1.2.1 一般的な終活

　まず、一般的な終活について、例えば、一般社団法人終活協議会

では、以下の内容(抜粋)を踏まえたエンディングノートの作成を推

奨している [2]。

（1）自身、および人間関係の情報(生年月日等の個人情報、家族や

友人、親戚について)

（2）資産情報（銀行や証券口座、保険、箪笥預金など）

（3）医療情報

（4）遺言や遺品整理に関する情報

（5）家族に伝えたいこと

　基本的には現状整理を行い、他界後に、残された身内が手続き

等で困らないようにするものである。しかし、筆者が求めるものは、

エンタテインメント化であり、現状整理では情報連携のみとなって

しまい、目的を達成できないと考えた。

1.2.2 実施方法の検討

　そこで手本としたものは、有名な海賊王の遺産を探す漫画である。

この漫画では、以下の流れにより、ある海賊(富豪)が自身の他界

後に世界を動かすような財産を残し、その流れから主人公の物語に

つながっていく。

（1）世界を股にかけた海賊が、その財産を世界のどこかに隠す。

（2）その後、他界(罪により処刑)。

（3）遺言にて、財産の発見者にこれを譲ると宣言。多くの人が財産

を発見すべく、このイベントに参加。

　このような、富豪がその財産をゲームの勝者や発見者に与えると

いう物語は多数あるが、このモデルを実現できないか、を考えたと

ころ、金融手法とデジタルを活用することで、表1のように、現実

のサービスに置換できた。

表1：モデルと現実のサービスの対応

# モデル 現実のサービス

1 財産を隠す 位置情報等の送信

2 　　〃 貸金庫等での財産の保管

3 遺言 銀行の遺言サービス
また、寄付による生前の贈与*

*生前に実施したいとの要望も多かったため、追加

　これらを踏まえ、既存のサービスやゲームを、次ページ図1のよう

に組み合わせ、実現可能かの PoC および課題の洗い出しを行った。

このモデルを、以下「ビジネスモデル」と言う。

（1）主催者の出題したクイズ等に回答しつつゴールを目指すリアル

脱出ゲームの手法を活用し、主催者がクイズ等の課題を通じ、参加

者に財産の隠し場所を伝える。

（2）遺言を中心とする、金融上の支払いの仕組みを活用し、(1)の

課題をクリアした者に支払いを行う。

研究報告

現実世界での宝探しの実現に向けたPoCの実施

Conducting on PoC Aimed at Realizing Treasure Hunts in the Real World

デジタルハリウッド大学大学院 院生
Digital Hollywood University, Graduate School, Graduate Student

櫟原 崇雄   ICHIHARA Takao

　筆者は、主に終活のエンタテインメント化を念頭に、自身の他界後に、その財産を活用し、現実世界での宝探しの実施を目指

している。そのために、ビジネスモデルを構築し、その一部分について実験(以下「PoC」と言う。PoC：Proof of Concept)を

実施した。そのPoCの実施の概要と、実施後の参加者インタビューを通じ得られた知見についてまとめ、報告するものである。

PoCを通じ、修正が必要な点はあるものの、現実世界でも宝探しが可能であることが分かった。
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2. PoCの実施

2.1 PoCに向けた準備
　ビジネスモデルを実装するため PoC を行った。今回は主催者が

クイズ等の課題を通じ、参加者に財産の隠し場所を伝えることを想

定し実施する。その実施のために以下の工程にて検証した。なお、

PoC については波木井卓ラボ ( 以下「ラボ」という ) のメンバーと協

力して行った。

（1）課題の洗い出し

運営上のリスク：

参加ニーズはあるか、参加者の公平性の担保、点数の配分、

クイズを出すためのアプリは開発可能か、AIにクイズが解か

れるリスクなど。

法的リスク：

景品表示法による規制や賞金上限、賞金にかかる税制など。

（2）事前準備すべき事項の洗い出しと使用する道具の整備

事前準備すべき事項：

イベントの開催要項、場所、賞品の用意、イベントの告知方法。

使用する道具の整備：

問題を出すためのツール開発が間に合うか。間に合わない場

合はその代替ができるか。

（3）クイズおよびヒントの作成

（4）告知、参加者の募集

　ビジネスモデルを実施する場合、特に(1)については、景品表示

法により開催できない可能性があった(参加料を徴収すると景品額

が制限される可能性)。これについては、生成AIの活用により、簡

易的な法律面の整理を行った。

　また、（2）について、使用する道具は主に主催者からの出題や

ヒントを参加者に伝達する手段であるが、すべてデジタル化を目指

したものの、PoC実施に間に合わない可能性が高く、内容的に紙で

も代用できたため、図2の通り、封筒と紙を使用した。

図2：使用した道具

　(3)については、ラボのメンバー各人で作成し、それらを持ち寄っ

てレベル感や平仄、問題数の吟味を行った。クイズは宝探しを意識

し、御茶ノ水駅近辺の散策を伴い回答するものとした。

　(4)は、コンセプトの説明やPoC後にインタビューを行う観点から、

主にデジタルハリウッド大学および大学院の関係者に限定し、参加

募集を行った。

2.2 PoCの実施
　PoCは2024年12月14日、御茶ノ水駅近辺で実施した。募集

の結果、6人の参加者があった。1チーム2人で3チームに分け、ルー

ル説明の後、60分間の散策とクイズの回答を実施した(図3参照)。

終了後、クイズの結果や残り時間、ヒントの確認状況を勘案し採点

を行った。優勝チームには宝に相当する賞品を渡した。

図3：PoC参加者の散策風景

2.3 PoCの結果を受けての反省点と課題
　賞品の授与後、今後の改善を企図し、参加者に対しインタビュー

を行った。その結果、下記のような示唆が得られた。

（1）チーム制にしたことで、互いの知らない側面が見られた。一方で、

チーム内での役割分担が発生し、2人で協力した解決は少なかった。

（2）イベントにテーマ性が必要で、例えば漫画○○関連や、○○の

歴史をめぐる、などである。また賞品もテーマに沿わせた方が、強

い参加動機となる。

（3）散策しながら紙を使うのは難しい。風や雨に弱い。

3 まとめ

3.1 PoCを通じて得られた内容
　以上の通りPoCを実施し、ビジネスモデルにおける主催者がクイ

ズ等の課題を通じ、参加者に財産の隠し場所を伝える部分について、

実施可能であることが分かった。

　また、より多くの参加者を集めるため、テーマ設定を行うとよい

ことが分かった。さらに、参加者がイベントをやりやすくするため、

道具のデジタル化が必要である。

図1：ビジネスモデル
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3.2 残った課題と今後の展望
　このPoCは、ビジネスモデルにおける財産の隠し場所を伝達する

機能に関する実験である。インタビューで得られた前節の要改良点

だけでなく、勝者に財産を与える機能について、実験を行う必要が

ある。

　これには、信託銀行のサービスや、SPC(特別目的会社)などの

特殊な会社を利用し、遺言や贈与の実施が必要である。また、この

ビジネスモデルでは財産を拠出する富豪の存在が必要であり、資金

の拠出を依頼する必要がある。

　また、信用力の観点から、これらを個人で行うことは難しいため、

実施のための会社設立が必要である。
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1. はじめに

1.1 問題意識
　近年の急速なAI技術の進展に伴い、データ教育や人材育成の在

り方が大きく変わると予測されている。経済産業省が2018年に発

表した「DXレポート」では、老朽化したITシステムの問題だけでな

く、経営や技術や人材のあらゆる面で変革が必要な時期に直面して

いると指摘されている [1]。これは「2025年の崖」と称され、日本企

業が競争力低下や経済損失のリスクを避けるために、デジタル人材

の育成・確保を急務とする提言でもある。さらに、文部科学省の

「情報活用能力の抜本的向上（デジタル化社会の負の側面への対応

を含む）」（2025）でも、日本のデジタル競争力向上のため人材育成

強化が喫緊の課題と明言されている [2]。

　こうした政策的背景を踏まえると、AIは単なる分析補助にとどま

らず、学習コンテンツの自動生成、個別最適化、意思決定支援など

を通じて教育の在り方を根本的に変える可能性を持つ。したがって、

データ教育は単なる知識やスキル伝達ではなく、現場での課題解決

と直結する形に再設計される必要がある。

　実際の企業現場では、データ活用に必要な技術的スキルと、事業課

題を適切に設定する思考力の双方が求められるが、実務では依然と

してアナリストへの依存が多く見られる。これは、技術面に加え、

課題設定や背景理解といった思考面とのバランスが十分に整っていな

いことに起因している。その結果、依頼件数の増加に伴って専門部署

の負荷が高まり、対応の遅延や質の低下を招くリスクが高まっている。

　したがって、AI時代においては、単なるスキル習得にとどまらず、

現場の課題解決と結びついた教育が不可欠となる。

1.2 構造的課題の整理
　データ教育に関する課題は、教育内容と現場ニーズの間に存在

する構造的なギャップに整理できる。従来のデータ教育は、統計解

析やプログラミングなどの技術的スキルの習得に重点が置かれてき

たが、実際の業務ではこれに加えて、課題を定義し、意思決定へと

つなげる思考力が不可欠である。しかし、両者を一貫して育成する

仕組みは十分に整備されていない。

　さらに、分析業務が専門部署に依存する体制は、依頼の集中や調

整コストの増大を招き、結果として業務全体の機動性を下げる要因

となっている。つまり、教育設計がスキル偏重であることと組織構造

が専門部署依存型であることの二重構造が、データ活用の定着を阻

害していると整理できる。

1.3 研究の目的と意義
　こうしたスキルとマインドのギャップおよびリソース逼迫の課題

に対し、AIが教育やデータ活用の方法論を刷新する時代において、

現場自走型の人材育成を再現性高く設計する原理を提示し、その

未来的展開に耐えうるモデルを構築する。特に、デザイン思考のプ

ロセスを教育設計に応用し、現場における課題発見から分析の企

画・実装・意思決定までを完結させるモデルを構築することを目指

す。本研究は、企業内における実践事例を基に、他部門や他企業で

も適用可能な普遍的知見を提供し、AI時代の事業価値創出に資する

人材育成の指針を示すものである。

2. デザイン思考の位置づけによる理論的枠組み

2.1 デザイン思考の概要
　デザイン思考（Design Thinking）は、製品やサービスの開発の

みならず、教育や組織開発の分野においても有効性が注目されてい

る問題解決手法である。

　IDEO.org（2015）に よ る と、 人 間 中 心 設 計 の プ ロ セ ス は 

Inspiration（着想）とIdeation（発想）とImplementation（実行） の

三つのフェーズで構成されており、それぞれに共感や定義、試作や

検証の方法が含まれている[3]。一方で、スタンフォード大学 d.school

（2010）はこれをさらに整理し、Empathize（共感）とDefine（定

義）とIdeate（発想）とPrototype（試作）とTest（検証） の五段階プ

ロセスとして提示している [4]。両者はいずれも利用者の視点に立っ

た課題発見と解決策創出を重視しており、本研究の教育設計モデル

の基盤となる。

2.2 教育設計への応用可能性
　教育分野におけるデザイン思考の活用は、学習者中心の教育設計

を実現する手段として有効である。特に社会人教育においては、学

習内容が実務課題と直接結びつく必要があるため、学習者の業務背

景や動機に基づいた課題設定が重要となる。デザイン思考は、学習

者自身が課題を発見し、その解決策を試行・改善する循環型の学び

を支援する枠組みを提供する。本研究では、この循環型プロセスを

データ活用人材育成プログラムに組み込み、現場主導の自律的学習

を促進する。

研究報告

現場主導型データ活用人材育成プログラムの設計と
デザイン思考的検証

A Study on the Design Thinking-Based Reinterpretation of Educational Design for Field-Driven 
Development of Data Utilization Professionals

　急速なAI技術の進展により、データ人材育成には技術習得に加え課題設定や意思決定力が求められるが、従来の教育はスキル

偏重であり現場との乖離が課題となってきた。本研究は、企業内のデータ教育プログラムを設計・実施し、その成果をデザイン

思考のプロセスを用いて事後的に再解釈した。受講者は業務課題の発見から分析・実装・改善までを自律的に遂行し、スキル

とマインドのギャップを乗り越える能力を獲得した。修了者は即戦力として業務改善や新たな価値創出を担い、学習コミュニティ

の形成やロールモデル化を通じて組織文化への定着も確認された。これにより、AI 時代に適用可能な人材育成の再現性ある

モデルと成功要因を提示し、他部門・他企業への応用可能性を示す。

デジタルハリウッド大学大学院 院生
Digital Hollywood University, Graduate School, Graduate Student
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2.3 既存データ教育モデルの比較
　従来のデータ教育モデルは大きく二つに分類される。第一は、統

計学やプログラミング、BIツールの操作などのハードスキル習得に

焦点を当てた「技術習得型」である。この型は基礎知識の習得には

有効であるが、学習者が現場の事業課題にスキルを応用する段階で

停滞しやすい。第二は、業務課題を起点に学習を設計し、価値創出

に直結させる「課題解決型」である。この型は実務適用力を高めや

すいが、再現性ある教育設計や評価指標の不足が課題とされる。本

研究は、課題解決型の強みを活かしつつ、デザイン思考を用いてそ

の再現性を補完することを目指す。

2.4 関連理論との接続
　自己主導型学習（Self-Directed Learning）の枠組み（Garrison, 

1997）[5] や、異なる領域を横断して新たな知識を獲得する越境学

習（Boundary Crossing Learning）の 議 論（Akkerman & Bakker, 

2011）[6]とも親和性を有する。自己主導型学習は、学習者自身が学

習の目的と方法と評価を主体的に管理することを重視し、越境学習は

新たな視点や知識の獲得を促す。現場主導型育成モデルは、これら

の理論とデザイン思考を組み合わせることで、スキルとマインドの双

方を育成し、持続可能な組織内データ活用文化の醸成を可能にする。

　構築した現場主導型育成モデルは、Kolb (1984) の経験学習モ

デルとも親和性を持つ [7]。すなわち、学習者が業務経験を通じて課

題を発見し、その経験を省察して概念化し、再度実践に移すという

循環は、デザイン思考の試作・検証プロセスと重なり合い、実務と

学習を統合する枠組みを形成する。

　本提案モデルは、既存理論に対して補完的に機能する。自己主導

型学習における主体的管理を、デザイン思考のEmpathizeおよび

Define段階を通じて業務課題と結びつける点で補い、越境学習の

知識横断性を、草の根的育成やロールモデル共有の仕組みによって

制度的に再現可能なものへと拡張した。さらにKolbの経験学習モ

デルの循環にPrototypeおよびTest段階を重ねることで、学習成果

を業務改善に直結させる循環型の枠組みへと発展させている。

2.5 枠組み
　デザイン思考の各プロセスを教育設計に対応づけることで、現

場主導型データ活用人材育成の枠組みを構築した。表1に示すよ

う に、EmpathizeとDefineは ニーズ 把 握と役 割 定 義、Ideateと

Prototypeは施策設計とカリキュラム設計、Testは成果評価と再現

性検証に対応している。本枠組みを基盤として、以降の章で教育プ

ログラムの設計と検証を具体的に論じる。

表1：現場主導型データ活用人材育成における
デザイン思考プロセスの適用

プロセス プログラム内容

Empathize 現場ニーズを調査し、依存構造や文化資産を把握する

Define 人材の役割像と学習サイクルを定義する

Ideate 現場自走性やOKR連動など、育成原理を施策設計に反映する

Prototype 段階的カリキュラムを設計し、伴走支援する

Test 修了率や行動変容を評価および検証する

3. 方法

3.1 研究プロセスの位置づけ
　企業内での教育プログラムをまず実務的に設計・実施し、その後

にデザイン思考の枠組みを用いて再解釈・体系化を行った。このア

プローチにより、現場実践に根ざした施策を理論的に裏付けること

が可能となり、企画先行型の実務研究に対する一つの方法論的示唆

を提供する。Yin（2018）によると、ケーススタディは現象をその文

脈において深く理解するための有効な研究方法であり、特に実践的

な教育事例や組織内でのプロセスを分析する際に適している [8]。

企業内で実施されたデータ教育プログラムを対象とし、その設計と

実践を詳細に検証するものであるため、ケーススタディの方法論的

枠組みと合致する。

3.2 研究対象の概要
　対象は、ある事業会社において実施された社会人向けデータ教育

プログラムである。プログラムは、現場メンバーが自らデータ活用の

一連のプロセス（課題発見と分析の企画・実装・改善と意思決定）を

遂行できるようになることを目的として設計された。カリキュラムは

基礎から応用までの四段階（Stage1〜Stage4）で構成され、データ

活用の基礎知識から実務課題に基づく応用演習までを網羅している。

参加者は部門推薦または自己推薦により選抜され、上長、メンター、

講師の三者による支援体制の下で学習を進めた。

3.3 Empathize
　プログラム設計に先立ち、アナリストと現場メンバー双方のニーズ

や制約条件を把握するための調査を行った。調査の結果、現場では

分析依頼の目的や背景が不明確なまま依頼が行われることが多く、

要件整理や意図確認に時間がかかることが明らかになった。また、

データ活用の実行主体がアナリストに集中し、現場メンバーが自ら

活用する機会が限られていることも課題として浮かび上がった。加

えて、既存の社内文化として、オープンなコミュニケーションやナレッ

ジシェアの習慣が定着していたこと、エンジニア育成プログラムの

実績が参考資産として利用可能であることが確認された。

3.4 Define
　共感フェーズで得られた知見を基に、「現場主導型データ活用人材」

の役割像を定義した。この役割は、(1)業務課題の発見、(2)課題

のデータ活用による解決可能性の評価、(3)分析の企画と要件整理、

(4)データ抽出・加工・可視化、(5)結果に基づく意思決定と改善提案、

のプロセスを自律的に遂行できることを要件とする。また、これら

を円滑に回すために「事業課題に基づくデータ活用サイクル」を構造

化し、明示的に学習プロセスに組み込んだ。この定義により、教育

設計は単なるスキル習得ではなく、事業価値創出をゴールとする包

括的な能力開発に焦点を当てることとなった。

4. 施策設計

4.1 Ideate
　共感と定義のフェーズで明らかになった現場課題と人材要件を踏

まえ、教育施策の原理を設計した。第一に、現場自走性の確保である。

データ活用のサイクルを現場内で完結させる能力を育成することで、

アナリストへの依存度を低減することを目指した。第二に、業務目

標との連動である。学習成果が受講者やチームの業務目標達成に直

結するようにカリキュラムを構成し、教育が実務と乖離しないよう

に設計した。第三に、伴走支援の設計である。メンターや上長が学

習過程を継続的にモニタリングし、受講者が業務適用の壁を突破で

きるように支援する仕組みを導入した。第四に、スキルとマインド

の両立である。単にハードスキルを獲得するだけでなく、課題発見

や要件整理、成果活用のために必要なマインドセットを同時に育成

することを重視した。これらの施策原理に基づき、教育は単なる知

識やスキルの伝達ではなく、現場で実際に価値を発揮できる行動変

容を促す設計へと昇華された。

4.2 Prototype
　教育プログラムは、四つのレベル（Stage1〜Stage4）に分けて

基礎から応用までの習得プロセスを段階的に構成することを目的と

して設計した。その全体像を図1に示す。
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図1：現場主導型データ活用人材育成プログラムの段階的構成

　各Stageでは、講師によるインプット、メンターによる個別フィー

ドバック、上長による業務適用支援が組み合わされ、受講者の自律

性を損なわない範囲での伴走支援が実施された。

4.3 自律性促進のためのコミュニケーション設計
　プログラム運営においては、受講者が主体的に学びを進められる

よう、コミュニケーション設計にも配慮した。具体的には、講師や

メンターからの直接指示を最小限にとどめ、課題定義や進行管理は

受講者自身に委ねる方針を採用した。また、学習内容や進捗はオン

ラインプラットフォームで共有され、受講者間の相互支援や情報交

換が促されるよう設計された。この設計により、プログラム修了後

も自律的な学習・実践コミュニティが継続する基盤が構築された。

5. 検証

5.1 成果の定量評価
　プログラムは10名の参加者のうち5名が修了し、修了率は50％

であった。成人学習は時間的・認知的制約の下で行われるため修了

率が低下しやすいことが知られている。Sweller（1988）は、課題

解決の際に必要となる情報処理が学習者の処理容量を超えると、学

習の定着が阻害されると指摘している [9]。こうした「過度な認知的

負荷」とは、課題が難しすぎたり、既有スキルとの乖離が大きすぎた

りすることで生じるものである。本プログラムも、実務課題を扱う

高難度の内容と本業との両立という制約により、受講継続には高い

負荷が伴った。しかし、本プログラムは単なる実践的課題解決にと

どまらず、知識習得と実践応用を組み合わせた複合的設計であった

ため、従来型の問題解決学習に比べて学習支援的な側面も有して

いた。そのような条件下で50％が修了に至ったことは、認知的負

荷理論が示す困難さを考慮すれば相対的に妥当な成果であると位置

づけられる。

　修了者の学習到達度については、SQLやデータ基盤の操作にとど

まらず、上長との対話を通じて業務課題を抽出し、データ定義・分

析設計・仮説検証・結果の実務照合といったサイクルを独力で遂行

できるようになっていた。従来、外部アナリストが要件整理に平均

2〜3営業日を要していたのに対し、修了者は背景知識を持つ当事

者として観察結果に基づけば1日以内に完了できていた。

　これらの成果は、単なるスキル習得にとどまらず、「即戦力として

活用可能なジュニアアナリストを5名創出した」という具体的な効果

を数値的に示している。

5.2 成果の定性評価
　定性評価は、受講者と上長とメンターへのインタビューおよび

プログラム中の観察記録を用いて実施した。主な所見は以下の通り

である。

　受講者は、課題発見から分析設計までの初期段階において、自ら

意思決定を下す傾向が強まった。

　上長は、部下がデータに基づく提案を行う頻度が増加し、意思決定

の精度や業務改善の質が向上したと評価した。

　メンターは、受講者間での知識共有やツール活用事例の交換が

活発化し、学習コミュニティが定着したと報告した。

　これらの結果は、単なるスキル習得にとどまらず、マインドセット

や行動習慣の変容が生じたことを示している。また、学習コミュニティ

については、社内データを用いた詳細なネットワーク分析や定量的

測定は困難であったものの、Akkerman & Bakker（2011）は、そ

の定着や信頼関係の形成が受講者のモチベーションや特性に大きく

依存することを指摘している [6]。したがって、本研究で観察された

事例は再現性や持続可能性を支える一要素を示すにとどまり、異な

る条件での検証については本研究の範囲を超えるものである。

5.3 再現性要因の抽出
　プログラムの成果が再現可能であるかを検討するため、受講者ご

との実施結果を比較した。その結果、三つの要因が成功の鍵として

特定された。第一に、信頼関係の事前構築である。受講者とメンター

や上長との間に事前から信頼関係が形成されている場合、学習の継

続率や業務適用率が高まる傾向が明確に確認された。第二に、草の

根的先行育成である。一部の部署において先行的にプログラムを

試行し、その成功事例を社内に共有することによって、他部門での

受容性が高まり、プログラム導入が円滑に進んだ。第三に、ロール

モデルの存在である。成功事例を体現する修了者が組織内で認知さ

れることで、後続の受講者が明確な目標像を持ち、学習意欲を維持

する効果が確認された。これらの要因は、単発の教育施策を一過性

の取り組みに終わらせず、組織文化として定着させるための条件と

して重要であり、他企業や他部門に展開する際の有用な指針となる。

6. 考察

6.1 他部門・他企業への適用可能性
　構築した現場主導型育成モデルは、既存の学習理論に立脚しつつ、

その限界を補い拡張する点に独自性がある。自己主導型学習では十

分に扱われてこなかった「主体性と業務課題の接続」を強化し、越境

学習を制度的に再現可能な形へと翻訳し、Kolbの経験学習モデル

を業務改善に直結する実践的枠組みへと発展させた。このように、

本モデルは従来理論が抱える制約を超え、AI 時代の人材育成に

求められる実務的・持続的な教育設計の方向性を提示している。

　提示した現場主導型データ活用人材育成プログラムは、特定企業

での実践事例を起点として構築されたものであるが、その知見は他

部門や他企業においても応用可能である。重要なのは、単に制度的

な条件を整備することではなく、明らかにした成功要因を理論的枠

組みに基づき活用することである。

　具体的には、オープンな情報共有文化、学習を実務と接続させる

仕組み、ロールモデルの存在といった要因は、特定の企業文化に依

存するものではなく、いずれの組織においても意図的に設計と育成

が可能である。たとえば、情報共有文化が十分に根づいていない環

境であっても、小規模な成功事例を草の根的に積み重ねて共有する

ことで、徐々に受容性を高めることが可能である。また、経営層や

管理職による支援は、制度的な必須条件としてではなく、学習内容

を実務に結びつけやすくするための促進要因として位置づけること

が適切である。

　したがって、他部門や他企業における適用を考える際には、単に

条件整備の有無を確認するのではなく、提示した成功要因をどのよ

うに活用し、現地の組織文化や既存資産に適合させるかを検討する

ことが重要である。これにより、異なる環境においても再現性を持っ

て現場主導型の人材育成を展開することができる。
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6.2 AIと人間の役割分担を踏まえた教育設計
　AI技術の進展は、教育や人材育成の方法論だけでなく、業務に求

められる能力そのものを大きく変化させつつある。日常的なデータ

処理や定型的な分析、レポート生成のような作業は、AIによる自動

化が急速に進むと予測される。すなわち、AI時代の業務において人

間に求められるのは、自動化では代替できない課題発見の力、意思

決定の力、そして倫理的判断や創造性である。

　このような環境変化を踏まえると、人材育成においては単にスキ

ルを習得させるだけでは不十分であり、学習者が現場で主体的に課

題を設定し、その解決にデータを活用する力を身につけることが求

められる。提示した現場主導型育成モデルは、まさにこの要請に応

える枠組みとして位置づけられる。

　AIは、学習ログや業務データを活用した個別最適化や進捗の分析

やアイデアの創出支援などを通じて教育の効率性と柔軟性を高める

ことができる。しかし同時に、過度なAI依存は人間の主体性や批判

的思考を弱めるリスクを伴う。したがって、AIは人間の意思決定や

課題発見を支援し、拡張するための道具として適切に位置づけるこ

とが不可欠である。

　要するに、AI時代における人材育成の意義は、AIが担う領域と

人間が担う領域を区別しながら、それらを補い合う形で結びつける

力を育てることにある。本研究の枠組みは、このようなAIと共存す

る業務環境に適応した教育設計の方向性を示すものである。

6.3 成功要因モデルの提示
　分析結果から抽出された成功要因を整理すると、現場主導型デー

タ活用人材育成の枠組みは、基盤層と設計層と成果層の三層構造と

して理解できる。図2にその全体像を示す。

図2：現場主導型データ活用人材育成における成功要因モデル

　基盤層では、受講者とメンターや上司との信頼関係の確立が前提

となり、情報共有やナレッジシェアが組織文化として定着している

ことが不可欠である。これにより、学習者は安心して新たな実践に

挑戦し、育成施策が一過性で終わらず持続的に機能する。設計層で

は、段階的に構成されたカリキュラムと、自律性を尊重しつつ業務

適用を支援する伴走体制が効果を発揮する。とりわけ、学習内容と

OKRなどの業務目標を結びつける設計により、教育が実務と乖離せ

ず、行動変容へとつながる仕組みが形成される。成果層では、受講

者が自ら業務課題を発見し、データ活用を通じて意思決定や業務改

善、新たな事業価値の創出を実現することが期待される。また、修

了者がロールモデルとして認知されることで、後続者の学習意欲が

高まり、成果の拡張性が担保される。さらにAI技術の発展に伴い、

これら三層の横断的要因として、人間とAIの適切な役割分担が新たに

加わる。AIはデータ処理やパターン抽出、シナリオ生成などの効率

化を担い、人間は課題設定、文脈理解、最終意思決定といった領域

で中心的役割を果たす。この分業構造によって、教育の成果はより

持続的かつ拡張的となり、従来の成功要因とAI活用の相互補完が次

世代の育成モデルを形づくる。

6.4 デザイン思考との親和性
　デザイン思考の導入は、単なる教育手法の借用にとどまらず、現

場主導型育成モデルを理論的に基盤づけ、かつ再現性を確保する枠

組みとして機能した点に意義がある。具体的には、Empathizeおよ

びDefineの段階で、受講者と現場のニーズを丁寧に抽出および構

造化することにより、単なるスキル伝達型教育では実現しえない「役

割像の明確化」と「事業価値に直結する課題設定」が可能となった。

このことは、6.1節で示した他部門または他企業への適用可能性を

支える理論的基盤である。すなわち、環境や組織文化が異なる場合

でも、デザイン思考の構造を介して現地の制約条件を再定義し、適用

可能な育成施策へと翻訳できる柔軟性が担保される。

　さらに、IdeateおよびPrototypeの段階は、6.3節で提示した成

功要因モデルの「設計層」と密接に対応している。段階的カリキュラ

ムや伴走支援といった施策は、単に実務への応用を促すだけでなく、

学習者の自律性を尊重しながら行動変容を引き出す仕組みとして機

能する。ここでデザイン思考の発想と試作のプロセスを重ねること

で、教育設計が一過性ではなく継続的に改善および洗練される循環

型モデルへと昇華されている。

　また、Test段階の成果評価と再現性要因の抽出は、6.2節で論じ

た「AIと人間の役割分担」の議論を補強する。すなわち、AIによる

効率化や最適化を教育設計に導入する場合でも、Test段階を通じて

人間の主体性・判断力が適切に保持されているかを検証することが

不可欠である。この視点は、AIをあくまで人間の学習と創造性を拡

張するツールとして位置づけるうえで理論的根拠を与える。

　以上を総合すると、デザイン思考は単に教育設計の手順を整理す

るだけでなく、(1)環境適応性、(2)循環的改善、(3)人間中心性の

三点において、現場主導型人材育成の再現性を支える枠組みとして

中核的に作用していることが明らかになった。

7. 今後の展望

7.1 他部門への展開の可能性
　成果は、同一企業内の異なる事業部や他企業へ適用することで、

さらなる発展が見込まれる。具体的には、業務特性や組織文化の

違いが育成効果に及ぼす影響を検証することで、モデルの一般化や

適用指針を精緻化できる。また、生成AIを活用した課題設定支援や

学習ログ分析といった新たな技術を組み込むことで、モデルの進化

が期待される。

7.2 カリキュラム進化の可能性
　AI技術やBIツールの進展に伴い、教育カリキュラムは継続的に進

化する必要がある。第一に、データ取得や加工の自動化を活用する

ことで省力化を進め、分析から意思決定までのプロセスを短縮する

ことが求められる。これにより、教育成果を業務へ迅速に反映しや

すくなる。第二に、AI導入に伴って重要性が高まるデータ倫理やガ

バナンスに関する教育を拡充し、受講者が持続可能かつ倫理的に適

切なデータ活用を実践できるよう支援することが不可欠である。こ

れらの取り組みによって、単なるツール習得にとどまらず、AI時代

に適応した包括的な能力開発を実現できる。

7.3 社会的意義と研究の限界
　社会的意義は、AIとデータ活用が進展する時代においても、人間

中心の教育デザインを基盤としながら、現場主導の人材育成を再現

性高く実現する方向性を提示した点にある。一方で、対象が特定企業

に限定されていることから、外部環境や組織文化の違いによる効果
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の変動についてはさらなる検証が必要である。また、AI導入に伴う

倫理的課題、特にデータプライバシーの保護やバイアスの再生産の

問題、さらにコスト面に関する議論は十分に扱われていない。今後

は、より多様な事例を蓄積し、これらの課題を含めた包括的な検討

を行い、理論モデルの精緻化と実務適用が可能なガイドライン化を

進める必要がある。

参考文献

[1] 経済産業省:「DXレポート～ITシステム『2025年の崖』の克服と

DXの本格的な展開～」

https://www.met i .go. jp/pol icy/ i t_pol icy/dx/DX_report_

summary.pdf （参照2025年8月30日）.

[2] 文部科学省:論点資料⑥ 情報活用能力の抜本的向上（デジタル

化社会の負の側面への対応を含む）」

https://www.mext.go.jp/content/20250512-mext_kyoiku

01-000042419_03.pdf （参照2025年8月30日）.

[3] IDEO.org：『The Field Guide to Human-Centered Design』

IDEO（2015）.

[4] d.school：『An Introduction to Design Thinking PROCESS 

GUIDE』Stanford University Institute of Design（2010）.

[5] Garrison, D. R.：『Self-Directed Learning: Toward a 

Comprehensive Model』Adult Education Quarterly（1997）, 

48(1), pp.18–33.

[6] Akkerman, S. F., & Bakker, A.：『Boundary Crossing and 

Boundary Objects』Review of Educational Research（2011）, 

81(2), pp.132–169.

[7] Kolb, D. A.：『Experiential Learning: Experience as the 

Source of Learning and Development』Prentice Hall（1984）.

[8] Yin, R. K.：『Case Study Research and Applications: 

Design and Methods (6th ed.)』Sage（2018）.

[9] Sweller, J.: 『Cognitive Load During Problem Solving: 

Effects on Learning』 Cognitive Science (1988), vol.12, 

no.2, pp.257–285.



56©︎2025 Digital Hollywood University DHU JOURNAL Vol.12  2025

1. 背景と目的

　組織行動論において、チームや組織内の意思決定過程は、主とし

てケーススタディやインタビュー調査に基づく質的分析によって明ら

かにされてきた。質的分析は一次データを観察者記録やメンバーの

自己報告に依拠しており、複数のデータないし手法を組み合わせる

ことが有効とされる。質の高い質的論文の条件として、佐藤は「複数

のタイプの資料やデータによって議論の裏付けがなされている」[1]

こととしている。

　また、同様に文字テキストデータを対象として分析する手法の一

つである量的内容分析は、テキストマイニングの発展に伴って大量

のデータを扱うことが容易となった。町田は「同一の質的データに

対し質的分析と量的分析の両方を行い、互いの結果を相互に比較、

補完すれば、より信頼性のある成果が得られる可能性は大きい」[2]

として、テキストマイニングの活用性を指摘している。

　このような背景を踏まえ、組織横断的な短期的チーム活動のログ

データ（チャット記録や議事録など）を対象とするテキストマイニング

を行い、情報伝達と意思決定の構造を定量的および構造的に導出

することを通じて、量的内容分析の有用性を検討する。

2. 分析対象と方法

2.1 チームの活動内容
　2024年9月14日、NoMapsの「HOKKAIDO UNIV.」カ テゴリに

おいて、大学職員によるセッション「大学職員とボドゲであそぼう！

頭のネジを外してみませんか。～大学職員とつながるセッション～ 

presented by デジタルハリウッド大学」が開催された [3]。同セッ

ションは「大学職員を知る×つながる」をコンセプトとして、オリジナル

カードゲーム「どっちがーる」を使用したワークショップ形式をとった。

「どっちがーる」は60枚1組のカードゲームで、記載された質問への

回答を通じて参加者同士の相互理解を促進するねらいがある（図1）。

　本文中では、同セッションの企画および運営、ならびに「どっち

がーる」の制作を担った組織横断的な小集団を指し「企画チーム」と

呼ぶ。

図1：「どっちがーる」プレイの様子

2.2 チームの構成と活動期間
　企画チームは筆者である清重および小野を含む計7名で構成さ

れた。各メンバーの所属および主な役割を表1に示す。活動期間は

2024年5月14日から同年9月18日までであった。

表1：メンバーと役割

名前 所属 役割

小野 妙子 デジタルハリウッド大学 主事と渉外

清重 周太郎 北海道大学 事務と進捗管理

Ａ 北海道大学 事務と情報管理

Ｂ 北海道大学 カテゴリ内調整

Ｃ 北海道大学 コンテンツ制作

Ｄ 小樽商科大学 コンテンツ制作

Ｅ 札幌大学 広報

2.3 分析対象
　情報伝達のツールとして、DiscordとNotion、およびZoomを使

用した。活動期間内にDiscordで投稿されたメッセージは1,328件、

やり取りされた画像やファイル等のドキュメントは141個であった。

研究報告

組織横断的チームにおける情報伝達と意思決定の量的内容分析

Quantitative Content Analysis of Information Sharing and Decision-Making in a Cross-Organizational Team

　組織横断的な短期的チームの活動ログを対象に、量的内容分析を行い、情報伝達と意思決定の構造を明らかにすることを

目的とした。大学職員によるイベント企画チームのチャット記録と議事録および進捗管理データを分析し、形態素解析および

共起ネットワークを用いて高頻度語彙の関連を整理した。その結果、Zoomは同期的な連絡調整と意思決定、Notionは進捗管理

と情報蓄積、Discord は非同期的な情報共有を担っており、同期的なディスカッションに制限があるといったチーム特性に対

する工夫が観察された。このことから、量的内容分析は質的分析を補完する探索的手法として有用であると考えられた。一方で、

Discordは使用頻度が高いにもかかわらず語彙としては出現せず、前提化された概念の観察には限界があることが示唆された。

北海道大学附属図書館
Hokkaido University Library

清重 周太郎   KIYOSHIGE Shutaro

デジタルハリウッド株式会社 大学事業部 学務グループ マネージャー
Digital Hollywood Co., Ltd., Academic Affairs Group Manager of 

University Business Division

小野 妙子   ONO Taeko
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また、NotionにおけるToDoリストおよびページは82件、Zoom

によるオンラインミーティングは22回であった。

　これらのログデータのうち、DiscordとZoomの文字起こし、お

よびNotionに含まれる全文字テキストデータを一次データとして、

分析を行った。

2.4 分析方法
　分析はPythonを用いたテキストマイニングの手法を採った。形態

素解析により単語の抽出を行い、単語の頻度と共起関係を算出した。

使用した主なライブラリは MeCab（形態素解析）とpandas（デー

タ整理）とNetworkX（共起ネットワーク可視化）および Matplotlib

（図示）である。具体的な手順は次のとおりである。

　まず、事前処理として、各ログファイルを読み込み、行ごとに発話

内容を抽出する整形作業を行った。整形データに対し、形態素解析

を用いて単語を分割し、数字や記号など分析に不要な要素を除外す

るクリーニングを行った。

　次に、単語出現頻度分析を行い、主要単語から情報伝達と意思

決定に関連する概念を整理したキーワードリストを作成した。

　続いて、キーワードリストを基に、文章内で同時に出現した単語

ペアの共起関係を集計した。集計結果から共起関係ネットワーク図

を作成し、情報伝達と意思決定に関する概念の関連性を可視化した。

　最後に、共起ネットワークに基づき、情報伝達と意思決定の構造

について、ツールが果たした役割を中心に再解釈した。

3. 結果と考察

3.1 キーワードリスト
　形態素解析の結果から、意味をなさない接続詞や指示語、および

記号や数字を除外対象とした。また「NoMaps」や「札幌」やチーム

メンバーの人物名といった固有名詞も同様に除外対象とした。単語

出現頻度分析の結果から、出現回数が8回から48回の範囲であっ

た語彙のうち、情報伝達と意思決定に関連する表現を整理した（表

2）。表現は異なるものの同義と考えられる語彙については読み替え

を行い、出現数を合算している。なお、「Discord」が出現しない理

由として、企画メンバー全員が暗黙的な前提として使用していたこと

が考えられる。

表2：情報伝達や意思決定に関連する高頻度語彙

グループ 高頻度語彙 読み替え

ツール Zoom, Notion, メール 定例 → Zoom
ミーティング→Zoom

情報伝達 情報, 議事, 連絡, 共有, 
タスク, 進め, 進捗, 確認 宿題 → タスク

意思決定
調整, 相談, 考え, 質問, 

決定, 説明, 議論, 前提
決め → 決定

3.2 共起ネットワーク
　キーワードの共起関係を図2に示す。点（ノード）の大きさが出現

頻度を、線（リンク）の長さおよび太さが共起関係の強さを表す。

　共起ネットワーク図から4つのサブグラフ（意味のかたまり）が観

察できる。(1)はタスクと確認と進捗と共有とNotion、そして進め

の結びつきで、Notionが情報蓄積と進捗管理を担っていたと解釈で

きる。(2)は議事と考えと説明と前提と連絡と調整、そしてZoom

からなり、Zoomが同期的な連絡調整と意思決定を担っていたと解

釈できる。(3)は議事と議論と情報と質問と決定からなっている。ロ

グの記述を確認すると、「質問」はすべてDiscordのメッセージにの

み出現していることから、Discordが非同期的な情報共有を担って

いたことがわかる。(4)ではメールが連絡・調整のみと共起する孤立

ノードとして観測されている。ログによると、メールはチーム内部の

コミュニケーション手段としてはまったく使用されておらず、参加者

との連絡・調整を担っていた。

図2：情報伝達と意思決定の共起関係ネットワーク図

3.3 情報伝達と意思決定の構造
　共起関係ネットワーク図から、各ツールの機能に基づき情報伝達

と意思決定の構造を整理すると図3のようになった。

　企画チームのメンバーはそれぞれ異なる組織に所属し本務を持っ

ていた。したがって、本企画のための対面打ち合わせや、同期的なディ

スカッションの機会は多くとることが困難であった。分析結果から、

この問題はZoomによる同期的な連絡調整および意思決定によって

解決されたことがわかる。Discordは非同期的な情報伝達やディス

カッションの場となり、さらに全体の情報がNotionに集約され、進

捗管理が行われるサイクルであった。DiscordとNotionという非同

期的なツールに大きく偏った構造から、組織横断的なチーム活動に

おける情報伝達と意思決定の工夫が観察された。

図3：企画チームにおける情報伝達と意思決定

4. 結論

　組織横断的な短期的チーム活動のログを対象とするテキストマイ

ニングによって、情報伝達と意思決定の構造を導出し、ツールの使い

分けによる工夫を観察することができた。このことから、ログデータ

に対する量的内容分析は一定の有用性があることがわかった。一方

で、最も使用されたと考えられるツールであるDiscordの名称が高

頻度語彙から欠落していたことから、あまりにも自明な語彙への限

界が示唆された。

　このように、留意が求められる部分はあるものの、手続きを定型

化してしまえば扱うデータ量は問わないため、質的分析に対する補

完的用法や、探索的あるいは予備的な作業としての採用は十分に検

討の余地があるといえるだろう。
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1. はじめに

　本学では、2016年度よりプログラミング教育の充実に向けた体制

整備を進めてきた。初年度には基礎的なプログラミング授業の設計お

よび教材開発を行い、教員間の連携による教育支援体制の構築を図っ

た。その後、教育実践を通じて得られた知見をもとに、カリキュラム

全体における情報リテラシー教育の位置づけを再検討した。さらに、

文部科学省が2021年度に開始した「数理・データサイエンス・AI教

育プログラム認定制度」を受け、2022年度より本学として本格的に

AIおよびデータサイエンス教育の推進に取り組んでいる [1][2]。今日

では、あらゆる分野においてAIやデータサイエンスの活用が不可欠と

なっており、分野横断的な教育実践の重要性が増している。本稿では、

2022年度から2025年度までの本学におけるAI・データサイエンス

教育の取り組みを整理し、その成果と課題について報告する。

2. 数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度とは

　デジタルハリウッド大学は、2005年の開学以来、「デジタルコミュ

ニケーションを基盤とした創造的人材の育成」を理念として、デジ

タルスキルと表現力を兼ね備えた人材の輩出を目指してきた。こう

した教育の中核にAIやデータサイエンス教育を体系的に位置づける

ことは、社会のデジタル化が急速に進む近年、極めて重要な課題で

ある。「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」は、

デジタル時代の「読み書きそろばん」ともいえるもので、全国の大学

におけるAIリテラシー教育の質保証と社会的認知を目的として創設

された。本学もこの理念に賛同し、2022年度にリテラシーレベル、

2023年度に応用基礎レベルの選定、2025年度にリテラシーレベ

ルプラスの選定を受けている。

　現在、リテラシーレベルは 592 校、応用基礎レベルは 366 校

の大学が認定を受けており、全国の大学数 811 校に対する認定率

はそれぞれ 72％、45％である。さらに、認定を受けた教育プロ

グラムの中から特に優れたものが「リテラシーレベルプラス」「応用

基礎レベルプラス」として選定されており、リテラシーレベルプラ

スの認定校は 32 校、応用基礎レベルプラスは 25 校で、選定率は

約 3％である。

研究報告

数理AIデータサイエンス教育プログラム認定への施策

The Path and Prospects Toward the Accreditation of the Mathematics, AI, 
and Data Science Education Program

デジタルハリウッド株式会社 大学事業部 学部運営グループ マネージャー
Digital Hollywood Co., Ltd., Manager of Undergraduate Administration Group of University Business Division

伊藤 真弓   ITO mayumi

　デジタルハリウッド大学は、2021 年度に文部科学省が創設した「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度」

に申請し、2022 年度に「リテラシーレベル」、2023 年度に「応用基礎レベル」、2025 年度に「リテラシーレベルプラス」と、

段階的に認定プログラムを拡充してきた。本制度は「学生にとって読み書きそろばんのように数理・データサイエンス・AI を

身近なものにする」ことを目的として創設され、現在リテラシーレベルは 592 校、応用基礎レベルは 366 校の大学が認定を

受けており、全国の大学数 811 校に対する認定率はそれぞれ 72％、45％となる。さらに、認定を受けた教育プログラムの

中から特に優れたプログラムが「リテラシーレベルプラス」「応用基礎レベルプラス」として選定され、リテラシーレベルプラス

の選定校は 32 校、応用基礎レベルプラスは 25 校であり、選定率は約 3％となる。プラス選定においては、授業内容や学生

への学習支援内容、地域・産業界・海外大学との連携、学習効果、先進性・独創性・波及可能性など、総合的な評価が加味

される。本稿では、リテラシーレベルの教育プログラム開発からリテラシーレベルプラス選定に至るまでの 4 年間の取り組み

を振り返り、その成果と課題について報告する。

図1：教育プログラムに求められる内容（出典：文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」[1]）
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3. DHU数理・データサイエンス・AI教育プログラムの
取り組み

　2021年3月、本学では教職協働で描く未来構想として「DHU2025

構想のエッセンシャル版Webサイト『DHU 2025 AGENDA』」を公

開した。その中で、内部質保証体制の確立として認証評価における

「長所」の獲得を掲げていた。こうした方針のもと、文部科学省が

創設した「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度」

に申請することは、本学が同分野の教育に本格的に取り組む姿勢を

示す重要な機会であった。認定を取得することで、教育成果の社会

的評価や本学教育の信頼性向上が期待されるだけでなく、学生に

とっては数理・データサイエンス・AIを体系的に学ぶ道筋が明確に

なり、学習意欲やキャリア形成への動機づけにもつながることが期

待された。

　幸いにして本学は、開学当初よりプログラミングに関する演習授

業を設置しており、C++（現在はPython）、C#、PHP、Linuxなど

を学ぶことが可能であった。また、座学ではAIやエンジニアリテラ

シーに関する科目も提供していた。これらの授業を組み合わせるこ

とで、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」の認定要件を

十分に満たすことが可能であり、認定取得に向けた具体的な準備が

整っていた。

3.1 DHU数理・データサイエンス・AI教育リテラシーレベルの認定
　リテラシーレベルとは、基本的な知識・スキルの習得を目的とし、

専門分野にかかわらず「全学生が共通して理解すべき基礎力」を養う

とされているが、筆者らは、2021年度に策定された認定要件を精

査し本学のシラバスと照合した結果、認定対象科目として「エンジ

ニアリテラシー」「プランニング基礎」「統計基礎」「Officeリテラシー」

「特別講義E」を選定し申請を行った。これらの科目は、開学当初

より提供していたプログラミングやAI関連の演習、座学と組み合わ

せることで認定要件を十分に満たすことが可能であった。

　申請を通じて、本学は数理・データサイエンス・AI教育に本格的

に取り組む姿勢を示すとともに、教育成果の社会的評価や信頼性の

向上、さらに学生の学習意欲やキャリア形成への動機づけにも資す

ることを期待した。この取り組みにより、2022 年度にリテラシー

レベルの認定を受けることができた。

図2：DHU数理・データサイエンス・AI教育リテラシーレベルその他の補足資料

図3：検討委員会資料「科目整理リスト」
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3.2 DHU数理・データサイエンス・AI教育応用基礎レベルの認定
　応用基礎レベルとは、数理・データサイエンス・AI教育におけ

る中級段階の学習レベルであり、学生が自らの専門分野で応用可能

な基礎力を身につけることを目的としている。具体的には、データ

分析手法やプログラミング技術を実務的な課題に応用できる能力を

養うことが求められる。また、統計、AI、プログラミングの基礎知

識を踏まえ、より実践的な演習やプロジェクト型学習を通じて課題

解決力や分析力を高めることも含まれる。本学においては、開学当

初より提供していた演習授業や座学をもとに、認定対象科目として

「ICT技術概論」「コンピュータ技術」「特別講義E」「プログラミング

演習Ⅰ」「プログラミング演習Ⅱ」を選定し、2023年度に申請を行っ

た。これらの科目は、リテラシーレベルで学んだ基礎的知識・スキ

ルを応用的に活用できる内容となっており、学生が専門分野におい

て実践的に数理・データサイエンス・AIを活用できる能力を養うこ

とを目的としている。申請を通じて、本学は教育プログラムの質向

上と学生の学習成果の社会的評価を図るとともに、より実践的な学

習機会の提供によって学生のキャリア形成への動機づけにも寄与す

ることを期待した。この取り組みにより、2023年度に応用基礎レ

ベルの認定を受けることができた。

図4：DHU数理・データサイエンス・AI教育リテラシーレベル取り組み概要

図5：DHU数理・データサイエンス・AI教育応用基礎レベル取り組み概要

4. 認定後の課題について

　2024年度までのリテラシーレベル、応用基礎レベルの修了者数は、

それぞれ10名、8名にとどまっており、修了者が少ない状況が続い

ていた。背景としては、学生への周知が十分でないこと、また複数

科目の単位を修得しなければならない構成が、レベルとしての難易

度を上げてしまっていることが挙げられる。このため、履修者の裾野

を広げ学習意欲を喚起するための取り組みが課題となっていた。
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5. 認定プログラムの改善と工夫

　履修オリエンテーションでの案内を強化し、プログラムの存在と

意義を学生に広く周知した。また、実務家を招いた特別講義やプロ

ジェクト型演習を増設することで、学生が主体的に学習に取り組む

機会を拡充した。さらに、デジタル技術を活用し、修了証明書にブ

ロックチェーンを導入することで、社会的信頼性の向上と学生の学

習達成感の可視化を図った。しかし、これらの取り組みにもかかわ

らず修了者数は増加せず、より大胆な改善施策の実施が必要である

と判断した。他大学の事例では、必要科目を絞り、必修課題とする

ことで単位修得率を高めていたことから、本学においても認定対象

科目の見直しやカリキュラム改善が検討された。

6. リテラシーレベルプラス選定への取り組みと成果

　本学では、修了者数の増加や学習意欲の向上を目的として、複数

の施策を展開した。まず、実務家や現役で活躍する専門家をゲスト

として招く「特別講義」を実施した。筆者はこの特別講義を担当して

おり、あるとき学生から「呼びたいゲストがいる」との相談を受けた。

臼井拓水氏の講義は学生間で大きな話題となり、本学生の予約は約

200名、他大学の学生も含めると約700名に達し、本学における

最も反響の大きい講義となった。この学生の関心と反響を受け、臼井

氏には数理・データサイエンス・AI 科目の設計を依頼し、その後

本学特任准教授に就任いただく運びとなった。次に、リテラシー

レベル、応用基礎レベルの認定対象科目を一本化し、新たに「生成

AI基礎」「生成AI時代のビジネススキル応用」を設定することで、修了

生数の増加を目指すカリキュラム改善を行った。これらの科目は

履修希望者が600名を超え、本学学生の約1/3が希望する科目と

なり、修了者数の大幅な増加につながった。また、ChatGPTの無償

利用を臼井氏の授業で導入し、特別授業の開講や技術向上を図る

取り組みを行うことで、学生が主体的かつ実践的に学習に取り組む

環境を整備した。さらに、企業との連携においては、キャリアセン

ターが中心となり、企業ゼミやインターンシップを一貫してコーディ

ネートした。スピード感ある対応と柔軟な実施体制により、企業のニー

ズに合わせた最適なプログラムを実現し、学生が実務経験を通して

学習した知識やスキルを現場で応用できる機会を提供した。加えて、

実践的スキルの育成を目的として2024年度に設立された「ハッカー

部」では、2025年度にセキュリティ資格「Evasion Techniques 

and Breaching Defenses」の受験を行い、OSEP資格の取得を目指

す活動を展開した。これにより、教育プログラムの内容と連動した

実践的スキルの習得機会も提供された。

　これら一連の施策により、本学は2025年度にリテラシーレベル

プラスの選定を受けることができた。現在、リテラシーレベルプラ

スの選定校は32校であるが、私立大学では本学が9校目となる。

実務家連携、カリキュラム改善、企業ゼミなどの産学連携、先進技

術の活用、そして学生主体の活動推進といった施策の組み合わせが、

プラス選定取得に大きく寄与したと考えられる。また、本学の取り

組みは、文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラム

認定制度」令和7年度プラス選定校の好事例としても紹介された。

図6：DHU数理・データサイエンス・AI教育リテラシーレベルプラス取り組み概要
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7. おわりに

　デジタルハリウッド大学における数理・データサイエンス・AI教育

プログラムの開発から認定・選定取得に至るまでの取り組みを振り

返った。認定・選定取得にあたっては、授業の組み合わせやカリキュ

ラム整備、学生主体の活動など、多面的な施策を実施したことが、

特にリテラシーレベルプラス選定の取得に大きく寄与したと考える。

今後は、科目構成や履修形態の改善、学習意欲をさらに喚起させる

施策を継続的に推進し、より多くの学生が数理・データサイエンス・

AIの基礎力を確実に身につけられる環境の整備を進めていく。本取

り組みを通じ、学生が数理・データサイエンス・AIを日常的に活用

できる力を育成するとともに、社会で活躍できる専門力の向上に

寄与することを目指し、今後も教育プログラムの改善と発展に努め

ていく。

参考文献

[1] 文部科学省：”数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度”

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_

ai/00001.htm (参照2025年8月31日)．

[2] デジタルハリウッド大学：“DHU数理・データサイエンス・AIプロ

グラム”

https://doc.dhw.ac.jp/suuri_datascience_ai (参照2025年8月

31日)．
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1. はじめに

　近年、日本の高等教育機関において、障がいのある学生に対する

合理的配慮の提供が義務化された。これは2016年4月に施行され

た障害者差別解消法に基づくものであり、大学には障がいによる社

会的な障壁を取り除くための努力が求められる。文部科学省の調査

によれば、大学等における障がい学生の支援ニーズは年々増加して

おり、2021年度には約4万人の学生が何らかの支援を受けている

とされる [1]。これらの学生に対し、大学が果たすべき役割は単に

教育機会を確保するだけでなく、個々の能力を最大限に引き出し

社会で自立するための基盤を築くことにある。本学はデジタルコン

テンツに特化した大学として、障がいのある学生を含む多様な才能

を持つ人材の育成を重要な使命と位置付けている。障がいのある学

生がテクノロジーを使いこなし、社会に貢献できる人材となるよう

育成することは本学の重要な責務である。本稿は、障がい支援が不

十分であった過去から、現在の組織的支援に至るまでの本学の取り

組みを報告する。

2. 障がい支援の始まり

2.1  四肢不全の学生の入学が大学にもたらした変化
　本学における障がい支援の本格的な取り組みは、約5年前、四肢

不全の学生が入学したことから始まった。当時、障がい支援に関す

る学内体制は十分に整備されておらず、個別の配慮は担当部署や教

員に一任され、その判断基準も不明確であった。物理的な環境は健

常者向けに設計されており、車いすを使用する学生の安全な移動や

施設利用は困難であった。この学生の入学は、学内に存在する障壁

を可視化し、大学の現状と向き合い障がい支援を喫緊の課題として

捉える契機となった。特定の学生のニーズという具体的な課題に直

面することで、全学的な支援体制の必要性が強く認識された。

2.2 最初の合理的配慮としての車いすの購入と多目的トイレの設置
　四肢不全の学生のニーズに応えるため、本学は最初の合理的配

慮として車いすを購入した。これは学生のキャンパス内での自律的

な移動を可能にするための重要な措置であった。また、学生が安

心して学業に専念できるよう、キャンパス内の主要な箇所に多目的

トイレを設置する工事も実施した。これらの物理的バリアフリー化

は、特定の学生の安全と利便性を確保するための具体的な対応であ

り、本学における組織的な障がい支援の出発点となった。この経験

は、個別の学生のニーズに応えることが、その後の制度構築やより

包括的な支援体制の確立に繋がるという認識を学内に広めること

になった。

3. DHUでの障がい支援課題への工夫

　デジタルハリウッド大学の教員は半数以上が非常勤講師で構成さ

れている。これは、多忙なクリエイティブ業界の第一線で活躍する

実務家から実践的な教育を受けるという本学の教育理念に基づくも

のである。しかし、この教員構成は、障がい支援の連携において課

題をもたらしている。

　教員研修の実施に先立ち、登録フォーム内に設けた項目を通じて、

教員の合理的配慮に関する認知度調査を行った（図1）。

認知度調査の回答者の年齢階級・性別グラフ
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図1：認知度調査の回答者の年齢階級・性別グラフ

　教員研修に申し込んだ33 名の教員を対象とした結果、「障がい

学生支援」について「言葉を聞いたことがある程度」が 39.4% を

占め、「初めて聞いた」「あまりよくわからない」と回答した教員を

合わせて約20%に上ることがわかった（図2）。また、「合理的配慮」

に関しても同様に、「言葉を聞いたことがある程度」が 39.4%、「初

めて聞いた」「あまりよくわからない」が合わせて約 18%となり、

障がい学生支援に対する教員の認知度には課題があることが明ら

かとなった（図 3）。
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Digital Hollywood Co., Ltd., Chief of Undergraduate Administration Group of University Business Division

中村 真子   NAKAMURA Mako

　デジタルハリウッド大学は、四肢不全の学生の入学を契機に障がい支援を本格的に開始した。これまでの属人的な対応から

脱却するため、物理的環境の整備に加え、正式な支援申請手続きを確立した。また、教員の半数が非常勤であるという本学

特有の課題に対し、特定の科目で連携体制を構築。さらに教員向けファカルティ・ディベロップメント（FD）や入試段階での連携を

強化し、学生の学びを多角的に支援する体制を整えた。本稿は、これらの施策を振り返り、デジタルクリエイティブ教育に

おける多様な学びを支える本学の取り組みを報告する。
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「障がい学生支援」について、どの程度ご存知か教えてください。

● あまりよくわからない

● 言葉を聞いたことがある程度

● だいたいの内容は知っている

● 内容をよく理解している

● 初めて聞いた

33件の回答

39.4%

15.2%

24.2%

15.2%

6.0%

図2：障がい学生支援に対する教員の認知度

39.4%

12.1%

24.2%

18.2%

「合理的配慮」について、どの程度ご存知か教えてください。

● あまりよくわからない

● 言葉を聞いたことがある程度

● 内容をよく理解している

● だいたいの内容は知っている

● 初めて聞いた

33件の回答

6.1%

図3：合理的配慮に対する教員の認知度

　個々の非常勤講師は授業時間外に大学に滞在する時間が限られて

いるため、学生の障がい特性や配慮事項を教員全員に個別に共有す

ることが難しい。その結果、継続的なサポートが十分に機能しない

という問題があった。この課題に対応するため、本学は特定の科目

において連携体制の構築を試みた。英語科目では、各クラスの学生

情報を把握している教員を一人定め、その教員と障がい支援担当者

が毎週ミーティングを実施している。この体制により、一学年を通し

て学生の様子を継続的に共有し、状況に応じた支援を行うことがで

きるようになった。この取り組みは、教員の雇用状態という課題に

対する効果的な解決策として機能している。

4.申請手続きの変革と組織的対応の制度化

4.1 個別対応からの課題認識と制度構築の必要性
　初期の障がい支援は、担当者個人の善意と判断に依存する属人的

なものであった。合理的配慮の検討において、判断基準が不明確で

あることに悩まされる場面が多々あった。この属人的な運用は、支

援の質にばらつきを生み、学生や教員の間に不公平感や不信感をも

たらす可能性があった。学生の増加に伴い、支援の公平性、継続性、

透明性を確保するための制度化が急務となった。

4.2 障がい支援申請手続きの確立と運用
　障がい支援担当者と学生の個別連携から脱却し、より多角的な視点

を取り入れるために、障がい支援申請手続きの正式なフローを確立

した（図4）。支援を希望する学生は、診断書や必要な資料を提出し、

障がい支援担当者と一緒に支援内容を検討する。その上で、学務委

員会に上程し、教員や関係部署の代表者で構成される全学的な合意

を得て支援内容を決定するプロセスを導入した。この手続きにより、

学生の家族や他スタッフとの情報共有も円滑になり、支援の透明性

と公平性が向上した。

図4：障がい支援申請手続きのフロー

5. 入試担当との連携

5.1 入試時から連携を行うことによって受験者の不安を取り除く
　入試段階からの連携は、合理的配慮を必要とする受験者の不安を

軽減するために不可欠である。障がいのある受験者は、入試の過程

だけでなく、入学後の大学生活や支援体制について多くの不安を抱

える。本学は、受験者が安心して受験に臨めるよう、入試担当者と

障がい支援担当者が密接に連携する体制を構築した。これにより、

事前の相談や配慮の検討を迅速に行うことができ、受験者は自身に

合った形で受験できるようになる。

5.2 希望に応じて合格者を入学前から面談
　合格者に対しては、希望に応じて入学前に個別面談を実施してい

る。面談にはご家族も同席可能であり、障がいの特性や大学生活に

おける不安、必要な配慮について詳しくヒアリングする。特に、本

学は2024年度まで入学後に宿泊研修が必須となっていたが、この

面談で事前に情報を共有することによって、学生の状況に応じて欠

席しても課題として対応できる。このように、入学前から学生の状

況を把握し、個別に柔軟に対応することで、学生がスムーズに大学

生活を始められるよう支援している。

6. 教員FDの導入による意識啓発

6.1 教員支援の重要性の認識
　制度化された支援を実効性のあるものにするには、学生と直接関

わる教員の理解と協力が不可欠である。教員が学生の障がい特性を

理解し、授業運営や評価方法に適切な配慮を取り入れることが、支

援の成功に直結する。障がい支援担当者だけでは個々の授業におけ

る細やかな配慮は困難であるため、教員自身の意識とスキルを向上

させることが、全学的な支援体制の鍵となる。

6.2 教員研修「DHUにおける障がい学生支援を考える」の開催
　教員の障がい支援に対する意識と能力を向上させるため、教員研

修「DHUにおける障がい学生支援を考える」を開催した。当日は39

名が参加し、その後アーカイブ視聴者2名を合わせて計41名が受

講した。アンケート回答率は75.6%（31名）に達した。研修後のア

ンケートでは、参加者の64.5%が「とても参考になった」、25.8%

が「参考になった」と回答し、その有用性が確認された（表1）。
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表1：教員研修の概況と感想応

概況 感想

当日参加 39名 とても参考になった 64.5%

アーカイブ参加 2名 参考になった 25.8%

参加者全員 41名 普通 9.7%

アンケート回答者数 31名 あまり参考にならなかった 0.0%

アンケート回答率 75.6% 全く参考にならなかった 0.0%

教員研修アンケート回答者の年齢階級・性別グラフ

10名

9名

8名

7名

6名

5名

4名

3名

2名

1名

0名
35～39歳 65歳以上60～64歳55～59歳50～54歳45～49歳40～44歳

男性
女性

図5：教員研修アンケート回答者の年齢階級・性別グラフ

　教員研修の実施後に、教員研修アンケートフォームによる教員の

合理的配慮に関する理解の変化の調査を行った。教員研修に参加し

た31名の教員を対象とした結果、「障がい学生支援」については参

加者の64.5%が「大変深まった」、25.8%が「少し深まった」と半

数以上が回答した（図6）。また、「合理的配慮」に関しても同様に、

参加者の45.2%が「大変深まった」、45.2%が「少し深まった」と

合わせて9割を超え（図7）、障がい学生支援や合理的配慮に対する

理解が深まったことが示された。

64.5%

25.8%

9.7%

今回の研修を通じて、「障がい学生支援」に関しての理解について
教えてください。

● 大変深まった

● 少し深まった

● どちらともいえない

31件の回答

図6：研修後の障がい学生支援に対する理解の変化

45.2%

45.2%

9.6%

今回の研修を通じて、「合理的配慮」に関しての理解について
教えてください。

● 大変深まった

● 少し深まった

● どちらともいえない

31件の回答

図7：研修後の合理的配慮に対する理解の変化

7. おわりに

　デジタルハリウッド大学における障がい支援が、特定の学生の入

学を契機に始まり、制度化、教員研修、入試連携といった段階を経

て発展してきたことを報告した。これらの取り組みは、本学が障がい

支援を個別対応から全学的な組織的支援へと転換した過程を示す

ものである。今後も、学生一人ひとりのニーズに応じた個別最適な

支援を追求し、障がいの有無にかかわらず誰もがクリエイティブに

学びを深められる環境を構築していく。

参考文献

[1] 独立行政法人学生支援機構のHP

https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai_syugaku/__

icsFiles/afieldfile/2022/08/17/2021_press.pdf （参照2025年

8月30日）.
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1. はじめに

　デジタルハリウッド大学（以下、本学）は今年開校20周年を迎えた。

新入生向けの研修は、新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ）が

拡大した2020年度を除き毎年4月に実施しており、開校以来21回

続けてきた。大学の置かれた環境や学生の変化に応じて研修のあり

方や目的も変わっていった。これまで実施してきた新入生向け研修

について振り返るとともに、2025年度に実施した鹿児島での新入

生研修合宿についても紹介する。

　新入生向けの研修は内容やテーマは異なるが、大きくは海外研修

と国内研修の2つに分類することができる。それぞれの研修の目的

と実施方法について紹介する。

表1：2005年度から2025年度までの新入生研修一覧

2. 海外研修

　2005年度から2009年度までは、入学式を含む海外研修を実施

した。2005 年度はアメリカ（ロサンゼルス）、2006 年度はオー

ストラリア（ブリスベンとゴールドコースト）、2007 年度はカナダ

（バンクーバー）と毎年研修先を変えて実施していたが、2008年

度以降は海外研修が終了になる2017年度までアメリカ（ロサンゼ

ルス）で固定していた。当初は本学の留学協定校のある国や地域を、

毎年場所を変えて訪問していく予定であったが、実際に研修を運営し

ていく中で、ロサンゼルスでの研修が最善であるとの考えに至った。

2.1 海外研修のねらいとロサンゼルスになった理由
　海外研修を実施する主な目的は以下の3つであった。

・海外のエンターテインメントやコンテンツ業界に触れる

・海外でコンテンツ制作に携わるデジタルハリウッドの卒業生の話

を聞いて、海外で働くイメージを持つ

・英語力の必要性を感じ、英語学習のモチベーションを上げる

　2008年以降に研修地が固定されたのは、エンターテインメント

の本場であるロサンゼルスには以下が揃っていたためである。

・Sony Pictures Studios：英語での見学ツアーに参加し映画製作

の裏側を見て感じることができる

・映画やCM制作に携わるデジタルハリウッドの卒業生がいる：キャ

リア形成、必要なスキル、現在の仕事やアメリカでの生活など、

多岐にわたる話を聞いて将来について考えるきっかけになる

・Universal Studios Hollywood：映画の世界を体験することがで

きる。スタジオツアーを通して制作風景にも触れることができる。

　また、ロサンゼルスは大規模なコンベンションが開かれる街であ

るため、200〜300名規模の人数を収容できる客室とバンケット

ルーム（以下、バンケット）を備えた宿泊施設の手配が容易であった

ことも、研修先が毎年ロサンゼルスであった理由として挙げられる。

ニューヨークでの研修実施を検討したこともあるが、宿泊料とバン

ケット使用料が高価であったこと、大人数が見学できる制作スタ

ジオがなかったため断念している。

2.2 海外研修（入学式）から海外研修へ
　2009年度までは入学式を含む海外研修を実施していた。旅行荷物

の中に入学式用のスーツや靴を持参する学生も多く、入学式に出席す

るために現地を訪問する保護者や親族もいた。ただ、入学式に参加

するために海外渡航する家族は稀であり、多くの保護者にとっては

参加できない入学式となっていた。また、新入生全員が海外研修に

参加できる状況ではなかったため、新入生や保護者が参加することの

できる入学式の実施が必要であるとの観点から、2010年度からは

入学式と海外研修を分離し、入学式は東京都内で行うことになった。

2.3 海外研修の課題
　海外研修を通して学生に体験してほしいこと、感じてほしいこと

は明確であったが、実施する中で課題もあった。大きな課題は以下

の2つであった。

研究報告

デジタルハリウッド大学新入生研修20年の振り返り

Review of DHU Freshmen Seminars from 2005 to 2025

デジタルハリウッド株式会社 大学事業部 学部運営グループ
Digital Hollywood Co., Ltd., Undergraduate Administration Group of University Business Division

田宮 よしみ   TAMIYA Yoshimi

　デジタルハリウッド大学は2005年の開校以来、新入生向けの研修を毎年実施してきた。開校から2017年までは海外研修を

実施していたが、2018年に海外研修から国内研修に切り替え、以後は国内研修を実施してきた。入学式を兼ねた海外研修か

ら入学式を分離した海外研修へ、さらにデジタルコミュニケーションの力を活用した地域振興をテーマに据えた国内研修へと、

大学や学生が置かれた状況により、研修の形態や内容も変化していった。20年間の新入生向け研修について振り返るとともに、

2025年4月に実施した鹿児島での新入生研修合宿について、復路便の欠航に際しどのような対応をとったかを紹介する。これ

までの新入生研修実施の経験から、今後の研修のあり方について考える。
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・新入生全員が参加できない

　新入生に占める外国人留学生（以下、留学生）の割合が年々増え

たが、海外渡航に必要な査証の取得が困難な学生も多く、大多数の

留学生が参加できない研修になっていた。結果として、入学直後に

日本人学生と留学生を分断する研修になっていた。

・金銭的な負担

　海外研修の参加費用は自己負担であったため、金銭的な事情で参

加できない学生、特に留学生が多くいた。

　海外研修は参加者の満足度は高く、入学直後の大学生活への動機

づけには有効であった。図1は、2015年度海外研修のアンケート

結果であるが、どの年も満足度の割合に大きな変化はなかった。

ただ、海外研修は体系的な学習ではなく研修旅行であった。旅行前

ガイダンスは実施していたが事前および事後研修を行わず、体験を

通し知見を広げることが主な旅行であった。研修中のアクティビティ

はチームで活動するようにしていたが、チーム内での役割は点呼と

まとめ役としてのリーダーとサブリーダー以外を設けておらず、チー

ムメンバー全員が一つになって何かに取り組むような課題設定もし

ていなかった。

図1：2015年度海外研修アンケート（有効回答数161）

2.4 海外研修と国内研修の並行実施
　海外研修への留学生の参加が難しい状況を鑑み、2012年度か

ら2017年度まで、海外研修期間中に主に留学生向けの国内研修を

実施した。国内研修では、留学生が日本で生活する中での注意点や

参考になる情報についてのガイダンス、留学生の先輩からの大学生

活についての話とアドバイス、エンターテインメントを体感するた

め東京ディズニーランドへのフィールドトリップなどを実施し、留学

生が日本での大学生活をスムーズに開始できるようにした。また、海

外研修終了後に、日本人学生と留学生が交流を持てる機会として、

ランチ交流会を実施した。参加者から事前アンケートをとり、趣味

や共通点を基にテーブルをアサインしていった。参加費 500 円の

ワンコインで実施し、お弁当と飲料、お菓子、ゲームの景品を用意

した。初回の2012年度は新入生85名、上級生7名、教員4名の

合計96名と職員が参加し、テーブルごとに自己紹介やチーム対抗

ゲームなどを行い、学生たちが友達や知り合いを作る機会を設けた。

翌年以降は参加者も増えていき、毎年150名以上の新入生が参加

する会となった。

　ただ、新入生向け研修の主軸は海外研修に置かれ、国内研修は

海外研修に参加できない学生向けの補完的なプログラムとして運営

していた。

3. 国内研修への転換

　海外研修の課題を解決するため、新入生研修のあり方をゼロベー

スで検討した結果、海外研修を取りやめ日本国内での研修に切り替

えることになった。宿泊型研修の形式は残し、研修名を「新入生研

修合宿」と名付け、地方を舞台に地域の課題をデジタルコミュニケー

ションの力で解決提案することをテーマに実施していくことになった。

　また国内研修の取り扱いについては、2020年度から初年次教

育の一環としてとらえることになった。新入生研修を科目名「First 

Field」として必修化し、成績評価がなされる授業にした。また、旅

行代金は本学が負担することになり、新入生および保護者の金銭的

負担がない研修合宿の実施が可能になった。

3.1 国内研修のねらいとプログラム
　国内研修の主な目的は以下の3つであった。

・デジタルコミュニケーションを活用して地域振興に貢献する

・自らが生み出すコンテンツが誰かの役に立つということを実感する

ことで、これからの4年間の学びの動機づけとする

・活動を通して友達や挨拶ができる知り合いを作る

　プログラムは5日間で完結する内容で組んだ。毎年取り組むテー

マは変わっても、5日間のプログラム構成はパターン化したものを

踏襲している。表2は5日間のプログラム構成である。

表2：体系化した国内研修の日程

　研修では、チームメンバー全員に役割を持たせ、学生たちが主体

的に活動するようにした。全員が役割を持つことで、誰かがやって

くれるという意識がなくなり、また特定の学生のみが作業を行う

負担をなくすことができた。全員がチームでの課題制作に向け、

自分のやるべきことをやるという意識で取り組める体制を整えた。

チーム編成においては国籍のバランスも考慮し、可能な限り留学生

がチーム内に入ることと、複数名の留学生が入る場合は同国出身者

にしないようにした。国籍をまたいで新入生がコミュニケーションを

とり、交流する機会を作った。図2は2025年度研修のチームビルディ

ングシートである。毎年、研修テーマに応じて役割名と内容は変更

してきたが、全員が何らかの担当を持つ形式は2019年度以降続け

ている。

図2：2025年度研修のチームビルディングシート

　毎年、事前課題として研修開始の1週間程前に偏愛マップ [1] を

作成させ、提出された偏愛ワードに基づきチーム編成を行う。研修

1日目の午前は5〜6名ごとに自己紹介、作成した偏愛マップを紹

介しながら自分の好きなものについて話をするセッションを行う。
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30分を1ラウンドとし、メンバーを変えながら2〜3ラウンド行い、

チームを超えた友達作りの機会を設ける。午後は研修テーマと課題

の発表、課題に取り組む上で必要な知識やスキルに関するミニ講義

を行う。2日目から4日目は、研修先でのフィールドワークを通して

チーム別に設定した企画に関する情報収集や素材集めを行う時間と

する。あわせて、フィールドワークの前後に全体研修の時間を設け、

教職員によるチーム別の進捗確認や企画相談などを行う。

　また、クライアントに扮した自治体や地元企業の方にセミナーで

登壇いただき、現在抱える課題や学生に取り組んでほしい内容など

について説明と質疑応答を行う機会を設ける。疑似クライアントに

なっていただく方には、現在抱える課題や目指したいゴールについ

て語っていただくように依頼しているが、その際に大人が上から

目線で話す体ではなく学生の視点で提案をしてほしいのだ、という

スタンスでお話をしていただくようお願いしている。これは2019年

度の鳥取研修での自治体の方々と学生とのやり取りと、そこから出

た学生の発言にヒントを得ている。2019年度の研修では、自治体

職員の方々が学生に地域課題の説明をする際に、若者の考える課題

解決の提案を聞きたい、みなさんの考えを聞きたい、力を貸してほ

しい、と話してくださり、それらの声が学生の心に響き、「僕たちが

考えてやろう」、「手伝ってやろう」との声が上がり熱心に課題に取り

組む姿を見て、学生への課題の出し方の参考にした。ただ、全員が

同じ思いで取り組んでいるわけではなく、個人により熱量に差があ

る点は否めない事実である。

3.2 コロナ禍の研修
　2020年度から2022年度までは完全オンラインで研修を実施した。

表3は予定していた研修合宿と実際に行ったオンライン研修の一覧

である。オンライン研修においても、1日目は偏愛マップの共有と

知識や技術のインプット、2日目から4日目はテーマに応じた制作、

5日目は制作した作品の他者との共有と発表、講評と、パターン化

した構成を踏襲した。

表3：コロナ禍下の研修内容

3.3 コロナ収束後の研修
　コロナが収束していく中、新入生研修もオンライン研修から対面

またはハイブリッド研修へと戻していった。

　2023年度は京都への研修合宿を実施したが、1日目の事前研修は

オンラインで開催し知識のインプットとチームビルディングを行った。

　2024年度は対面研修に戻したが、300名強の学生が参加する対

面研修の課題も見えた。対面による集合型研修の課題は主に下記の

通りであった。

（1） 口頭での指示を周知徹底できない。会話に夢中になり説明や

指示を聞き逃すことがある

（2） 400名規模の縦型ホールのスクリーンでは後方に着席した学生

には投影資料がよく見えず、必要な情報の伝達が困難である

（3） 遅刻や離席などの管理が難しい

（4） 合宿型研修と比べチームメンバーで活動する時間が短く、チーム

の一体感を醸成するのが難しい

　（1）と（2）に関しては実施形態をオンラインに変更することで解決

できるのではないかと考え、2025年度研修はオンラインと対面か

らなるハイブリッド研修で実施することにした。

4. 2025年度新入生研修合宿

　20年間の新入生向け研修の運営で培った経験が発揮された事例

として、2025年度の鹿児島研修を紹介する。2025年度の新入生

研修合宿は、鹿児島市を舞台に「超5分間！僕たちの考えるクリエイ

ティブシティ」をテーマに実施した [2]。2024 年度の対面研修実施

の経験からセミナーの実施形態を一部見直したため、2025年度の

変更点、および鹿児島研修の課題についてまとめる。

4.1 事前研修の実施形態の変更
　導入部分の情報伝達においては対面研修がオンライン研修より効

果があるという結果が出なかったため、合宿前の事前研修をオンラ

インで実施することにした。資料をZoomの画面共有で表示しなが

ら説明を進めていくことで、聞き逃したり見逃したりする学生が減り、

提出物のフォーマットや提出期限を間違うケースも著しく減少した。

4.2 インターネット接続環境
　実地研修で利用したバンケットの無線LANが繋がりにくく、学生

間のオンライン上でのデータの受け渡しができず、撮影した動画の

編集をスムーズに行うことが困難であった。提出期限までに編集作

業ができない、作品を完成させられないのではないか、との不安か

ら学生たちから不満の声が多く出た。研修合宿前に現地への下見を

行い、宿泊予定のホテルでの無線LANのスピードテストも行ってい

たが、300名強の大人数が一斉にアクセスした際にインターネット

回線に繋がりにくくなる、通信速度が遅くなる、という点について

は想定が不十分であった。地方での研修合宿実施においては、学生

が取り組む課題があること、330 名前後の人数を収容できる客室

と正餐形式のテーブル配置が可能なバンケットがある宿泊施設であ

ること、を選定条件としているが、研修地によっては無線LANなど

のインターネット接続が確保できない場合があることを留意しなけ

ればならない。インターネットアクセスができない場合を想定し、

データのやり取りを円滑に進めるために外付けHDDを持参するよう

学生に声かけを行うべきであった。

4.3 飛行機欠航に関する対応
　鹿児島での実地研修最終日は午前のセミナー終了後に実地研修を

行い昼食をとった後に空港に向かったが、天候悪化に伴う雷の影響

で鹿児島空港の発着便に遅れが出ていた。学生および教職員は保安

検査を通り、搭乗案内を待っていた。全日空を利用する2班は出発

の遅れはあったが無事に出発、帰京した。日本航空を利用する学生

と教職員141名の班は、搭乗予定の飛行機が羽田空港から鹿児島

空港に飛行中に被雷した影響で機体の安全確認と整備に時間がかか

り、搭乗口周辺で待機することになった。2時間弱の待機の末に利

用便の欠航が決まり、当日の帰京ができなくなった。運航が危ぶま

れる中で教職員がどう対応したか紹介する。

　研修担当者（以下、担当者）より、その時々の状況と考えられるシ

ナリオ、それに基づく行動パターンについて学生に説明していった。

搭乗口周辺には一般客も多くおり、学生たちも点在していたため、
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Slackのgeneralチャンネルを通してチームリーダーを招集し、利用

便の被雷と機体の安全確認が行われていること、今後考えられるシ

ナリオとそれらに伴う行動予定について、などを説明した。リーダー

たちはチームメンバーの下に戻り情報共有を行った。質疑応答も含

め、丁寧に説明していったことで学生たちも落ち着いて状況を受け

入れていた。その後に延泊が決定したが宿泊先と大型バスの確保に

時間がかかり、空港から宿泊先に移動を開始したのは 20 時半ご

ろであった。

　欠航に伴う対応においては、引率した教職員の連携がとれていた。

もともと新入生研修においては、運営面でのお知らせは担当者から

Slackで発信していたため、欠航に伴う学生への通知についても担

当者から伝えることで、情報伝達の窓口が一つに統一され、それぞ

れの教職員が異なることを伝え学生が混乱する、という事態は発生

しなかった。担当者は欠航が決まった後の宿泊、移動、翌日以降の

確認などの対応に奔走しており学生へのフォローが十分にできない

中、実況担当の教員が学生たちに家族へ連絡するようSlackチャン

ネルで呼びかけたり、学生の様子を見守っていた職員が担当者に学

生の状態に関して共有したりと、それぞれが自発的に行動し学生へ

のフォローができていた。鹿児島研修を引率した教職員には2020

年度の研修から参加しているメンバーが多く、教職員間の信頼関係

ができていたことで、全体の判断や学生へのお知らせの発信は誰が

行うかの指示系統が確立されていた点が幸いした。また、自然災害

による欠航であったことで、人為的なミスではなく雷に当たったも

のは仕方ないとの意識が学生たちにはあり、不満の声は出ず、担当

者からの指示にも協力的であった。

　欠航に関連した対応は、これまでの海外研修と研修合宿の運営で

培った知識と経験が発揮され、教職員のチームプレーが機能した例

である。

5. 研修合宿の課題

　研修合宿による学習効果は出ているが、実施する上での課題もある。

　まず、研修合宿の旅行代金を本学が全額負担するようになった

ことで、想定以上の数の旅行キャンセルが発生することになった。

旅行申込手続きはオンライン上で完結し旅行代金やデポジットの支

払いも不要でキャンセル料も大学負担であったため、旅行申込を

行っても直前に入学辞退や体調不良などを理由としたキャンセルが

多く発生した。キャンセル料の負担だけでなく、チーム編成などに

影響を及ぼすことになった。チームやバス、新幹線や飛行機の席の

割り当ては旅行手配後に変更することができないため、チームごと

の人数や性別や国籍のバランスが崩れることもあった。

　また、補欠合格などで3月末に入学が決まった場合、既に旅行申

込は締め切っており追加手配が難しいため、研修合宿への参加がで

きない。外国人留学生もタイミングによっては留学ビザの発給が遅れ、

研修開始までに日本に入国できず研修にも参加できない学生が毎年

数名は出ている。

　

6. より良い研修に向けて

　体調不良など特別な事由を除くすべての新入生が参加する研修を

実現するためには、研修日程を4月中旬以降に遅らせることを検討

したい。これまでの5日間の集中講座の枠組みからは外れるが、4

月中旬以降に事前研修を行い、ゴールデンウィーク明けの5月中旬

ごろに研修合宿を実施すれば、入学者は既に確定しているため入学

辞退による研修参加者数の変動やキャンセル料は発生せず、また留

学生も日本に入国しているため研修に参加することができる。

　新入生向けの研修は、海外研修から国内研修に形式を変え、内容

も変え実施してきた。研修のあり方は常に決まった形である必要はな

く、これからも学生にどのような体験をさせたいか、どのように成長

させたいかを念頭に柔軟に研修を企画運営していくべきであろう。
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1. はじめに

1.1 デジタルハリウッド校友会とは
　デジタルハリウッド校友会 [1]（以下当会）は、デジタルハリウッド

株式会社の15周年を記念し、2010年4月に設立された。その趣旨は、

卒業生同士が発展的な交流を生み出し、新たな価値創造を行うという

ものである。2022年4月に理事会および事務局の体制が変更となっ

た際に、当会の趣旨や課題を改めて吟味した。その際、当会発足時の

準備委員会にて合意された、ビジネス面や制作面でコラボレーション

が生まれているコミュニティとなることを具体的なゴールとし、機能価

値、情緒価値、未来価値の3つのバランスを踏まえながら活動するこ

ととなった[2]。2025年9月1日現在、年に1度開催するホームカミン

グデーが年間で一番大きな活動となっている。

1.2 ホームカミングデーとは
　当会が主催するホームカミングデーとは、毎年6月第4土曜日に

実施する卒業生による大人の学園祭である。講演やブース展示や懇

親会などを通じて、多種多様な卒業生がお互いの今を発信し合い、

卒業してもなお新たなつながりが生まれる場となることを目指して

いる。テーマは「Reunion and Begnning（再会し、そして始まる）」

と掲げ、2023年の初開催以来、今回で3回目を迎えた。

2. 3年目の進化

　3回目の開催を迎え、継続性が定着してきたことで、当イベント

が当会にもたらした進化を俯瞰すると、以下の点が挙げられる。

2.1 ホームカミングデーを基点とした年間活動の展開
　当イベントの開催日を6月第4土曜日に固定したことで、年間の

活動もこの日を基点に展開するようになった。その一例が、従来か

ら行っている卒業生インタビューである。一年間を通じて卒業生を

訪ね、インタビューを通じて当会や当イベントの趣旨を共有する取り

組みとした。インタビューに応じていただいた卒業生は当イベント

に招待し、他の来場者との交流の機会を設けている。また、新たに

交流イベント「縁会」を開催した。これは当イベントで生まれたつな

がりを翌年の開催まで継続させることを目的に、12月と3月に実施

した。

図1：卒業生インタビュー（左）と縁会（右）の様子

2.2 メインコンテンツの定着と新企画の実施
　当日のプログラムは、これまでの来場者の反応を踏まえ、初年度

から実施している卒業生による講演「Alumni Session」や卒業生お

よび在校生による「ブース展示」、卒業生のための「LabProto体験」、

在校生による「キャンパスツアー」や懇親会「Alumni Gathering」は

定番化した。今回はこれらに加え、参加者の多様なニーズに応える

新しい企画も試験的に導入した。具体的には、卒業生が求人情報を

閲覧または提供できる「キャリア支援＆報告ブース」や、テーマを限

定し、近い距離で交流できる「Meetup Space」を実施した。「Meetup 

Space」については後述する。

図2：当日の様子（一部）

2.3 キービジュアル刷新によるメッセージング
　過去2回のキービジュアルは、卒業生が母校に再び集い、そこか

ら新たな化学反応が生まれることをイメージしたものであった。第

2回からは卒業生に制作を依頼したこともあり、非常にコンセプチュ

アルな表現となった。今回（第3回）は、参加の敷居を下げることを

意図し、デジタルハリウッド大学卒業生であるDaiki Miyama氏 [3]

に依頼し、カジュアルでポップなデザインとした。

研究報告

ホームカミングデー2025によるReunion and Beginning

Reunion and Beginning by Homecoming Day 2025

デジタルハリウッド校友会 事務局長
Digital Hollywood Alumni Association, Secretary General

楢木野 綾子   NARAKINO Ayako

　デジタルハリウッド公式の卒業生組織であるデジタルハリウッド校友会は、卒業生同士のコラボレーションを生み出すコミュニ

ティを目指し、活動を続けている。毎年 6 月第 4 土曜日に開催するホームカミングデーは、卒業生・在校生・教職員が世代を

超えて再会し、新たな出会いと挑戦が生まれる一日となった。2025年の開催では、定番企画の充実に加え、キャリア支援ブース

やMeetup Spaceなど多様な交流の場を試み、参加者の幅も広がった。創設から15年を超えた今、母校との絆を軸に、情緒

価値と機能価値が確かに芽生え始めている。継続の力がコミュニティを育て、また次のBeginningへとつながっていく。
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図3：歴代キービジュアル（下段が今回）

　さらに、同氏の提案により星形のキャラクターが導入され、館

内各所のサインやノベルティなどの配布ツールに活用された。卒業

生が制作したキャラクターがイベントの雰囲気を盛り上げる存在と

なったのである。加えて、キャラクターの名前を会員から募集する

という参加型の展開へと広がった [4]。

2.4 母校との連携の強化
　2年目に続き、今回も母校を会場として利用することができた。

今回は母校の学年暦にて事前に掲載いただき、教授会でも告知や

開催報告を取り上げていただくなど、協力体制が一層強化された。

　昨年度から始めた在学生サポーターの募集においては、26名の

学生が当日の運営に参加し、積極的にサポートしてくれた。昨年度も

参加してくれた学生たちがリーダーシップを発揮してくれたお陰で、

よりスムーズに運営することができた。当の在学生サポーターたち

は、普段出会わない先輩とのコミュニケーションを大いに楽しんでく

れていた。

　当日のメインスタッフは主に卒業生で構成され、今年度は12名

が中心となって運営を担った。加えて卒業生が撮影を担当し、デジ

タルハリウッドのスタッフも受付をサポートしてくれるなど、卒業生

と在校生とスタッフが一体となった総勢57名の体制でイベントを支

えた [5]。

図4：卒業生/事務局スタッフと在学生サポーター

3. 今年のつながる策

　イベントの趣旨に即し卒業後も新たなつながりが生まれる場とな

るよう、以下の点に留意して当イベントを設計した。

3.1 会いたい人をつくる仕掛け
3.1.1 卒業生インタビューの活用

　インタビューした卒業生をイベントに招待する際、来場者へのメッ

セージをいただき、特設サイトに掲示した。これにより「この人に会

いに行こう」という動機づけを図った。

3.1.2 懇親会の司会者の工夫

　多くのコースを指導してきた教員に司会を依頼し、歴代の教え子

たちへSNSを通じて呼びかけていただいた。

3.1.3 ブース出展情報の事前公開

　出展者と展示内容をあらかじめ公開した結果、出展者と親しい

来場予定者が自らSNSで各展示を紹介する動きも生まれた。

3.2 話しかけやすい仕組み
　会場内で初対面の人にも声をかけやすくするため、以下のとおり

いくつかの工夫を行った。

3.2.1 属性シールの活用

　来場者には衣服にシールを貼ってもらい、「出身校」「職種」「話し

かけてOK！」などの情報を示せるようにした。

3.2.2 Lightning Talk の実施

　Alumni Gathering（懇親会）の場で、来場者5～6名が壇上に立ち、

自身の近況を短くプレゼンテーションした。お酒の席ということも

あり毎年大いに盛り上がり、発表後には多くの参加者が登壇者に声

をかけていた。

図5：属性シール（左）とLightning Talk（右）

3.2.3 名刺交換大会

　Alumni Gathering（懇親会）内で名刺交換タイムを設け、一番

多く名刺を交換した人に景品を贈呈した。この仕組みにより、在学

生が積極的に世代の離れた先輩たちに声をかける姿が見られた。

「その場で名刺が作成できるシステムがあると良い」といった興味

深いアンケート回答もあった。

3.3 確実につなげる仕組み
　インタビューを行った卒業生を招待する際、どのような層と交流

したいかを事前にヒアリングしていた。その結果、懇親会のような

にぎやかな場だけでなく、より近い距離でじっくり話せる交流の場を

実験的に設けることとした。「Meetup Space」と題し、キャリアウー

マンMeetupとDHU1期生Meetupを開催した。いずれも喧騒から

少し離れた部屋で、落ち着いた雰囲気の中、深い交流を行うことが

できた。

図6：キャリアウーマンMeetup（左）とDHU1期生Meetup（右）

4. 結果

4.1 集客の内容と質
　総来場者数は、初年度は204名であり[6]、2年目は309名であり[7]、

今回は347名 [4]であった。今回の内訳は図7のとおりである。
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　来場した卒業生は、昨年度58％から今年度43.8％へと減少した

一方、在校生は昨年度22％から今年度34.8％へと増加した。課

題であった在校生の集客については、学内の認知度向上などにより

一定の成果があったと考えられる。また、入学年度が直近10年以

内の来場者は、昨年度67％から今年度84.2％へと増加した。これ

は在校生の割合が増えたことによる結果であるが、次回はそれ以前

の世代からの集客が課題となる。

図7：来場者数集計

4.2 アンケート結果
4.2.1 来場者アンケート

　来場者アンケートの回答率は、347名中118名の34.0％であっ

た。満足度については大変満足が35.9％であり、満足が 58.7％

であり、普通が5.4％であり、やや不満および不満はどちらも0％で

あった。大変満足と満足を足すと94.6％であり、昨年度は同項目の

合計が 95.7％であったことから、昨年度と概ね同じレベルでの開

催であったと言える。

図8：来場者満足度

　また、ホームカミングデーに参加してどのような体験や思いを持っ

たかという設問については、以下のような回答であった。

表1：来場者アンケート（一部抜粋）

2025年度 2024年度

1.楽しかった 95 80.5% 94 79.7%

2.刺激になった、勉強に
なった

57 48.3% 63 53.4%

3.知り合い・恩師に会えた 45 38.1% 50 42.4%

4.新しい知り合い・人脈が
増えた

36 30.5% 34 28.8%

5.コラボレーションにつな
がった、つながりそう

11 9.3% 13 11.0%

6.仕事につながった、つな
がりそう

7 5.9% 9 7.6%

7.このあとは今日のホーム
カミングデーで会った人と
飲みにいく

4 3.4% 3 2.5%

8.来年は自分も出展・出演
したいと思った

6 5.1% 8 6.8%

9.来年も来場したいと思った 33 28.0% 31 26.3%

10.特にない 4 3.4% 2 1.7%

11.その他 0 0.0% 2 1.7%

※複数回答可　※解答率の母数は回答者数（118件）

　この結果から、「1. 楽しかった（80.5%）」という情緒価値と、

「2. 刺激になった、勉強になった（48.3％）」という機能価値が、

一定程度発揮されていたことがうかがえる。

　また、当会として特に確認すべき重要な点がある。それは、参加

者がどれだけ「人とつながれた」という実感を持てたかである。この

点は、次の4項目で測定している。

　（a）再会（Reunion）

　　　3. 知り合い・恩師に会えた（38.1％）

　（b）始まり（Beginning）

　　　4. 新しい知り合い・人脈が増えた（30.5％）

　　　5. コラボレーションにつながった、つながりそう（9.3％）

　　　6. 仕事につながった、つながりそう（5.9％）

　Beginningに関する3項目のいずれかに回答した参加者は54名

（45.8％）であり、昨年度の34名（28.8％）を上回った。

　新しいコラボレーションの発生そのものは結果論であり、イベント

当日の状況だけで一概に評価することはできない。とはいえ、今後

もこうした機能価値を意識しながらイベントを実施していくことが

重要である。

4.2.2 ブース出展者アンケート

　ブース出展者にもアンケートを実施した。回答率は、出展者28

団体中12団体の42.9％であった。1ブースあたりの平均来場者数

は38.2名であり、昨年度の24.9名を上回った。

　どのようなコミュニケーションがあったかについては以下のとおり

であった。
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表2：ブース出展者アンケート（一部抜粋）

2025年度 2024年度

1.名刺交換や連絡先の交
換をした。

11 91.7% 8 53.3%

2.コラボレーションやプロ
ジェクトへ発展できそうな
アイデアベースの会話がで
きた。

7 58.3% 4 26.7%

3.コラボレーションやプロ
ジェクトへ具体的に発展す
ることになった、もしくは
なりそう。

2 16.7% 3 20.0%

4.自身の作品・商品・サー
ビス等を閲覧・体験しても
らい、ユーザーの反応を得
ることができた。

10 83.3% 11 73.3%

5.自身の作品・商品・サー
ビス等を購入してもらえた。

5 41.7% 5 33.3%

6.チラシなど自身の展示に
関する情報が渡せた。

3 25.0% 6 40.0%

7.他の出展者と知り合いに
なれた。

8 66.7% 11 73.3%

8.その他 0 0.0% 0 0.0%

※複数回答可　※解答率の母数は回答者数（12件）

　コミュニケーションの内容について差し支えない範囲で回答いた

だいたところ、「具体的にコラボレーションできそうな人に会えた」

「来場者の質が良かった」「デジタルハリウッドの仲間という共通言

語があるのでサービスや商品の訴求がしやすかった」「プロトタイプ

の検証をするのに良かった」など、良いテストマーケティングの場に

なった旨の回答が散見された。

4.3 つながりから発展した実績を追跡
　過去2回の開催を含め、これまでのホームカミングデーをきっか

けに新たなつながりが生まれ、何某かの物事が前進した事例を追跡

した。その結果、卒業生が経営する企業に学生が就職した事例や、

当イベントで出会った参加者同士が、翌年のイベントに協働制作し

た作品を出展した事例、AI関連のカンファレンスを共催した事例な

ど、具体的なビジネスやコラボレーションの実績が確認できた。こ

のうち、卒業生が経営する企業に学生が就職した事例については、

Web記事として当会ホームページに公開している [8]。また、番外編

的な情報であるが、当イベントでの出会いをきっかけに結婚された

方もいた。

図9：ホームカミングデーをきっかけとした就職事例記事

5. 考察と今後

5.1情緒価値の醸成
　来場者アンケートの自由記述欄には、「すごく楽しかった」「圧倒さ

れました。次は必ず名刺を持って参加しようと思いました」「素晴ら

しく楽しく、懐かしく、刺激になり、最高の体験でした」といった趣

旨の感想が複数寄せられた。これらのコメントから、本イベントは

参加者がもともと抱いていた母校への愛着を再認識させ、その思い

をさらに増幅させる装置として機能していると考えられる。すなわ

ち当会が重視する3つの価値の1つである情緒価値の醸成が確実に

進んでいることがうかがえる。

　

5.2 機能価値の芽生え
　コラボレーションや仕事上のやり取りといった機能価値が自然に

生まれるためには、卒業生が母校と緩やかに、かつ継続的につなが

り続けていることが欠かせない。そのため当会は、まず情緒価値の

醸成に注力してきた。

　ホームカミングデーを開始してから3年が経過し、少しずつでは

あるが、新たなつながりから生まれるコラボレーションの実績が見

られるようになってきた。これは大きな一歩と言える。

　本イベントのテーマは Reunion and Beginning（再会し、そし

て始まる） である。近年はとりわけBeginningの要素が着実に生ま

れてきており、喜ばしい傾向となっている。今後も卒業生にとって

Beginningが楽しいと感じられる場として、また知人がいなくとも

気軽に参加できる場として広報を続けていきたい。

5.3 コミュニティの醸成は一日にして成らず
　最後に、毎年お伝えしていることではあるが、当会の活動におい

て忘れてはならない視点がある。それは「コミュニティの醸成は一日

にして成らず」ということだ。

　コミュニティとは、同じ価値観を持ち、互いに能動的に助け合う

関係性の集まりを指す。その基盤となる価値観や情緒や信頼や文化

の蓄積は、一朝一夕に築けるものではない。成果がすぐに見えない

からといって活動をやめてしまえば、コミュニティは育たない。

　本イベントにおいても、中長期的な視点を持ち、地道に窓を開け

続ける姿勢が大切だ。そうした継続の先に、卒業生が母校へ帰って

くるタイミングが必ず訪れると信じ、活動を続けていきたい。

図10：懇親会「Alumni Gathering」での集合写真
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　ジェンスン・フアン（Jensen Huang）という創業経営者を軸に、

ニッチなビデオゲーム用ハードウェアの設計会社であったNvidiaが、

30年という歳月をかけて世界のAI革命の原動力となり「地球上で

最も価値のある（株式時価総額の大きい）」企業へ変貌を遂げるまで

の物語。

　Nvidia の歴史はアップダウンに富んでいる。初期の大失敗から

生還し、並列計算「アーキテクチャの賭け」、そして CUDAという

ソフトウェア層の整備でGPUを汎用計算機へと進化させ、やがて

ディープラーニング勃興と噛み合って市場を席巻する。そのプロセス

を、関係者への徹底取材と技術解説を織り交ぜて描いている。

　フアンは台湾で生まれ、タイでの短い期間を経て、幼少期に米国

に移住した。彼の両親は、タイの政情不安を避けるために彼と兄を

先に米国へ送った。彼の米国での生活は、ケンタッキー州の田舎に

あるオナイダ・バプテスト学院で始まった。両親はそこを名門の

プレップスクールと誤解していたが、実際には更生施設に近い学校

だった。アジア系の生徒がほとんどいない環境で、フアンはいじめ

に直面したが、武道の達人のふりをして喧嘩から決して引き下がら

ないことで、不屈の精神と回復力を身につけた。この彼の「アウトサ

イダー」としての経験が、後にNvidiaが主流から外れた市場を追求

するスタンスにつながったと著者は分析している。

　その後、一家はオレゴン州で再会し、フアンは地元のコンピュー

タクラブでApple IIに情熱を注ぎ、卓球では全米ランキングに入る

ほどの腕前になるなど、自分の居場所を見つけた。彼の最初の仕事

はデニーズでの皿洗いで、米国社会への同化と労働倫理の形成に

重要な役割を果たしたという。1993年には、フアンはクリス・マラ

コウスキー、カーティス・プリエムと共に、サンノゼ近郊のデニーズ

でわずか 4 万ドルの資本金をもって Nvidia を設立した。Nvidia の

初期は極めて不安定で、フアン自身が「いつでも倒産まで 30 日」

という状況だったと語っている。フアンという人間とNvidiaという

会社の形成期の話が抜群に面白い。

　起業家としてのフアンは、スティーブ・ジョブズやジェフ・ベゾス

に近い。圧倒的な才能と強烈な個性を持っている。彼の有名な癇癪、

「フアンの怒り」は繰り返し登場するテーマだ。従業員たちが彼の爆

発的な怒りや公の場での叱責について証言する。著者もまた取材中

にフアンから怒鳴られた経験をつづっている。しかし、ジョブズと

違ってフアンは失敗した従業員を解雇しない。その代わりに従業員

には高い忠誠心とプロフェッショナリズムを要求する。それが簡単

に人を解雇するアメリカの会社と異なるアジア的な強い会社作りに

つながった。

　ジャーナリストのスティーブン・ウィットは、賞賛に終始せず、AI

の社会的リスクを問われた終盤のインタビューでフアンが怒りを露わ

にする場面など、弱点や素顔も含めた等身大の肖像を描いている。

Nvidia関係の書籍は多数出ているが、『The Thinking Machine』は、

本人への長期取材をベースに書かれた稀な本であり、いま一番真実

を伝えている一冊であることは間違いない。
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